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謝辞 
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第 1 章 序 論 
 
1.1 研究の背景と目的 
1970 年代までは建築物において杭基礎は構造要素ではなく「地業」の一部とされること
が多く，実施設計で地震時水平力に対する設計はほとんど行われていなかった．その後，
1974 年刊行の日本建築学会「建築基礎構造設計規準」1)において「くいの水平耐力」の節
が設けられるなど耐震性の評価に関する整備が進められたことや，1978 年宮城県沖地震に
おける杭基礎の被害 2),3)を受けて，耐震設計の実施が推奨されるようになった．1984 年に
は建設省建築指導課長通達として杭基礎の耐震設計指針 4)が出され，さらに，1995 年兵庫
県南部地震（阪神淡路大震災）において杭基礎も大きな被害も受けた 5),6)こともあり，2001
年の国土交通省告示が出されて以降は基礎構造の耐震設計が義務化 7)されている．  
ただし，告示で義務化された耐震基準においては「過去の国内の地震では，地下部分の
破壊により建築物が崩壊に至った例は報告されていないこと等の理由により 8)」，中小地震
動に対する検討のみが規定されている．そのため，超高層建築や免震建物など性能評価（時
刻歴解析）の対象となるような建物では上部構造の設計クライテリアと合わせるために大
地震時の指針力に対する設計が実施されることもあるが，現在設計・建設されている一般
の建物では大地震時の耐震性能の確認はほとんど行われていない．  
現実の被害としては，1995 年兵庫県南部地震 5),6)や 2011 年東北地方太平洋沖地震（東日
本大震災）9),10)においても多数の杭基礎の損傷が見られている．これらの中には，上部構
造物は耐震基準を満たしていて無被害もしくは軽微な被害であっても杭基礎に被害を受け
て建物が傾斜して継続使用が困難となり，解体もしくは多大な労力をかけて補修した事例
も多い．このような被害は，人命にかかわらないとしても建物の使用性や住宅の居住性に
大きく影響し，特に継続使用が期待される避難施設等では基礎構造の被害によりその機能
を失う恐れもあることが示唆される．  
これまでの地震で杭基礎に被害を受けた建物は，杭基礎の耐震設計が行われていないと
考えられる年代のものが多いが，現行の耐震基準に従って中程度の地震動に対する設計が
実施されている建物も含まれている 6)．基礎構造については，現行の耐震基準である中小
地震に対する許容応力度計算は最低保証である人命の保護は概ね実現できているとしても，
大地震後の継続使用性については保証できていないと考えられ，財産保全や建物の長寿命
化の観点からは不十分な設計方法であると言わざるを得ない．  
大地震時の基礎構造の耐震性の評価方法については，日本建築学会「建築基礎構造設計
指針」(2001)11)や建設省総合技術開発プロジェクトの報告書 12)等では安全限界時までの耐
震設計の考え方が示されてきているが，一般化された設計手法とはなっていない．前記の
超高層建築や免震建物などで実施される場合も，設計者の判断に委ねる部分が多く，手法
はさまざまである．過去の地震における基礎構造の被害に関する解析例(1.2.5 参照)でも，
応力解析方法や地盤や杭のモデル化の方法はそれぞれ異なっている．  
一方で，基礎構造に対する大地震時の耐震設計を実施する場合も，杭体の目標性能とし
て大地震も損傷レベルを弾性範囲内とするなど，上部構造の耐震性能に比べより安全側の
設計としていることが多い．これは，基礎構造と上部構造の修復性の違いを考慮している
こともあるが，地盤の物性や杭体・杭頭接合部の材料特性・力学特性の不確実性を考慮し
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ていることもその要因となっていると考えられる．言い換えれば，終局状態に至るまでの
杭体・杭頭接合部および地盤の荷重－変形関係の評価方法やそのモデル化について，十分
に信頼性のある手法が確立されていないことで，安全側の設定とせざるを得なくなってい
る．  
これは新築建物の設計だけでなく，既存建物の耐震診断でも同様であり，上部構造が耐
震補強されたとしても，基礎構造の耐震性能が確認されていなければ建物全体の耐震性能
が確保されたことにはならない．過去の地震被害や既往の安全限界時の設計方法に基づく
基礎構造の耐震診断方法 13)も提案されているが，詳細な診断を行うためには診断者の判断
に委ねられている部分も多い．既存建物についても，上部構造とバランスのとれた性能を
精度よく確保するためには，より一般的・実用的な基礎構造の耐震性評価手法の確立が望
まれる．  
また，最近では南海トラフ地震や首都直下型地震に対する対策の必要性が指摘されてい
る．基礎構造に関しては，上記の通り新築建物・既存建物によらず，大地震時に対する安
全性および地震後の継続使用性の確保および経済性の確保のためには，杭種や地盤条件に
応じた適切な耐震性評価手法を確立することが喫緊の課題である．  
 
そこで，本研究では，解析精度の確保と同時に実務に用いる設計方法として一般性，実
用性を確保するため，以下の条件を満足できるような大地震時の耐震性評価手法の確立を
目指す．  
1) 基礎構造の耐震性能の基本となる地盤および杭体・杭頭接合部の終局状態に至る強
度・変形特性が，与えられた客観的なデータから，適切に評価できること．設計者の
判断に大きく左右されないこと．  
2)実際の地震被害との対応がとれていること．  
 
検討にあたっては，最初に文献調査とともに 2011 年東北地方太平洋沖地震までの過去の
地震における杭基礎の被害の実態調査および地盤および杭体，杭頭接合部の強度変形特性に
関するデータ収集・整理を通じて，基礎構造の耐震性能に関する課題を抽出する．  
さらに，過去の地震における被害事例が多いにもかかわらず，公開された定量的なデータ
の少ない既製コンクリート杭について，杭体および杭頭接合部の性能把握のための構造実験
を実施する． 
これらの中から，特に考慮すべきパラメータとして，杭体および杭頭接合部の軸力に依存
した荷重－変形特性，および杭の配置を考慮した群杭効果の評価を含む地盤ばねの非線形性
に着目し，大地震時の基礎構造の性能を評価するための外力の設定からモデル化まで，実務
設計にも適用可能なより一般性の高い手順を構築する． 
さらに，詳細調査で杭基礎に特徴的な被害を受けたことが判明した 2 つの建物を対象とし
て被害シミュレーションを実施し，採用した評価手法により実際の被害過程および被害要因
を説明可能であることを確認する． 
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1.2 既往の研究 
1.2.1 建築物の杭基礎の耐震性能評価 
(1)応力解析方法  
 杭基礎の耐震性評価（水平抵抗の検討）においては，通常は単杭（１本の杭）に対し，
杭を弾性支承上の無限長のはり，地盤反力は杭の水平変位に比例するとした時の理論解を
用いた静的応力解析により応力・変形解析を行う．この方法は，線型地盤反力法とも呼ば
れ，地盤は一様と仮定するか，Chang(1937)の提案した代表値で評価する方法に基づく (1)
式で表される．(1)式は建設省住宅局建築指導課「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」
(1984)4)や日本建築学会「建築基礎構造設計指針」(198814),200111))でも採用され，建築物に
おける水平力による曲げモーメントの計算方法として一般的に用いられている．  
𝐸𝐸𝐸𝐸 𝑑𝑑4𝑦𝑦𝑑𝑑𝑥𝑥4 + 𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵𝑦𝑦 = 0 (1) 
EI ：杭の曲げ剛性  
x ：深さ  
y ：杭の水平変位  
kh ：水平地盤反力係数  
B ：杭径  
 一様地盤の場合，(1)式において境界条件を加力点（杭頭）で回転拘束または回転自由（ピ
ン），無限遠である先端の曲げモーメント 0 とすれば，たとえば回転拘束の場合の杭頭の曲
げモーメント M0 であれば(2)式の解が得られる．  
𝑀𝑀0 = 𝑄𝑄2𝛽𝛽 𝛼𝛼𝑟𝑟 (2) 
𝛽𝛽 = �𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵4𝐸𝐸𝐸𝐸4  (3) 
Q ：杭頭水平力  
ar ：杭頭固定度（1.2.3 参照）  
 同様に杭頭水平変位や地中部最大曲げモーメントも導くことができ，杭体の非線形化を
考えない場合の評価方法として一般的である．杭が複数本ある場合は，すべての杭頭の水
平変位 y0 が同じ（剛床仮定）になるよう，杭頭水平力 Q を振り分ける．地盤の非線形性も
杭の水平変位に応じて水平地盤反力係数 kh を調整することで考慮可能である．  
 一方，多層地盤の場合は(1)式を層ごとに分割して適用した連立方程式を解く必要がある
が，図 1.1(a)に示すような地盤をばねとした骨組みモデルを用いることが多い．  
 また，杭体や杭頭接合部の回転剛性の非線形性を考慮する場合には，直接反復法や荷重
増分解析法により非線形解析を行う．ただし，すべての杭が同一条件であれば図 1.1(a)の
モデルでも評価可能であるが，杭の仕様（直径・配筋）や軸力が異なる場合は各杭の負担
する杭頭水平力は非線形化の状態により変動するので，その影響を逐次評価するためには
図 1.1(b)に示すような基礎梁－杭－地盤ばねで構成される「分離モデル」を用いる必要が
ある．  
 分離モデルに加える荷重・外力は，基礎梁下端でピン支持とした上部構造のみの「基礎
固定モデル」によって別途求めた値を用いる．それに対し，上部構造と基礎構造の連続性
を考慮して，図 1.1(c)に示すような地盤－杭－上部構造の一体モデルの検討や設計指針の
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提案 15),16)もあるが，実施設計に用いるまでには至っていない．これは，上部構造と基礎構
造の設計を同時に行うための労力が大きいことや，実施例が少なく，地盤ばねや杭体や杭
頭接合部の非線形性の評価など確立されていないパラメータの影響で基礎固定モデル＋分
離モデルとは異なる解析結果 16)が得られた場合，設定したパラメータが安全側となってい
るのか判断できないことなどによると考えられる．  
 そのため，一般性，実用性を考慮すると，杭基礎の大地震時耐震性評価手法としては，
杭体や杭頭接合部の非線形性や地盤ばねの設定について，適切な評価を行った上で，分離
モデルをベースとした手法が最も適切と判断される．  
 
 
 
 
 
 
 
 
     (a)単杭モデル    (b)分離モデル       (c)一体モデル  
図 1.1 杭基礎の応力・変形解析モデル  
 
(2)外力・地盤変位  
 杭基礎の耐震設計のための荷重，つまり地震時設計用外力としては，中小地震に対する
設計方法を示した「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」(1984)では，「基礎の直上階
の水平せん断力として求められる水平力．ただし，基礎部分等に作用する荷重をこれに加
算する」（慣性力または杭頭水平力）および「転倒モーメントによる鉛直力を長期鉛直力に
加減算した鉛直力」としている．  
 上階から杭に伝わるせん断力のうち基礎部分については，中小地震においては上部構造
の標準層せん断力係数 C0=0.2 に対応する地下震度 k=0.1 および根入れによる入力低減を考
慮する方法が「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」(1984)4)で示されている．大地震
時については定式化されておらず，検討対象ごとに想定する入力地震動による応答値に根
入れ深さや地盤特性を考慮した入力低減を適切に考慮した評価が必要となる．  
 また，基礎部分に作用する外力には地盤震動による地盤変位もあるが，建築物では中小
地震であれば上部構造から伝わる慣性力が支配的な場合が多く，設計上考慮すべき外力と
はされてこなかった．それに対し，1995 年兵庫県南部地震 5),6)や 2011 年東北地方太平洋沖
地震 17)では上部構造建設前の杭のみ施工された状態でも地中部が破損する被害が見られ，
特に液状化地盤や軟弱地盤などでは地盤変位の考慮が必須であることが指摘されている．  
 耐震性評価において，作用としての地盤変位 yG を(1)式に考慮すると(4)式となるが，解
析上の取り扱いやすさを考慮して yG を右辺へ移動した(5)式が用いられることも多く，(4)
式／図 1.2(a)は応答変位法，(5)式／図 1.2(b)は荷重分布法と呼ばれる．あるいは，併せて
応答変位法と呼ばれることもある．  
地盤ばね  
杭  
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𝐸𝐸𝐸𝐸 𝑑𝑑4𝑦𝑦𝑑𝑑𝑥𝑥4 + 𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵(𝑦𝑦 − 𝑦𝑦𝐺𝐺) = 0 (4) 
𝐸𝐸𝐸𝐸 𝑑𝑑4𝑦𝑦𝑑𝑑𝑥𝑥4 + 𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵𝑦𝑦 = 𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵𝑦𝑦𝐺𝐺 (5) 
yG ：地盤の応答変位  
 この 2 つの方法は，図 1.2 のように地盤変位として杭先端部を 0 としてそこからの相対
変位をばねを介して与える場合は，同一の解となる．ただし，(5)式の場合でも水平地盤反
力係数 kh の非線形性は杭と地盤の相対変位(y−yG)に対して評価する必要がある 5)．  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
図 1.2 応答変位法と荷重分布法 14) 
 
 地盤変位の値は地盤の地震応答解析によって求められるが，静的応力解析による設計に
おいては地震応答解析を行うことは少ないことから，簡易的に評価する方法も提案されて
いる．また，建物から伝わる慣性力（杭頭水平力）と地盤変位は同時に加わるが，最大値
が生じる時刻はそれぞれの振動特性に依存し，必ずしも同時刻ではない 18)．そのため，そ
れぞれ別に応力解析を行い，単純和や二乗和平方あるいは振動特性（固有振動数）に応じ
た係数を考慮して足し合わせる方法（「鉄道構造物等設計標準･同解説 基礎構造物」
(2012)19)等）により設計用応力を求めることも多い．ただし，大地震時耐震性評価におい
て杭体や杭頭接合部の非線形性を考える場合には，何らかの重み付けはしたとしても同時
入力は必須である．  
 
1.2.2 地盤の評価 
(1)水平地盤反力  
 杭基礎の耐震性評価の基本式である(1)式に用いる水平地盤反力係数 kh については杭の
水平載荷試験あるいは弾性論による評価等，多くの提案がある．  
a.「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」(1984) 
kh= 80･E0･B-3/4  (6) 
E0 ：地盤の変形係数(kN/m2) 
B ：杭径（本式では無次元化杭径：杭径を cm で表した無次元数値とする）  
 (6)式は，足立(1974)20)による直径 0.3～1.2m の杭の 135 件（鋼管杭 93，場所打ち杭 29，
PC 杭 13）の静的水平載荷試験の分析から導かれた実験式を元に，日本道路協会「道路橋
示方書」1980 年版 21)で定式化されたものである．現在でも，建築物の杭の耐震設計で多く
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用いられているが，試験地盤を一様地盤として評価していることや杭径によらず基準変位
を 1cm としていることなどにより，元データの実験値と計算値の相関のばらつきは大きい．
また水平載荷試験は静的載荷を行うが，耐震設計に用いることを考慮してクリープ変形の
影響を補正する方法が提案 22)されている．  
b. 日本建築学会「建築基礎構造設計指針」(1988)14)(2001)11) 
 日本建築学会「建築基礎構造設計指針」では，(6)式に地盤の非線形性や群杭効果を考慮
して水平地盤反力係数 kh を求めるため(7)～(9)式が示されている．なお，(8)式の係数 3.16
は変位量が小さくなった場合の上限値を規定するための定数(=(0.1)-1/2)である．  
  kh =kh0･y
-1/2  (y≧0.1(cm))    (7) 
  =3.16･kh0  (y<0.1(cm))    (8) 
kh0= α･ξ･E0･B-3/4  (9) 
α   ：E0 の評価方法で決まる定数(1/m)．E0=一軸・三軸圧縮試験による変形係
数 E50 あるいは砂質土で E0=700N，とした場合は 80，粘性土で E0=700N と
した場合は 60 
ξ ：群杭効果を考慮した係数  
y ：水平変位量を cm 単位で表した無次元量   
さらに，(7)式の上限値として，図 1.3 に示すような杭前面地盤の塑性破壊状態として地
表面へ動くⅠ領域とそれ以深のⅡ領域に分けて考慮する Broms(1964)の考え方に基づいて，
塑性地盤反力 Py が土質ごとに(10)～(12)式で定式化されている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.3 杭頭水平力 Q による地盤の動き  
 
・砂質土  
𝑃𝑃𝑦𝑦𝛾𝛾𝐵𝐵 = 𝜅𝜅𝐾𝐾𝑝𝑝 𝑧𝑧𝐵𝐵 (10) 
・粘性土  
𝑧𝑧𝐵𝐵 ≤ 2.5の場合：𝑃𝑃𝑦𝑦𝛾𝛾𝐵𝐵 = 2�1 + 𝜇𝜇 𝑧𝑧𝐵𝐵� 𝑐𝑐𝑢𝑢𝛾𝛾𝐵𝐵 (11) 
𝑧𝑧𝐵𝐵 ≥ 2.5の場合：𝑃𝑃𝑦𝑦𝛾𝛾𝐵𝐵 = 𝜆𝜆 𝑐𝑐𝑢𝑢𝛾𝛾𝐵𝐵 (12) 
κ ：群杭効果を考慮した係数で , 単杭の場合はκ=3.0 とする（本項 (2)参照）  
Kp  ：受働土圧係数（= 1+sin 𝜙𝜙1−sin 𝜙𝜙）  
φ ：内部摩擦角  
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γ ：単位体積重量(kN/m3) 
z ：杭頭からの深度 (m) 
λ, µ ：群杭効果を考慮した係数で ,単杭の場合はλ=9.0, µ=1.4 とする（本項 (2)参照）  
c ：粘着力 (kN/m2) 
B  ：杭径(m) 
 
c.日本建築学会「建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計」(2006)23) 
 地震応答解析における地盤の相互作用ばねの評価を主な目的として，弾性論に基づいて，
水平地盤反力係数 kh を Francis(1964)の提案による(13)式で評価し，塑性地盤反力 Py を極限
値とする双曲線((14)式)で非線形性を評価する方法が提案されている．なお，地震応答解析
の場合は(13)，(14)式の変形係数 E0 は微小ひずみ時（弾性状態）の変形係数を用いるが，
静的応力解析に適用する場合は， (14)式は杭の変形による杭近傍地盤の非線形性を表すこ
とになるので，これとは別に E0 に地盤震動による剛性低下を考慮することが考えられる． 
𝑘𝑘ℎ𝐵𝐵 = 1.3 𝐸𝐸01−𝜈𝜈2 �𝐸𝐸0𝐵𝐵4𝐸𝐸𝐸𝐸 � 112 (13) 
P = 𝑘𝑘ℎ0𝑦𝑦1+𝑘𝑘ℎ0𝑦𝑦𝑃𝑃𝑦𝑦   (kN/m2) (14) 
ν ：地盤のポアソン比  
 
d. 間瀬，中井の研究(2012) 
 間瀬，中井 (2012)24)は，地盤ばねを微小変形から極限状態まで連続的に評価する方法と
して (15)式を提案している．この提案は，双曲線型の荷重－変形関係に塑性地盤反力に近
づく割合を示す定数 u を考慮することで，地盤条件に応じてモデル化を可能としたことに
特徴がある．  
𝑃𝑃 (𝑅𝑅)𝑦𝑦(𝑅𝑅) = 𝐾𝐾01+ 𝐾𝐾0𝑃𝑃𝑦𝑦𝑅𝑅(1−𝑅𝑅𝑒𝑒)𝑢𝑢 2𝜋𝜋𝑙𝑙𝑙𝑙�sec�〈𝑅𝑅−𝑅𝑅𝑒𝑒〉1−𝑅𝑅𝑒𝑒 𝜋𝜋2�� (15) 
K0 ： (16)式により求めた初期剛性  
R ：正規降伏比=P(R)/Py 
〈R〉  ：R≧0 のとき R，R<0 のとき 0 
Re ：弾性限の R 値 (ここでは 0) 
u ：極限地盤反力に近づく度合いを表す定数  
 
e．岸田，中井の研究(1977)(1979) 
 岸田，中井(1977)25)(1979)26)は，(10)～(12)式が 2 次元的な土の動きを考えているのに対
して，Ⅰ領域における地盤の動きとして図 1.6 に示すような 3 次元的な広がりを考慮した
くさび型を考えて，塑性地盤反力 Py を土質ごとに(16)～(19)式で評価している．  
 砂質土  
Ⅰ領域𝑃𝑃𝑦𝑦 = 𝐾𝐾0 tan 𝜙𝜙 sin 𝛽𝛽tan(𝛽𝛽−𝜙𝜙) 𝑧𝑧𝐵𝐵 + 𝐾𝐾0 tan 𝛽𝛽(tan 𝜙𝜙 sin 𝛽𝛽 − tan 𝛼𝛼) 𝑧𝑧𝐵𝐵 − 𝐾𝐾𝐴𝐴 + tan 𝛽𝛽tan(𝛽𝛽−𝜙𝜙) �1 + 𝑧𝑧𝐵𝐵 tan 𝛼𝛼 tan 𝛽𝛽� (17) 
Ⅱ領域𝑃𝑃𝑦𝑦 = �cos�
𝜋𝜋4−𝜙𝜙2�cos�𝜋𝜋4+𝜙𝜙2�
1−sin 𝜙𝜙cos 𝜙𝜙 exp��32 𝜋𝜋 − 𝜙𝜙� tan 𝜙𝜙� − 𝐾𝐾𝐴𝐴� 𝛾𝛾𝑧𝑧 (18) 
  
8 
 
粘性土  
Ⅰ領域𝑃𝑃𝑦𝑦 = 𝛾𝛾𝑧𝑧 + 2𝑐𝑐 + 2√2𝑐𝑐 𝑧𝑧𝐵𝐵 (19) 
Ⅱ領域𝑃𝑃𝑦𝑦 = 9c (20) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.4 I 領域における破壊形式（杭前面のくさび）26) 
 
(2)群杭効果の評価  
 上記の地盤ばねは基本的に単杭を対象とした載荷試験や弾性解から導かれているが，建
築物の杭基礎は複数本の杭で構成されており，実際の地盤反力には水平力による杭の変形
が他の杭に及ぼす影響，つまり連続した地盤応力伝播による相互作用による群杭効果が必
ずある．杭径 B と杭間隔 R の比 R/B が 6 以下では群杭効果は無視できない影響があるとい
う研究成果 1)もあり，杭基礎の耐震性評価において重要な検討項目である．しかしながら，
群杭効果の影響に関する定量的なデータが少ないことから，取り扱いが煩雑であることも
あって，実際の設計では杭間隔が近くても考慮しないことも多い．  
 群杭効果は杭間隔，杭径，地盤条件および杭の平面的な位置関係（載荷方向他の杭がな
い前方杭と他の杭がある後方杭の違いなど 1),27)）に依存し，厳密な評価には FEM 解析や
Mindlin による地中応力伝播の理論解を用いた計算などが必要である．一方，載荷試験やパ
ラメトリックスタディに基づく比較的簡易な評価方法として以下のような提案がある．   
a.日本建築学会「建築基礎構造設計指針」(2001)11)の方法  
 群杭の水平載荷試験や解析結果 28),29)に基づいて設定した群杭効果を考慮した(20)～(24)
式で表される係数を，(10)~(13)式で求められる単杭での水平地盤反力に考慮する方法であ
る．なお， (4)式の係数ξは「水平地盤反力は群杭中のすべての杭で同じではない・・・設
計の利便性を考慮して群杭中のすべての杭で同じ評価値を用いる」 11)としている．係数
κ,λ,µは，載荷前方に杭のある後方杭で考慮する．  
 水平地盤反力 kh の群杭効果  
𝑅𝑅𝐵𝐵 ≤ 6.0 の場合 𝜉𝜉 = 0.15 𝑅𝑅𝐵𝐵 + 0.1 (20) 
𝑅𝑅𝐵𝐵 > 6.0 の場合 𝜉𝜉 = 1.0 (21) 
 塑性地盤反力の群杭効果  
砂質土 𝜅𝜅 = (0.55 − 0.007𝜙𝜙)�𝑅𝑅𝐵𝐵 − 1.0� + 0.4   𝜅𝜅 ≤ 3.0 とする (22) 
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粘性土 𝑅𝑅𝐵𝐵 < 3.0 の場合 𝜇𝜇 = 0.6 𝑅𝑅𝐵𝐵 − 0.4, 𝜆𝜆 = 3.0 𝑅𝑅𝐵𝐵 (23) 
𝑅𝑅𝐵𝐵 ≥ 3.0 の場合 𝜇𝜇 = 1.4, λ = 9.0 (24) 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.5 前方杭（A 杭）と後方杭（B 杭）1)に加筆  
 
b.日本建築学会「建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計」(2006)23) 
 地震応答解析において杭を集約してモデル化する場合，群杭効果は杭本数 Np に依存する
として 1/√𝑁𝑁𝑝𝑝で評価されることが多かったが，杭間距離，杭配列あるいは杭や地盤の剛性
の影響を含む群杭係数βH として(25),(26)式 30)および(27)~(29)式 31)が示されている．これら
の提案は，実用性を考慮して杭は同仕様で均等間隔，地盤は弾性体で均質，などの条件の
簡略化を行った上で薄層要素法やによりパラメトリックスタディを行って導いたものであ
る．最近では，(27)~(29)式を非線形地盤に拡張した提案 32)もある．なお，βH は杭基礎全体
での水平変位量あるいはばね剛性 K(単位 kN/m)に対する群杭係数であり，単杭の水平地盤
反力係数 kh(単位 kN/m3)に対する係数ξ((9)式)と比較する場合は換算が必要である．  
𝛽𝛽𝐻𝐻𝐻𝐻 = 0.4�𝑆𝑆𝐵𝐵�0.3�𝑁𝑁𝑥𝑥2 �−0.74�𝑆𝑆𝐵𝐵�−0.43�𝑁𝑁𝑦𝑦2 �−0.59�𝑆𝑆𝐵𝐵�
−0.54
 (25) 
𝛽𝛽𝐻𝐻𝐻𝐻 = 0.4�𝑆𝑆𝐵𝐵�0.3�𝑁𝑁𝑥𝑥2 �−0.59�𝑆𝑆𝐵𝐵�−0.54�𝑁𝑁𝑦𝑦2 �−0.74�𝑆𝑆𝐵𝐵�
−0.43
 (26) 
𝛽𝛽𝐻𝐻 = 𝑁𝑁𝑝𝑝−𝛼𝛼 (27) 
𝛼𝛼 = 0.9𝑓𝑓𝑥𝑥 + 15+�5+65𝐵𝐵𝐻𝐻�1.5 (28) 
𝑓𝑓𝑥𝑥 = �0.3 + �0.16 − 4�𝐵𝐵𝐻𝐻�2� log �𝐸𝐸𝑝𝑝𝐸𝐸𝑠𝑠�� �𝐵𝐵𝑆𝑆�0.75 (29) 
B, S, H ：杭径，加振方向杭間距離，支持層以浅の層厚＋杭径  
Nx, Ny ：X 方向，Y 方向杭本数  
Ep, Es ：杭のヤング係数，支持層以浅の地盤の変形係数  
  
c. 成田，金子らの研究(2012) 
成田，金子ら(2012)33)は，3 次元弾性 FEM 解析に基づいて平面的な位置と杭間距離によ
る群杭効果の評価を提案している．この提案では，水平変位が生じた杭からの距離および
杭と地盤の変形係数の比に依存する影響係数を弾性 FEM 解析により回帰的に求め，建物
内すべての杭に対する影響係数の集計を群杭効果として評価している．この時，図 1.6 に
示すように変形量の小さい領域（a.の係数ξに対応）では全ての杭が互いに影響を及ぼし合
:後方杭   :前方杭 
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う，つまり前面だけでなく背面の杭にも影響を及ぼすが，大変形となる領域（a.の係数κ,λ,µ
に対応）では背面地盤の剥離の可能性を考慮して背面へ影響は与えないものとしている．  
 
 
 
 
 
 
図 1.6 郡杭効果を考慮した負担水平力の分布 33) 
 
 
1.2.3 杭体および杭頭接合部 
 日本建築学会「建築耐震設計における保有耐力と変形性能(1990)」(1990)34)や同「建築基
礎構造設計指針」 (2001)11)においては，杭体の非線形特性を評価する方法として杭断面を
構成する材料（鋼材・コンクリート）の構成則（応力σ-ひずみε関係）から，断面の平面保
持が成り立つものとして評価する手法が示されている．  
 図 1.7 は，既製コンクリート杭の使用材料であるコンクリート，PC 鋼材のσ-ε関係の例
31),36)で，これらを用いた解析値は，たとえば図 1.8 に示すような杭体の載荷試験の荷重－
変異関係と概ね整合することが確認されている 33)．ただし，杭体の載荷試験においてコン
クリートや PC 鋼材に生じるひずみを実際に計測して，図 1.7 のような評価の妥当性を検証
した例は多くない．特に，鉄筋コンクリートのσ-ε関係は，上記の文献の提案以降も多くの
研究が進められ，図 1.9 のような評価が標準となってきている 38)．終局状態までの杭体の
耐震性評価のためには構成する材料ごとの特性も検証される必要があると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
   コンクリート         PC 鋼材 
     図 1.7 杭材料のσ-ε関係の例 35)       図 1.8 杭の P-δ関係の比較 37) 
 
 
 
 
 
 
図 1.9 コンクリートのσ-ε関係の例 38) 
水平力  
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 (2)式に示したように，杭に生じる曲げモーメントは杭頭の固定条件の影響を受ける．杭
頭接合部の固定条件は剛接合（杭頭固定）での曲げモーメントとの比である固定度あるい
は回転剛性 KR(=M0/θ0)で表されるが，杭頭の接合方法はさまざまであり，統一的な評価方
法は確立されていない．そのため，設計で考慮する場合は，「設計者の適正な選択による」，
「実験等によって確認されていることも必要」4)とされている．  
𝛼𝛼𝑟𝑟 = 𝑀𝑀0𝑀𝑀0𝑓𝑓 = 2𝛽𝛽𝑀𝑀0𝑄𝑄  (30) 
𝛼𝛼𝑟𝑟 = 𝐾𝐾𝑅𝑅𝐸𝐸𝐸𝐸𝛽𝛽+𝐾𝐾𝑅𝑅 (31) 
 既往の各種の杭頭接合部の固定度に関する研究結果をまとめた結果では，一般的な接合
方法では必ずしも剛接合とならず，固定度は軸力がない場合 0.3～0.9，軸力がある場合 0.7
～0.9 程度に分布するとされている 11)．ただし，一般的には杭主筋あるいはその延長にあ
る接合筋をパイルキャップ内に定着させるか，杭頭を杭径程度埋め込むことにより固定
(αr=1)とみなす設計されることが多い．この場合，杭頭曲げモーメント M0 の計算値は大き
めになり安全側の設定になるが，地中部では曲げモーメントを小さめに，水平変位も小さ
めに評価される．  
 また，大地震時のように一部の杭体が塑性化し負担水平力の再配分が考えられる場合や，
地盤変位の影響とあわせて地中部に大きな曲げモーメントが生じる可能性のある場合など
は，固定度（回転剛性）の適切な評価は必須である．  
 大地震時の杭の設計法を提案している「新構造体系の開発 性能評価分科会基礎 WG 最
終報告書」 (2000)12)では，鋼管杭および既製コンクリート杭の接合筋によりパイルキャッ
プと接合する形式の杭頭接合部の変形性能を，図 1.10 に示すバイリニア型の M-θ関係で評
価する方法を提案している．なお，場所打ち杭については降伏変形角，限界変形角の考え
方が提案されている  
𝐾𝐾𝜃𝜃 = 𝑀𝑀𝑦𝑦𝜃𝜃𝑦𝑦  (32) 
My ：パイルキャップ中の仮想断面(既製コンク
リート杭：杭径 B+200mm，鋼管杭：杭径
B+400mm)の降伏曲げモーメント  
θy ：降伏回転角φy･Lb 
Lb ：付着強度から決まる接合筋の埋込み長さ  
φy ：パイルキャップ中の仮想断面の降伏曲率  
θu ：限界回転角 (既製コンクリート杭：3.5~ 
6.5 θy，鋼管杭：30 θy)          図 1.10 杭頭接合部のモデル化 12) 
 
 また，土木研究所他の研究 (2012)39),40)によれば，杭頭接合部の降伏曲げモーメントの評
価においては，従来の設計のように仮想断面の径は一律に杭径+200mm とするよりも杭径
B に依存するとして+0.25B+100mm とした方が実験結果との対応が良いとしている．  
 
 
 
My 
θy θu 
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1.2.4 基礎構造の耐震診断 
 1995 年兵庫県南部地震を受けて「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が制定されて
以降上部構造の耐震診断が普及しているが，基礎構造については耐震診断が実施されるこ
とはほぼなかった．建設大臣官庁営繕部監修「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」
41)でも基礎構造の耐震安全性の目標として「基礎構造は，その損傷等により，上部構造の
機能確保に有害な影響を与えないものとする．」「中地震動に対しては許容応力度設計を行
う．大地震については・・・・保有水平耐力の検討を行い，杭に損傷が発生しても，上部
構造の機能確保に影響する沈下及び傾斜が生じないようにする」としているが，診断の実
施については「耐震診断は必要に応じて実施する」「耐震性能は実情を考慮して適切に評価
する」とされているのみで，具体的な方法は示されていない． 
 これは，大地震時の基礎構造の，知見に基づいてベターリビング「基礎構造の耐震診断
指針（案）」(2013)13)が刊行された．この指針（案）では１次診断は主に 1995 年兵庫県南
部地震の被害事例に基づいて設定された耐震指標 Isf 値を用いて診断する方法で，杭の強度
指標は(1)式に基づく単杭の解を用いて評価する．また，2 次診断は杭基礎を対象として，
基礎梁から下の分離モデルにより静的応力解析を行い，得られた応答値と保証レベル（目
標性能）に応じた限界値との比較により診断する方法が採用されている．地盤や杭の定数
は 1.2.1～1.2.3 で示したような既往の研究に基づいて設定する． 
 これらを用いた過去の杭の被害建物の診断結果は実際の被害とほぼ対応しており，2 次
診断における杭体や地盤ばねの非線形，地盤変位の影響の評価は，耐震診断，つまり基礎
全体の大地震時耐震性評価として有効であることが確認されている． 
 
 
1.2.5 地震被害シミュレーション 
 以下では，1995 年兵庫県南部地震以降に行われた被害シミュレーションの概要を示す． 
 
(1)1995 年兵庫県南部地震  
 Fujii(1998)18)らは，液状化地盤において杭（PC 杭(350-450)）の地中部のみが破損して傾
斜した鉄骨造 3 階建ての建物に対して，2 次元有効応力解析による地震応答解析と応答変
位法の両方で被害シミュレーションを実施している．地震応答解析は，近隣での観測波を
入力地震動として，上部構造はフレームでモデル化，地盤（S-D モデル）および杭の非線
形性を有する梁要素考慮し，杭頭接合部は杭の耐震設計普及以前の建物であることからピ
ン支持（αr=0）としている．応答変位法は単杭モデルを用いて，地盤ばねは(7)～(9)式によ
り評価，杭はトリ・リニアモデルで非線形性を考慮，杭頭接合部はピンまたはαr=0.5 とし，
上部構造からの慣性力および地盤変位は地震応答解析結果を用いて同時刻の値による応力
を累加している．解析結果はいずれも地中部での杭の破損は再現できているが，杭頭部で
被害がないことを説明するには，固定度の評価以外にも基礎梁部分の根入れ効果による慣
性力の低減を考慮することが必要としている．  
 文献 5),6)では，施工中の建物で杭（場所打ちコンクリート杭φ1800，主筋 32-D29）のみ
が打設された状態で曲げひび割れが生じた事例に対して，荷重分布法により地盤変位を与
える解析を実施している．地盤変位は地震応答解析（SHAKE)により求め，地盤ばねは (7)
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～(9)式で評価することで，深さは必ずしも一致しないものの地中部において短期許容曲げ
モーメントを超え，被害と対応する結果が得られることを確認している．  
 文献 42)では，市街地の震度 7 地域の 6 階建て RC 造の建物について，建物全体をモデル
化した 3 次元 FEM による地震応答解析を行い，被害シミュレーションを試みている．杭
の被害は全 36 本中杭頭で大破 6 本，中破 2 本と一部のみで，１つのパイルキャップに杭
（PHC 杭 C 種φ600)が 2～4 本打設されているが，その中でも被害の差がある．解析では，
杭はバイリニア特性のシェル要素（軸力は全杭同じ），地盤を Mohr-Coulomb の破壊基準に
よる弾塑性体でモデル化した解析により，隅角部での被害が生じることはシミュレートで
きたが，柱ごとに杭を 1 本に集約しておりパイルキャップ内での被害の違いまでは評価で
きていない．なお，この建物の敷地は非液状化地盤であり，地盤変位の影響は小さく慣性
力の影響が支配的であるとしている．  
 
(2)2003 年十勝沖地震  
 古山田ら(2005)43)は，杭頭および地中部(GL-20m)に被害のあった RC 造 3 階建ての建物
（PC 杭 A 種φ400）について，図 1.11 に示すような質点モデルを用いた地震応答解析によ
る被害シミュレーションを行っている．解析モデルは，上部構造および杭は 1 本の非線形
性を考慮した多質点曲げせん断棒に集約，地盤は杭の各質点に双曲線モデル（H-D モデル）
で評価したばねとし，同一フーチングの杭については群杭効果によりばね値を低減してい
る．解析の結果，最少軸力時（引抜き方向載荷時）に，杭頭および地層境界である GL-20m
付近での杭の曲げモーメントは降伏点を超え，被害と対応することを確認している．  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.11 古山田らの解析モデル 39) 
 
(3)2011 年東北地方太平洋沖地震  
 迫田ら(2012)44)は，杭頭（PC 杭φ400）の破壊により傾斜した建物を対象に，(2)の古山田
らと同様のモデルを用いた地震応答解析を行っている．杭頭接合部を剛接とした場合は，
主に慣性力により杭頭部で終局曲げモーメントを超え被害と対応した解析結果となる．一
方，杭頭ピン支持とすると，杭の被害深さの異なる隣接建物と対応した位置で曲げモーメ
ントが大きくなり，杭頭接合部の回転が被害の違いにつながった可能性があるとしている． 
 時松ら(2013)17)らは，パイルキャップまで施工した段階で，杭（SC 杭または PHC 杭 f600）
地中部に被害を受けた 2 つの施設に対し，有効応力解析により求めた地盤変位を用いた応
答変位法による解析を行っている．杭は軸力 0 として非線形を考慮，地盤ばねは(14)式と
同様の双曲線モデルを用いた上で液状化による剛性低下を考慮している．被害シミュレー
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ションの結果，液状化層の地盤変位により地中部の PHC 杭が破損することが確認された．
また，１つのパイルキャップ接合される杭が 1 本か複数本かで回転剛性の違いがあったた
めに被害にも差が生じたとしている．  
 
 
 過去の被害シミュレーション解析の手法と結果の傾向を以下に示す． 
・シミュレーション解析手法として，上部構造－杭－地盤一体モデルによる地震応答解析
あるいは分離モデルまたは単杭モデルを用いた応答変位法による静的解析が行われ，い
ずれの手法であっても，被害の全体的な状況はシミュレート可能である． 
・静的解析でも，地盤変位は地盤の地震応答解析により算定している．また，地盤変位と
慣性力は同時入力している． 
・応答変位法に用いる地盤ばねおよび FEM 解析の地盤要素は，双曲線モデルなど既往の
知見に基づくひずみ（水平変位）の大きさに依存した非線形性を考慮したモデルを用い
ている． 
・杭体は軸力に応じた非線形性を考慮したモデルを用いている．ただし，軸力に逐次相関
するのではではなく，長期軸力時など一定軸力で評価している． 
・杭頭の固定条件（回転剛性）が被害状況（被害深さ）の違いをもたらすことが確認され
たが，解析では杭頭接合部の定量的な評価はされておらず，固定度を仮定している． 
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1.3 本論文の構成 
本論文は，主に東北地方太平洋沖地震における被害シミュレーションよる検証に基づく
杭基礎の大地震時耐震性評価手法について示している．  
本論文の構成を表 1.1 および以下に，それぞれの章の関連性を図 1.11 に示す． 
 
第 1 章では，本研究に至る背景や経緯，本研究の目的を示す．さらに，杭基礎の耐震性
評価に関する既往の研究や設計手法を示した上で，本研究の位置付けを示す．  
第 2 章では，文献調査に基づく過去の地震における杭の被害の特徴を示すとともに，2011
年東北地方太平洋沖地震後に被害調査を実施して把握した対象建物や地盤の特徴や，掘削
調査により判明した杭の被害状況の詳細を示す．  
第 3 章では，第 2 章での調査を受けて過去の杭基礎の地震被害の特徴を整理するととも
に，第 1 章での既往の耐震性評価手法の考え方の整理と併せて，大地震時の耐震性能評価
に必要な課題を抽出する．  
第 4 章では，杭体の強度特性・変形性能を定量的に評価するため，これまでの地震被害
事例の多い既製コンクリート杭を中心に行った杭体の載荷試験データの収集および分析結
果を示す．  
第 5 章では，既製コンクリート杭について杭種や軸力をパラメータとして実施した杭体
の載荷試験結果を示す．杭単体で実施した曲げ実験では各構成材料に生じるひずみを詳細
に計測・把握しており，その結果から杭体の強度特性・変形特性に関する既往の評価手法
の適用性を確認した結果を示す．さらに，実際に被害のあった杭体・杭頭接合部を再現し
た載荷実験を行って，杭体の強度特性や変形特性の確認とともに，杭頭接合部の回転剛性
の定量的な評価方法について検討した結果を示す．  
第 6 章では，2011 年東北地方太平洋沖地震における杭基礎の被害調査を行った建物を対
象として，杭基礎の耐震設計において一般に用いられる手法を用いた解析結果と被害状況
との対応を確認した結果を示す．  
第 7 章では，被害調査建物のうち 1 つの建物内でも杭の被害状況が異なるという特徴の
ある 2 つの建物について，4~6 章の検討結果を反映して構築した静的応力解析方法を用い
た被害過程および被害要因に関するシミュレーション解析を行った結果を示す．さらに，
これらの解析結果と実際の被害との比較を通じて，高精度でかつ実用性が高い杭基礎の大
地震時耐震性能評価手法について提案した．  
第 8 章では，本研究で得られた成果を総括して，本論文の結論を示す．  
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表 1.1 本論文の構成  
 タイトル 目的 検討内容 
1 章  序論  本研究の背景と目的 
既往の研究 
2 章  過去の地震における
杭基礎の被害調査 
杭基礎の被害状況の把握 
 
被害調査 
・文献調査 
・現地調査 
3 章  建築基礎の大地震時
の耐震性能評価の課
題 
課題の整理，把握 文献調査 
課題の抽出 
4 章  杭体の構造性能に関
する調査と分析 
杭体の強度特性・変形性
能の把握 
文献調査・資料収集 
データ整理・分析 
5 章  杭基礎の耐震性能評
価のための構造実験 
杭体の強度特性・変形性
能の検証 
杭頭接合部の性能把握 
①杭体曲げ実験 
②杭体・杭頭接合部の水平載
荷実験 
6 章  杭基礎の耐震性能評
価手法と地震被害の
関係 
既往の耐震性能評価手法
の適用性の検証 
弾性解による評価 
非線形静的解析による評価 
7 章  提案する耐震性能評
価手法を用いた杭基
礎の被害シミュレー
ション 
被害と解析結果の比較に
よる提案手法の検証 
 
提案手法による詳細解析 
8 章  結論 総括と結論  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.11 本論文の各章の関連性  
  
7 章 被害シミュレーションに基づく提案手法の検証  
4 章 杭体の構造性能データの収集  
5 章 杭体の載荷試験  
2 章 被害調査  
3 章 大地震時の耐震性評価の課題の整理  
6 章 被害建物の解析による  
耐震性能評価手法の適用性の検討  
強度特性・変形性能の把握  
被害建物の情報  
データ整理・分析結果  
8 章 結論  
1 章 序論，既往の研究  
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第 2 章 過去の地震における杭基礎の被害調査 
 
2.1 杭基礎の被害事例の調査 
 2011 年東北地方太平洋沖地震以前の基礎構造の被害について文献調査を実施した．以下
に，調査した地震ごとに基礎の被害の特徴を示す．  
①1964 年新潟地震 1),2) 
・液状化により直接基礎が傾斜した例が多く見られた．  
・地震後に傾斜したものの継続使用されていた 2 つの建物が 1980 年台に解体され，杭の被
害が確認された．いずれも RC 造 2 階一部 3 階の事務所建物で，杭径300･350 杭長
10~12m の既製 RC 杭および PC 杭が使用されていた．建物の沈下量は最大 1.3m 不同沈
下 575mm，および不同沈下量 500mm と報告されているが，上部構造の被害が軽微であ
ることから，床の補修や杭の増し打ちを行って継続使用していた．  
・いずれも掘り出された杭の杭頭ではあまり被害は見られず，液状化が考えられる層の中
間部分および支持層（N 値 20～30)の直上の 2 箇所で圧壊が見られた．杭の全数が調査
された建物では，すべての杭が破壊しかつ同一方向に傾斜し 1.0~1.2m 水平変位してい
たことから，液状化に伴う側方流動力によるものと考えられている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 1964 年新潟地震において破損した杭の掘出し調査結果 1) 
 
②1978 年宮城県沖地震 3)~6) 
・杭に被害を受けた 6 件の建物の調査が行われた．杭種はいずれも既製コンクリート杭（RC
杭･PC 杭，250~600)で，内 5 件は上部構造の被害は軽微であった 3)．  
・L 字型に直交する板状の 2 棟で構成される建物 2 組（SRC11 階建×2･SRC14 階建×2）が
沈下・傾斜し，杭頭の被害が確認された 3)．上部構造は非構造壁のひび割れ程度である．
地形はいずれも沖積低地で，大規模な液状化は見られていない．  
11 階建物のうち傾斜が 1/100 程度となった棟はジャッキアップして直接基礎に変更，
3mm 程度の沈下の棟も 78 本中 49 本の杭に鋼管を巻いて補修された 4),5)．14 階建の建物
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は 2 棟間で 2cm 程度の段差が生じ，隅角部の杭のみが鋼管で補修され，いずれも継続使
用された 4),5)．2011 年東北地方太平洋沖地震では，11 階建の建物では傾斜・沈下がなか
ったのに対し，14 階建の建物では 1/50 程度の傾斜が生じ，上部構造の被害は非構造壁
のひび割れ程度であったが，最終的に解体された 6)（杭の状況は不明）．  
③1982 年浦河地震 7),8) 
・台地上にある RC 造 3 階建て建物で上部構造の被害は軽微であるが 100mm の不同沈下が
生じた．表層地盤は N 値 2～8 程度の粘性土で，支持層はやや傾斜している．杭は既製コ
ンクリート杭300 杭長 8m，掘削調査した 2 本の杭頭部は圧壊していた．  
・鋼管杭が使われた RC 造 4 階建て建物では，杭は無被害であったがパイルキャップが破
損した．杭径 400mm に対してパイルキャップの縁空きが 300mm と，パイルキャップの
耐力不足が指摘されている．  
④1985 年メキシコ地震 9),10),11) 
・図 2.2 の 9 階建てのアスぺクト比が高い杭基礎建物の転倒，崩壊があった（死者 8 名）． 
 地盤は非常に軟弱であるが，杭は支持層に達しておらず沈下制御のための摩擦杭で，水
平抵抗（耐震性能）にも期待していないと考えられる（杭径 400・RC 杭，芯鉄筋のみ）．
転倒の要因は水平耐力喪失に加え，押し込み方向の支持力が不足していたことも考えら
れる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2 メキシコ地震で転倒･崩壊した建物 10) 
 
⑤1995 年兵庫県南部地震 12)~16) 
・液状化による地盤変位，側方流動によると考えられる杭の被害が多く見られた．  
 この中には，上部構造施工前で杭のみ（慣性力なし）のものも含まれている 12)．  
・文献 13)に示された 180 件の調査事例の傾向は以下である．  
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 基礎に被害のあった 97 件のうち，地形は埋立地(49 件），平坦地(35 件)が多い．  
 97 件中 1985 年以降に建設された建物も 27 件（調査は 50 件）含まれるのに対し，上部
構造が大破となった建物 54 件のうち 1981 年以前の建設が 44 件を占める．  
 杭基礎の被害のあった 89 件のうち既製コンクリート杭は 62 件（打込み 34，埋込み 28）  
 基礎の被害があった建物で，上部構造が大破した建物は 12 件のみである  
・杭の被害が原因となって層崩壊が生じた建物（RC5 階・PC 杭350）が見られた 16)．こ
の建物は杭基礎であるが，図 2.3 に示すように短辺方向 18 通りのうち 16 通りは液状化
地盤，2 通りは硬質な地盤に杭が打設されている．そのため，地震時には側方流動力が
加わる液状化地盤の杭と硬質地盤の杭で変位量の差が生じ，地盤の境界部のはり（基礎
ばりも含む）の損傷および硬質地盤上の柱のせん断破壊につながったとしている．  
・傾斜した 6 階建て RC 造の建物で，図 2.4 に示すように 2.2.2 の建物 A,B,C と同様に一部
の杭のみが破損し，かつ１つのパイルキャップの中でも杭の被害に差がある建物が見ら
れた．（PHC 杭 C 種(一部 A 種)600) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 兵庫県南部地震で層崩壊した建物 16)に加筆  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 1995 年兵庫県南部地震における杭の被害事例 12)（杭頭目視調査）  
 
液状化地盤 硬質地盤
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⑥2003 年十勝沖地震 17),18) 
・RC 造 3 階の建物で，図 2.5 に示すように長手方向の端部に近いスパンで最大傾斜角 1/220
の被害が見られた．（2.2.2 の建物 C と同様）杭は PC 杭400，地盤は軟弱な粘性土層が
30m 程度続いている．杭の被害は杭頭部の圧壊とともに，GL-4~6m 付近，および N 値
0~5 の粘土質シルトと N 値 10 程度の砂質シルトの境界である GL-20m 付近でもひび割
れが見られ，地盤変位の影響が考えられる．  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.5 2003 年十勝沖地震による建物の沈下・傾斜の例 17),18) 
 
 
⑦まとめ  
・杭に被害を受けた建物の大部分は，上部構造の被害は非構造壁のひび割れ程度である．  
・上部構造が軽量あるいは建設中で慣性力（杭頭水平力）がほとんどない場合でも，杭が
破損する例があり，地盤変位が被害につながったと考えられる．  
・杭の損傷があっても継続使用された例もあるが，基礎構造の支持力もしくは水平耐力の
不足により，大地震時に建物全体が転倒・崩壊した例や層崩壊した例もある．  
・過去に地震被害を受けた杭が再び大地震を受けた場合，より大きな被害につながる可能
性がある．  
・杭の被害の大部分は既製コンクリート杭である．  
・同じ杭の仕様であっても建物内の被害は一様ではない例がある．被害が長手方向の端部
に集中する場合や，同じパイルキャップ内でも被害状況が異なる場合もある．  
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2.2 2011 年東北地方太平洋沖地震における杭基礎の被害調査  
2.2.1 被害調査の概要 
2012~2013 年に，研究報告，調査速報，ホームページ等で公開された資料に基づき，2011
年東北地方太平洋沖地震において，杭の破損が認められた建築物および杭基礎の破損によ
り傾斜・沈下の被害が生じた可能性のある建物に関するデータ収集と分析を行った 19)~32)．  
表 2.1，2.2 に調査結果一覧を示す．所在地は宮城県・福島県・栃木県・茨城県・埼玉県・
千葉県の 6 県にわたっており，東北地方と関東地方に分けて示した．また，表には基礎の
調査が行われていない建物や，同一敷地での比較のために示した沈下・傾斜がない建物も
含まれている．なお，調査は戸建て住宅は対象外で，かつ公表された資料に基づいており，
集合住宅，学校が主な調査対象である． 
このうち，建物所有者・管理者に連絡可能な建物については，設計図書や地震直後に建
物所有者・管理者が行った被害調査報告書類を収集した．さらに，調査時点で建物の復旧・
補修工事のため杭の調査が行われていた 5 件の建物については，それにあわせて現地調査
も実施した 19),20)．表の左端の列の記号は以下を意味している－無印：文献調査のみ，○：
被害調査報告書・設計図書等を入手，◎：〇に加え現地調査を実施．  
 
表 2.1 関東地方の被害事例 31),32) 
 所在地  構造規模  建設年  杭種  杭径  (mm)
杭長
(m)
地形  
(L：液状化)
傾斜  
･沈下  
上部構造  
被害  杭の被害  
地震後の
対処  
 千葉県  基礎のみ  建設中  SC杭+PHC杭 600 49 埋立地 L －  －  なし  －  
 浦安市  基礎のみ  建設中  PHC杭 (C種 ) 600 46 埋立地 L －  －  地中部折曲り －  
  基礎のみ  建設中  PHC杭 (C種 ) 600 48 埋立地 L －  －  地中部折曲り －  
 千葉県  RC3/0 1970(改) PC杭  350 16 低地 L 1/167 あり  杭頭大破  解体  
 香取市  RC2/0 1970 PC杭  350 16 低地 L 1/70 あり  杭頭大破  解体  
 千葉県  
船橋市  S1/0 1987 PHC杭 (B種 ) 350,400 35 埋立地
L 1/100 なし  杭頭大破  解体  
 千葉県  
千葉市  WRC5/0 1975 PC杭  400 28 盛土  なし  なし  
杭頭大破  補修後
継続使用
◎  千葉県  
船橋市  WRC5/0 1973 PC杭  300 25 盛土  
1/110･
230mm
壁接合部  
破断  
約1/4で杭頭
大破・地中部
破損混在 
補修後
継続使用
 千葉県  
市原市  WRC5/0 1981 PC杭  350 22 盛土  なし  なし  
杭頭大破  －  
 埼玉県  
さいたま市  RC4/0 1974 PC杭  400 36 埋土  
1/6 
390mm あり  
杭頭大破  解体  
〇  栃木県  
高根沢町  RC3/0 1973(改) PC杭  300 22 台地  
1/80 
95mm あり  
杭頭大破  
(一部 ) 
解体  
〇   RC3/0 1975(改) PC杭  300 22 台地  1/83 135mm あり  
杭頭大破  
(一部 ) 
解体  
〇   RC3/0 1975 PC杭  300 －  台地  1/35 167mm 軽微  
－  解体  
〇   RC2/0 1978 PC杭  300 －  台地  1/117･ 66mm なし  
－  解体  
 栃木県  RC3/0 1974(改) PC杭  300,350 10 台地  －  あり  杭頭大破  解体  
 市貝町  RC2/0 1973(改) PC杭  －  －  台地  －  軽微  杭頭小破  解体  
〇  栃木県  
宇都宮市  RC4/0 1993 PHC杭 (A種 ) 350 22 台地  
1/91･ 
190mm 軽微  
－  解体  
〇  茨城県  
鹿嶋市  RC3/0 2002 PHC杭 (C種 ) 300 6～7 低地
L? ‘1/27 －  杭頭大破  (一部 ) 
継続使用
 茨城県  
行方市  S1/0 1974 PC杭  400 14 低地  1/33 なし  
杭頭ずれ  －  
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表 2.2 東北地方の被害事例 31),32) 
 所在地  構造規模  
アスペ  
クト比  
建設年  杭種  
杭径
(mm)
杭長
(m)
地形  
(L 液状化 )
傾斜･ 
不同沈下
上部構造  
被害  
杭の被害  
地震後の
対処  
 宮城県  SRC14/0 3.6 1976 PC 杭 600 24 低地  1/50 軽微  未確認  解体  
 仙台市  SRC14/0 3.6 1976 PC 杭 600 24 低地  －  あり  未確認  解体  
 
宮城県  
仙台市  
RC4/0 －  1983 PC 杭
350
400
26 低地 L 1/30 なし  杭頭破損  解体  
 
宮城県  
仙台市  
階段棟  
(RC5/0) 
－  1971 PC 杭 350 8-17 盛土  傾斜あり
壁脚曲げ
破壊  
未確認  
補修後
継続使用
○  宮城県  WRC5/0 2.0 1977 PC 杭 400 18 氾濫平野 1/66 なし  杭頭大破  解体  
○  仙台市  RC5/0 2.2 1971 PC 杭 －  －  盛土  1/50 あり  未確認  解体  
○   WRC5/0 －  1973 PC 杭 －  －  盛土  1/42 なし  未確認  解体  
〇  宮城県  RC4/0 0.83 1982 PC 杭 (A) 350 12 沖積平野
1/200 
366mm 
なし  杭頭破損  解体  
〇  仙台市  RC4/0 0.83 1983 PC 杭 (B) 400 8 沖積平野 135mm なし  なし  解体  
〇   RC3/0 0.63 1981 PC 杭 (A) 350 7 沖積平野
1/137 
196mm 
なし  杭頭破損  解体予定
 
宮城県  
大崎市  
RC3/0 －  1979 PC 杭 350 20 低地  
1/50 
667mm 
あり  杭頭大破  解体  
  RC3/0 －  1979 PC 杭 350 20 低地  
1/25 
885mm 
あり  杭頭大破  解体  
  RC1/0 －  1989 PC 杭 350 －  低地  なし  －  
杭頭ひび割
れ  
解体  
  RC3/0 －  1991 
PHC 杭
(B 種 )
450 21 低地  
1/200 
250mm 
なし  杭頭大破  解体  
◎  
福島県  
相馬市  
RC4/0 0.83 1993 
PHC 杭
(B 種 )
400 13～16 低丘陵
1/310 
77mm 
あり  
約 1/3 で杭
頭大破  
補修後
継続使用
◎  
福島県  
郡山市  
WRC5/0 1.9 1977 PC 杭 300
25 
26 
窪地  
1/70 
202mm 
なし  
杭頭大破・
地中部破損
混在  
補修後
継続使用
◎  
福島県  
郡山市  
SRC8/0 2.1 1989 
PHC 杭
(C 種 )
500
31 
32 
低地  1/224 あり  杭頭大破  
補修後
継続使用
◎  
福島県  
会津若松市 
RC4/0 1.0 1983 PC 杭 350
20 
30 
氾濫平野
1/165 
334mm 
なし  杭頭大破  
補修後
継続使用
◎   WRC4/0 0.76 1983 PC 杭 300 17.6 氾濫平野
1/142 
92mm 
なし  杭頭大破  
補修後
継続使用
◎   WRC4/0 0.76 1983 PC 杭 300 16.7 氾濫平野
1/311 
72mm 
なし  杭頭大破  
補修後
継続使用
〇  
福島県  
白河市  
WRC5/0 1.9 1974 PC 杭 300 20～25 谷底平野
1/43 
330mm 
なし  
杭頭大破  
(一部 ) 
解体  
〇   WRC5/0 2.2 1974 PC 杭 300 25～26 谷底平野
1/28 
490mm 
なし  
杭頭大破  
(一部 ) 
解体  
〇   WRC4/0 1.6 1982 PC 杭 350 16～25 谷底平野
1/45 
800mm 
なし  
杭頭大破  
(一部 ) 
解体  
 
宮城県  
仙台市  
SRC11/0 3.7 1978 
直接基礎
に改修
－  －  氾濫平野
傾斜･沈下
なし  
なし  －  継続使用
  SRC11/0 3.7 1978 
PC 杭
(補修済 )
600 12 氾濫平野 なし  なし  不明  継続使用
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2.2.2 被害の特徴と傾向の分析 
これらの集められた物件の中から，地盤条件，上部構造・基礎構造の情報，傾斜角や沈
下量などの被害状況が入手できた 40 棟について分析を実施した結果を図 2.4 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        (a)建設年代               (b)上部構造の階数  
 
 
 
 
 
 
 
 
  (b)建物のアスペクト（高さ／幅）比          (d)上部構造の階数  
 
 
 
 
 
 
 
 
      (e)傾斜角（全データ）        (e)傾斜角（上部構造構造被害なし） 
図 2.4 杭の被害の分析  
 
 
 収集したデータに基づく 2011 年東北地方太平洋沖地震における杭の被害の特徴と傾向
を以下に示す．  
 
a.建設年代  
建築物の上部構造では 1981 年からは建築基準法の改正に伴い大地震に対する設計（い
わゆる２次設計）が行われている．それに対し，2.1 に示したように基礎構造では 1985 年
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に耐震設計に関する通達が出されるまでは耐震設計はほとんど行われておらず，2001 年に
告示が出されるまでは法的には規定されていなかった．  
図 2.4(a)では，被害建物の建設年代は杭の耐震性の考慮がなされていない 1970 年代のも
のが 40 例中 22 件（55%），1985 年の通達以前で 30 件（合わせて 75%）あるが，杭基礎
の耐震設計が普及した 1980 年代後半以降でも 10 件（25%）含まれている．  
 
b.上部構造の構造規模  
調査対象が学校や集合住宅が主であることから，図 2.4(b)に示すように上部構造は 5 階
以下が 37 件（93%）で，すべて地下階のない建物である．このうち，1970 年代に建設さ
れ，その後，上部構造の耐震補強が実施されているものも 3 件含まれている．また，アス
ペクト比（建物高さと建物幅の比）でも，図 2.4(c)に示すように情報が得られている建築
物 26 件中 16 件(70%)で 2.0 以下，最大でも 3.6 と，地震力による転倒モーメント・変動軸
力はそれほど大きくはない．また．杭の被害状況では，長方形の平面形状の建物で，変動
軸力が大きいと思われる短辺方向ではなく長辺方向に傾いた例や変動軸力が小さい中央部
の杭にも被害が生じた例もある．地震時に過大な圧縮力や引抜き力が生じていない杭であ
っても被害が生じる場合があると推定される．  
 
c.上部構造の被害  
傾斜した建築物のうち，図 2.4(d)に示すように 33 件中 20 件（61%）は上部構造の構造
体がほぼ無被害，または軽微なひび割れが生じた程度となっている．また，被害ありとな
っている 13 件（39％）では柱・はり・耐震壁にせん断ひび割れは生じているが，層崩壊す
るような被害に至ったものはない．また，これらの被害には杭の破壊に伴い生じた傾斜に
より生じたひび割れも含まれている．  
それに対して，傾斜量から被災度区分判定 33)を行うと，図 2.4(e)に示すように大破（1/75
以上）が 29 件中 16 件(55%)，中破（1/150 以上）が 7 件（合わせて 79%）となる．また，
不同沈下が報告されているもののうち，大破となる 30cm 以上が 6 件，中破の 10cm 以上と
合わせると 11 件（28%）である．  
 また，「上部構造被害なし」および「軽微」の 17 件の傾斜角は，図－7 に示すように大
破（1/75 以上）が 10 件(59%)，中破（1/150 以上）4 件（合わせて 82%）となり，これらの
建築物では上部構造の被害が軽微以下であっても杭基礎の破損により大破や中破と判定さ
れる．  
 
d. 杭種  
被害があった杭種はすべて既製コンクリート杭である．建設年代が古いものは設計図書
には PC 杭と記載されているのみで詳細は不明で，1989 年以降に建設された 9 件は PHC 杭
が使用されている．また，SC 杭の例では被害は下杭の PHC 杭で生じている．杭径は 300
～400mm が 33 件（92%），500~600ｍｍが 6 件（8%）である．杭の配置は，ラーメン構造
の場合は柱下に 2～6 本打設され，壁式構造では布基礎の下に連続的に配置されている．  
コンクリート強度によらずせん断補強筋がない既製コンクリート杭では支持性能を確
保できない破壊形式に至る可能性が高いことが推定される．  
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e.地盤条件・地形  
被害が見られた建築物の敷地のうち，明確に液状化の影響によると考えられるのは 7 件
（表 2.1,2.2 の L）である．その他にも敷地内または近隣で小規模な噴砂が見られるものも
あったが，土質柱状図では明確に液状化が考えられる層はない．その他は台地の 7 件を除
き，地形図で「氾濫平野」や「谷底平野」と表現される低地または盛土である．敷地は谷
を埋めて造成されており，他の被害事例も同様な地形であるものが多い．なお，台地上の
建物についても当該建物建設にあたって造成されており，一部は盛土である可能性がある． 
また，１つの建物内で杭長が異なるものがあり，これらは支持層が平坦でないと考えら
れる．さらに，敷地内に同じ形状の建物が多数並んでいる中の１棟のみ，あるいは同じ建
物の１部のみが破損した例が数例あるが，これらは敷地内の最も低い場所であったり，川
や用水路の跡に建設されている．表層地盤が不均質で，被害のあった側が他より軟弱で地
盤反力が小さくかつ地盤変位が大きくなったことが被害形態に影響したと推定される．  
以上から，杭基礎の被害の生じる地形・地盤条件としては，盛土上や低地にあり，地層
構成が不均質な場合が考えられるが，詳細な分析は今後の課題である．  
 
f. まとめ  
2011 年東北地方太平洋沖地震で杭基礎の破損により建物が傾斜・沈下した建築物の調
査・分析の結果，地震動の大きさや建設年代はさまざまであった．一方で，杭種や地形・
地盤条件は限定的で，建築物の規模によらず，盛土上や低地等で地層構成が不均質な地盤
で，既製コンクリート杭が使用される場合の被害が多い傾向が認められた．  
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2.2.3 詳細調査 
 文献調査に引き続き，表 2.3 に示す 5 つの建物について，設計図書（構造図・構造計算
書），地盤調査報告書，補修工事計画書，補修時の杭の被害調査報告書等の詳細な資料を入
手するとともに現地調査を実施した 19),20)．このうち，建物 A，C は杭の耐震設計（短期許
容応力度設計．建物 C は構造計算書を確認）が行われていることを確認しているが，それ
以外は建設年代が古く杭の耐震設計は行われていないと考えられる．  
これらの建物では，いずれも杭基礎の損傷により沈下・傾斜が生じたが上部構造は耐震
安全性に影響するような被害はほとんどないことから，復旧および杭基礎の補修工事が行
われた．工事にあたって杭頭部が掘削され，その際に杭の被害調査として，目視による杭
頭の観察及び，地中部の損傷確認のための非破壊試験（インティグリティ試験（IT 試験））
が実施された． 
 表 2.3 で示した杭の被害状況のうち，「杭頭破損」は目視により杭頭の被害を確認された
もので，建物 A，C，D はすべて圧壊かせん断破壊しているが，建物 B，E ではひび割れや
部分的な欠損程度の被害も含まれている．また，「地中損傷」，IT 試験により断面の不連続
と考えられる反射波が認められたもの，「杭頭・地中」は両方が認められたものである．  
  
表 2.3 詳細調査一覧  
 規模  建設年  
杭種(杭頭) 
杭径(mm) 
杭の被害状況  最大沈下
傾斜  全本数 調査本数 杭頭破損 地中損傷  杭頭･地中 
A 
SRC 
8/0 
1989 
PHC 杭  
(C 種)500 
40 40 3 11 1 
89mm
1/178 
B 
WRC 
5/0 
1973 
PC 杭  
300 
138 50 
32 
(大破 15)
13 
13 
(大破 2) 
230mm
1/110 
C 
RC 
3/0 
1993 
PHC 杭  
(B 種)0 
153 40 40 12 12 
77mm
1/310 
D 
a,b: 
WRC4/0 
 
c:RC4/0 
1985 
PC 杭  
350 
a：49 
b：49 
c：97 
49(地中3)
49(地中3)
97(地中22)
49 
49 
93 
3/3 
3/3 
① 6/6 
②0/16 
3/3 
3/3 
①6/6 
②0/16 
1/117 
1/233 
1/170 
E 
WRC 
5/0 
1977 
PC 杭  
300 
135 135 59 62 13 
90mm
1/70 
*建物 D-c の地中損傷の調査（ IT 試験）の①②は別の時期に別の機関が実施  
 
 以下に，各建物の概要および調査により把握した被害の詳細を示す．  
 なお，本章で示した写真のうち，杭頭の状況一覧など一部写真は建物所有者から提供を
受けたものである．  
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(1)建物 A 
a.建物概要 34) 
 1987 年に建設された 8 階建て搭屋 2 階の集合住宅で，1 階～4 階が鉄骨鉄筋コンクリー
ト造，5 階～8 階が鉄筋コンクリート造，建物高さは軒高で 23.4m である．立面図を図 2.7
に示す．平面形状は東西 12.90m（6.45m×2 スパン），南北 10.95m の住戸部分にエレベー
ターホール・階段室（隣接する 3 棟共通．そのため本建物のみ塔屋がある．）が付属してい
る．南北方向は連層耐震壁（厚さ 150mm・東端はブレース構造），東西方向は非耐力壁付
きラーメン構造で，非耐力壁は北側（E 通り）の窓開口部分のみスリットが設けられてい
る．配置図，平面図を図 2.8,2.9 に示す．この建物（A 棟）は同時期に建設され，エキスパ
ンション・ジョイント(EXP.J)で接続された 3 棟のうちの１つで，この棟のみが傾斜した．
ただし，他の棟の基礎は調査されていない．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      北面              西面              南面 
図 2.7 立面図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.8 建物配置図             図 2.9 平面図  
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b.地盤・地形  
地形図によれば当該敷地は台地端部に位置しているが，敷地周辺ではほぼ平坦である．
図 2.10 に建設時に実施した No.3,5 の土質柱状図および復旧工事時に追加で実施した No.7
の調査結果（標準貫入試験，PS 検層）を示す．本建物直近の No.5 地点では表層から GL-4.4m
まで N 値 3～5 の表土と粘性土で，その下-10m 程度までが N 値 30～50 の砂礫と N 値 20～
30 前後の砂層である．以深は N 値 10 前後の粘性土と N 値 20～30 程度の砂質土と砂礫と
の互層で，GL-30m 付近の砂質土層が杭の支持層となっている．地下水位は GL-0.95m と浅
い．また，No.7 での PS 検層により得られたせん断波速度は地表から 200m/s を超えていて
100m/s 以下となるような層は見られない．他の地点は地層構成は類似しているが，No.3
や No.7 では砂礫層の N 値が 20 以下であるなど No.5 と層厚や N 値はそれぞれ異なってお
り，敷地全体では複雑な地層構成となっている．これは，敷地が台地端部にあって，扇状
地のように台地から流出した土が堆積し複雑な層が構成されたためと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
            No.5      No.3        No.7 
図 2.10 土質柱状図  
c.基礎構造  
 基礎構造は高強度プレストレストコンクリート杭（PHC 杭）杭径 500mm で，図 2.11 に
示すように柱下 2 本~5 本ずつ杭径の 2.5 倍の 1.25m 間隔で配置されている．杭長は 30m~32m，
上杭が C 種（L=7m），中杭(L=15m)と下杭（L=8m~10m）が A 種の 3 本継ぎで，支持層と
なる GL-30m 付近までオーガーで削孔した後に 1m 程度打ち込んで根入れするプレボーリ
ング併用最終打撃工法によって施工されている．設計図書によれば長期許容支持力は
960kN(98ton)/本である．構造計算書は残されていないが杭の水平力を考慮した設計が行わ
れたことを関係者に確認した．  
 杭頭接合部は図 2.12 に示すように杭体をパイルキャップ内に 100mm 埋め込む設計とな
っており，杭頭高さを合わせるためにカットオフ（切断による高さ調整）がなされている
可能性が高い．また接合鉄筋(8-D13)は杭中空部に中詰めされたコンクリート(高さ 750mm)
中とパイルキャップ内には杭頭から 650mm，それぞれ定着されている．  
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図 2.11 杭伏図および杭被害状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.12 杭頭接合部の詳細  
 
d．被害状況 
本建物では本震後に汚水管・配水管に不具合が発生し，外壁面を計測した結果，8 階で
西北側に 110mm 傾斜角 1/178 の傾斜が見られた．その後，１通り側の地盤を掘削し 8 本の
杭の目視調査およびインティグリティ試験（IT 試験）が行われ，杭頭の破損および地中部
破損の可能性が確認された．なお，復旧工事開始直前(2012 年)の建物の沈下量の測定では，
図 2.9 に示すように，1 階床レベルの隣棟との EXP.J 部（図中の⑤）を基準として，北西端
で 89mm，南西端で 50mm の沈下量であった．  
 上部構造の被害は，北側外壁および南側外壁では 1.0mm を超えるひび割れが，内壁，そ
の他の外壁および梁および床に幅 0.2mm～0.5mm のひび割れが見られた．南側外壁の損傷
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状況を図 2.13 に示すが，ベランダの開口間にある方立壁のうち 1，2，6 階はかぶりコンク
リートが剝落していた．さらに，写真 2.1 に示すように 3 棟をつなぐ EXP.J 部が損傷して
おり，地震時に建物が衝突したものと考えられる．また，基礎梁は北東側の EV ホールの
一ヶ所でひび割れが確認されている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2.1 A-B 棟間接続部の損傷  
 
 
 
 
図 2.13 南面外壁の被害  
 
杭の被害調査は，復旧工事において基礎下（GL-4.4m 程度まで）の地盤掘削後に行われ
た．図 2.11 に示すように，杭頭部に圧壊やせん断破壊等の損傷がある杭が 40 本中 3 本，
IT 試験により地中部の損傷の可能性あると判定された杭が 40 本中 12 本（うち 1 本は杭頭
と地中両方損傷），杭の露頭部分に圧壊やせん断破壊などの重大な損傷がなく，かつ IT 試
験で被害が認めらない杭が 40 本中 26 本であった．杭頭部が破損した杭は西側の 1 通りの
みで，地中部に損傷があると推定される杭は北西側に多かった．  
IT 試験結果による杭の損傷発生深さは，表 2.4 に示すように杭頭(GL2.6m,2.7m)から
3.3m~7.3m で，No.5 では地中部の全断面の破断が，その他は部分的な損傷が推定される計
測結果（波形）であった．損傷位置は N 値の大きい砂礫層の上下の境界付近で，かつ設計
図書通りであれば No.16~19 以外は上杭となる．ただし，No.5,8 ではビデオカメラにより
杭頭から4.3m で継手の下の中杭での全断面の破断を確認している．  
図 2.14 にすべての杭頭の状況を示す．このうち，杭頭の破壊状況を詳細にみると，図
2.15 に示すように No.1,2 は杭頭の圧縮破壊あるいは北西方向に向かうせん断破壊と考えら
れる破壊が，No.6 はやや下がった位置から西北西方向にせん断破壊と考えられる破壊面が
見られた．  
 
表 2.4 IT 試験による杭の損傷深さ  
杭 No. 3 4 5 6 7 8 16~19 34 38 
杭頭から損傷位置までの深さ (m) 5.1 5.3 4.4 3.3 6.0 6.1 7.3 4.2 4.7
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図 2.14 杭頭の状況  
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図 2.15 杭頭の破損状況の詳細  
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(2)建物 B 
a.建物概要 35)~37) 
 1973 年に建設された 5 階建て，建物高さ 14ｍの壁式プレキャストコンクリート造の集合
住宅で，平面形状は 9.2m×67.2m である．図 2.16 に示すようにほぼ同形状の建物 6 棟が配
置された中の 1 棟で，本建物の沈下側以外及び他の棟は，基礎の調査は行われていないが，
傾斜量はほぼ無視できる程度で，外観上の被害も認められなかった．  
 
 
 
 
 
 
 
図 2.16 建物 B 立面図  
 
 
 
 
 
 
 
図 2.17 建物 B 杭伏図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    写真 2.2 建物 B 外観             図 2.18 配置図  
 
b.地盤・地形  
 本敷地は，図 2.19 に示す土地条件図 36)では「盛土・埋立地」に分類される沖積低地に位
置し，図 2.20 に示すように周辺は起伏のある地形で，本建物は低くなった場所にある．  
 敷地は水田に盛土をして造成されたが，本敷地では造成直後から周辺地盤の沈下があり，
沈下に伴う段差を解消するための階段の増設等が行われてきた．また，図 2.18 に示すよう
に造成時に水路が付け替えられ，本建物は旧水路をまたぐ形で建てられた．本建物の被害
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側は水路に面しており，水路との間の地盤がやや変状が見られたが側方流動のような大変
形はなかった．また，敷地内および近隣に液状化の痕跡は見られなかった．なお，補修工
事時の観察では，沈下の少ない側で杭頭に数 cm~10cm 程度の空隙がみられたが，地震前の
杭の突出の有無は不明である．  
図 2.21 に地震後に行われた敷地内の地盤調査結果を示す．調査位置は図 2.15 に示した
が，No.1~3 の標準貫入試験と No.4,5 の PS 検層の実施時期は異なる．3 ヶ所地層構成はほ
ぼ同じで，表層約 2m が盛土，GL19m 付近まで軟弱な腐植土層およびシルト層が続いて
おり，GL23~24m 付近から出現する細砂層が杭の支持層となっている．地下水位はボーリ
ング調査によれば GL1.1~1.2m 付近である．ただし，復旧工事において GL2.5m 程度ま
で掘削したが，湧水は少なかった．PS 検層により得られたせん断波速度 (Vs)は，GL18m
付近までの軟弱層で 80~150m/sec 程度で，以深では 200m/sec を超えるがコーン貫入試験機
を用いているため硬質層は貫入不能で，支持層の測定はできなかった．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図 2.19 土地利用図 38)            図 2.20 地質断面図  
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図 2.21 土質柱状図および PS 検層結果  
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c.基礎構造  
杭は直径 300mm の PC 杭で，図 2.17 に示すように壁下に 1 本または 2 本組で計 138 本が
打撃工法により施工されている．ただし，建設時はほとんど打撃することなく打設されて
いたとされている．一階床が GL+1.0m にあり，基礎ばりせいは 1.8m（幅 0.2m）杭頭は
GL0.8m，杭先端は GL23,4m 付近で長期許容支持力 300~350kN 程度と推定される．設計
図書によれば杭頭のパイルキャップへの埋込み長は 0 であり，被害調査においても中詰め
は認められなかった．大破した杭以外の杭頭に見られたひび割れや PC 鋼線の露出が，カ
ットオフの痕跡か地震による破損かは明確でないが，前者の可能性も考えられる．  
d.被害状況  
 本建物では，地震後に西側 1/4 の部分が外端部で最大 230mm 相対沈下し西に向かって約
1/100 傾斜，西側端部で約 1/500 短辺方向南側に傾斜（隅角部の沈下量の差 20mm）した．
屋上で測定した相対沈下量の分布を図 2.22 に示す．それにともない，図 2.16 に示す位置
のプレキャスト壁板の接合部が破断し，最上階で最大 63mm 開いた．写真 2.3 に破断部の
状況を示す．  
 上部構造は破断部周りの壁にひび割れが生じたが，他の部分では被害は見られなかった．
基礎ばりは破断部近くでせん断クラックが見られた．  
補修工事において沈下側約 1/3 の範囲が GL2.5m まで掘削され，この部分の 50 本の杭
に対して杭頭の観察および地中部のインティグリティ試験を行われた．調査結果を図 2.23
に示すが，杭頭の被害については目視により軸力が保持できないと判断された場合は「大
破」，ある程度の軸力は保持できると判断される場合は「中破」，ひび割れ程度もしくは施
工時のカットオフの影響が大きいと思われる場合は「小破」とした．ただし，これらの区
別は厳密ではない．調査したすべての杭の状況を図 2.24 に示す．これらの被害には，施工
時の影響や杭頭の固定状態の違いの影響が考えられるが，被害状況からは判断できなかっ
た．なお，大破した杭はほとんど崩れた状態であり，せん断破壊なのか曲げ圧縮破壊かは
明確でない．  
杭頭のみ大破の杭（12 本）は沈下した側の端部に近い箇所が多く，これらの杭は地中部
の破損は認められなかった．ただし，沈下側西端隅角部の杭頭は小破程度である．内側の
杭では杭頭部の被害は端部よりも小さく，地中部に破損の可能性のある杭が多かった．杭
頭が大破かつ地中部の破損が認められた杭は 2 本のみである．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.22 沈下分布  
-250
-200
-150
-100
-50
0
0 5 10 15 20 25 30
西端からの距離　(m)
沈
下
量
　
(m
m
)
北側
南側
-223  -204 -184         -111 -84   -56   -26  -22   -5   0 
-214 
-125 
壁接合部の破断箇所 
開きの最大値：63mm 
(単位 :mm)
38 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       破断部外壁                破断部内部  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       破断部下の基礎梁          西側（水路側）外構  
写真 2.3 被害状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.23 杭の被害調査結果（西側の 50 本を調査）  
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図 2.24 杭頭の状況 
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(3)建物 C 
a.建物概要  
1993 年に建設された地上 3 階地下階なし鉄筋コンクリート造耐震壁付きラーメン構造で，
建物高さは 12.0m，平面形は図 2.25 に示すように 80.0m×14.5~24.5m でやや不整形である．  
構造計算書によれば，上部構造の設計ルートは X 方向：ルート 2-1，Y 方向：ルート 1
である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①  ②     ③     ④     ⑤     ⑥     ⑦    ⑧     ⑨     ⑩     ⑪     ⑫  
地震直後の調査で被害なし  被害あり  
図 2.25 杭伏図  
 
b.地盤，地形  
本建物は緩やかに傾斜した砂礫段丘の縁に立地しており，建物北側道路面は 1.5m 程度
下がっている．建設時に実施された 3 箇所の標準貫入試験，地震後に実施された 1 箇所
(No.4)の標準貫入試験および PS 検層，5 箇所の動的コーン貫入試験（ラムサウンディング）
の結果を図 2.26,2.27 に示す．  
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図 2.26 土質柱状図  
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R-5           R-4           R-3             R-2          R-1 
図 2.27 動的コーン貫入試験結果  
 
本建物位置で東側に向かって傾斜した層構成となっていると推定され，杭の支持層とな
るＮ値 50 以上の砂質シルト岩の出現深さも東西で 3m 程度の差がある．動的コーン貫入試
験結果からは 10~12 通り付近が谷となっている可能性もある．層構成は概ね同じで，N 値
は 20 前後の砂礫層（一部粘性土をはさむ），N 値 4～11 程度のシルト層，N 値 10 前後の砂
層か続き，以深がシルト岩となる．  
 
c. 基礎構造  
 本建物の杭は 1~4PHC 杭 B 種400mm で設計図書に記載された杭長は 13m(48 本)，4~9
通りは 14m(69 本)，10~12 通りは上杭 PHC 杭 B 種400mm7m＋下杭同 A 種400mm の 2 本
継で計 17m(36 本)，１柱あたり杭は 1~6 本配置され，計 153 本である．長期支持力は 600kN/
本，プレボーリング最終打撃工法で施工されている．杭頭は GL-1.71m で杭頭接合部は，
杭の埋込み深さ 100mm，接合筋 6-D13 が 600mm パイルキャップに定着され，中詰めコン
クリート長さは 600mm(1.5×杭径)である．  
構造計算書によれば，地震時の負担水平力は 7.8ton(78kN)/本，Chang の式(N=17)により
求めた曲げモーメントが短期許容応力度を満足することが確認されている．  
 
d.被害状況  
本建物は図 2.28 に示すように東側約 1/4 の範囲が傾斜した．9 通りを基準とした相対沈
下量は最大 77mm，1 階柱の最大傾斜角は 1/145 であった．また，同敷地内の南西側および
東側に低層の別棟があるがいずれも被害は見られない．建物外周部の目視観察では，上部
構造は 8~10 通り間で幅 1~2mm 程度のひび割れが見られたが，コンクリートの剥落はない．
基礎梁は同じ部分で微小なひび割れが 2 箇所確認されたのみである．  
 杭については，地震直後に図 2.25 に示す北側の D 通りの 5 本の杭が調査され，8,9 通り
は被害なし，10~12 通りはいずれも杭頭破損であったことから，図 2.29 に示す 10~12 通り
の杭 40 本について杭頭から約 2m 掘削した後，被害調査が行われた．杭頭の目視調査では
調査した全数でコンクリートの圧壊または縦割れおよび PC 鋼材のはらみ出しがあった．
パイルキャップおよび杭頭接合部は被害が見られない．代表的な破壊状況を写真 2.4 に，
調査した全 40 本の杭頭の状況を図 2.30 に示す．  
 IT 試験では 10,11 通りの建物内部の杭 12 本が地中部に損傷の可能性あり，となった．  
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図 2.28 被害状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.29 調査対象の杭  
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図 2.30 杭頭の状況  
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(4) 建物 D 
a.建物概要 39),40) 
1983 年に建設された 18 棟の住宅棟と 1 棟の集会所で構成された団地（写真 2.5）のうち，
バッテリー型の 2 棟（a，b 棟：鉄筋コンクリート壁式構造，地上 4 階地下なし軒高 9.0m･
図 2.31）と板状の 1 棟（c 棟：鉄筋コンクリートラーメン造，地上 4 階地下なし軒高 11.8m･
図 2.32）の計 3 棟が傾斜した．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      写真 2.5 団地外観 37)           図 2.31 a,b 棟杭伏図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
IT 試験実施位置  
図 2.32 c 棟杭伏図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.33 配置図および地盤調査位置  
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b.地盤，地形  
 敷地は地形図 41)によれば台地に囲まれた氾濫平野中に位置しており，団地が建設される
以前は水田または沼地で，a,b 棟付近は水路（河川）の跡であった可能性がある．図 2.34
に敷地内 10 ヶ所での調査結果を示す．このうち No.B-1，B-2 は地震後の追加された調査で
ある．表層 3~7m 程度は埋土および元の水田跡と考えられる腐植土層で，以深はシルト層
と砂層の互層で，砂礫層や腐植土層を不規則に挟んで堆積しており，全体に地層構成が狭
い範囲で急変する複雑な地層を呈している．敷地の西側では N 値 50 以上の砂礫層が 4~5m
に出現するが，中央から東側ではこの層は見られない．また，敷地の東側端部では，本敷
地において設計時に杭の支持層としたと考えられる GL20m 付近の砂礫層は，層厚が薄く，
かつ N 値も 30 程度である．  
 なお，東側に隣接する道路では地震後に部分的な噴砂が見られ，10~20cm 程度段差が生
じ，北側の敷地では噴砂や未舗装部の地割れの発生が確認されている．敷地内では噴砂は
なく，ボーリング調査でも液状化の可能性が考えられる層は明確でないが，地震後には物
置の転倒やインターロッキングの陥没が見られ，埋土層が液状化した可能性もある．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.34 土質柱状図  
 
c.基礎構造  
 a 棟，b 棟の杭は，PC 杭 A 種300 で壁下に分散して 49 本配置されており，設計図書に
記載された杭長は 20m，長期許容支持力 35ton/本である．  
c 棟は PC 杭 A 種350 で１パイルキャップに 2~6 本ずつ配置されている．杭頭深さは
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c 棟
GL-1.82m，杭長は被害調査報告書によれば，図 2.32 に示すように西側 74 本は 20m，東側
23 本が 30m となっているが，設計時のボーリング調査は No.2 のみであることを考えると
20m で設計され施工中に一部が 30m に変更されたものと推測される．長期許容支持力，施
工方法は不明である．  
 杭頭接合部は，設計図書では杭頭のパイルキャップへの埋め込み長 300mm となってい
るが，接合筋や中詰めコンクリートは不明である．掘り出した杭（写真 2.5）では，杭頭
部分が中空の杭と充填物が見られる杭が混在していた．  
 
d.被害状況  
a 棟，b 棟は主に南側に傾斜し，最大沈下量はそれぞれ 98mm，69mm，傾斜角 1/117，1/223
である．c 棟は 2 方向に傾斜し，最大沈下量は 322mm で，傾斜角は長辺方向に 1/140，短
辺方向に 1/170 である．なお，3 棟とも上部構造には目立った被害は確認されなかった．  
 地震直後に傾斜した 3 棟の外周部の杭の一部(a・b 棟各 3 本，c 棟 6 本)を掘削調査して，
目視調査した結果，いずれも杭頭および地中部（IT 試験）での破損が確認され，その後，
復旧にあたって杭の補修のためすべての杭が掘削調査された．杭頭の目調査では，a,b 棟で
は 49 本すべて，c 棟では隣接棟への渡り廊下部の南端の杭 4 本を除く建物下の 93 本の杭
の杭頭が破損していた．写真 2.6,2.7 に示すように，破壊状況からはほとんどが曲げ圧縮破
壊と推定されるが，杭体はばらばらに破損しており明確には判定できない．  
 地中部については，C 棟では補修工事時に追加の IT 試験 16 本が実施され，損傷が確認
されなかった．ただし，地震直後も追加時もいずれも明確な断面の不連続が判定できるデ
ータではなく，全周破断のような状態には至っていないと考えられる．  
  
 
 
 
 
 
 
 
図 2.35 沈下分布  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2.6 杭の被害状況①  
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写真 2.7 杭の被害状況②  
 
(5)建物 E 
a.建物概要  
 1977 年に建設された鉄筋コンクリート造壁式構造の 5 階建て（搭屋１階）で，1970 年代
に造成された団地群の 1 棟であるがこの団地内で地震による建物の傾斜が確認された唯一
の建物である．壁厚は 180mm（5 階のみ 150mm），床スラブ厚は 120mm で，平面形状は
68.88m（8.61m×8 スパン）×7.56m（1 スパン），軒高 14.4m である．  
 
 
 
 
 
 
 
図 2.36 杭伏図  
 
b.地盤・地形  
敷地は標高差が 10m 程度の丘陵地で一部の谷部は盛土して造成された．本建物は水田を
埋め立て造成された最も低い位置にあり，近くのため池につながる用水路が通っていた場
所で，周辺地盤は地盤沈下が見られる．  
地震後に実施された 2 箇所のボーリング調査結果を図 2.37 に示す．盛土下の地層構成は
粘性土，腐食土，砂質土，礫質土の互層であるが，2 か所で層序や層厚が異なっており，
複雑な層構成である．N 値は表層を除けは 10~20 程度と比較的高く，GL-26m 程度から出
現する砂礫層が杭の支持層となっている．  
c.基礎構造  
 杭は図 2.36 に示すように布基礎下に荷重に応じて 135 本配置され，杭種は PC 杭 A 種・
杭径 300mm，杭長 24m~26m（2 本継杭）で，打撃工法により施工されている．杭頭部はカ
ットオフされている可能性が高い．長期支持力は 40ton(400kN)/本と推定される．杭頭接合
部は，設計図ではパイルキャップへやや埋め込まれるようになっているが，被害調査時の
観察では埋込みはほとんどなく，杭頭部では 300mm 程度の中詰めコンクリートが見られ
た．  
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図 2.34 土質柱状図  
d.被害状況  
 地震後に建物は南側および西側に向かって傾斜し，図 2.38 に示すように沈下量は北東隅
を基点とすると，南西隅で最大 202mm 傾斜角 1/600，南東隅で 112mm 傾斜角 1/70 である．
なお，傾斜は 2011 年 3 月 11 日の本震より 4 月 7 日，11 日の余震によって顕著に進み，特
に 4 月 7 日の余震時には大きな破壊音が聞こえたとされている．  
上部構造は，5 階の外壁面に幅 0.2mm~1.0mm の斜めひび割れおよび開口部周りのひび割
れが，床スラブも同程度のひび割れが確認されている程度で，耐震安全性に影響するよう
な被害はなかった．基礎梁，パイルキャップにもひび割れは無かった．  
 杭については，復旧工事時に GL-3.0m（杭頭から-1.6m）程度まで掘削し，杭頭の目視観
察と IT 試験が行われた．図 2.39 に示すように目視により杭頭部に損傷が確認された杭が
59 本，IT 試験により地中部損傷の可能性ありと判定された杭が 62 本，そのうち両方が損
傷した杭が 13 本，被害のない杭が 27 本であった．すべての杭頭の状況を図 2.40~42 に示
す．平面位置による被害の違いは明確でないが，杭頭の被害は南側が，被害のない杭は北
東部が多く，建物の傾斜と概ね対応していた．地中部の損傷は，杭頭と地中部の両方が損
傷した杭は中央部に多い．また，沈下量の最も大きい西側端部の通りでは杭頭の破損は見
られなかった．  
 
 
 
 
図 2.38 建物沈下量  
 
 
 
 
 
   杭頭破損･地中部被害なし(46)  杭頭被害なし･地中部損傷(49)  杭頭破損･地中部損傷(13)  被害なし(27) 
図 2.39 杭の被害調査結果  
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図 2.40 杭頭の被害状況①  
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38 3 43 46 8 51 12 56 60 17 64
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図 2.41 杭頭の被害状況②  
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2.3 まとめ 
 
(1)1964 年〜2011 年までの杭の被害の特徴  
・基礎構造の被害の建物では，大部分は上部構造の被害は非構造壁のひび割れ程度となっ
ている．  
・上部構造の規模は小さい，あるいはまったくない場合（建設中）でも，杭が破損する例
があり，地盤変位が被害につながったと考えられる．  
・杭の損傷があっても継続使用された例もあるが，基礎構造の支持力もしくは水平耐力の
不足により，大地震時に建物全体が転倒・崩壊した例や層崩壊した例もある．  
・過去に地震被害を受けた杭が再び大地震を受けた場合，より大きな被害につながる可能
性がある．  
・杭の被害の大部分は既製コンクリート杭である．  
・同じ杭の仕様であっても建物内の被害は一様ではない例がある．被害が長手方向の端部
に集中する場合や，同じパイルキャップ内でも被害状況が異なる場合もある．  
 
(2)2011 年東北地方太平洋沖地震の被害の傾向 
・上部構造との被害の関係や上部構造がない場合の地盤変位による被害など，過去の地震
同様の被害が発生している．  
・被害は東北地方から関東地方まで広範囲にわたっており，地震動の大きさは震度 6 強～5
強の幅がある．  
・建設年代は杭の耐震設計普及以前の古いのもが多いが，杭の耐震設計（中小地震に対す
る設計）が実施された建物でも被害は発生している．  
・建築物の規模や建設年代によらず，地形・地盤条件および杭種については，盛土上や低
地等で地層構成や不均質と考えられる地盤で，既製コンクリート杭が使用される場合に
被害が多い傾向が認められた．  
・被害を受けた既製コンクリート杭は，ラーメン構造の場合は柱下に 2~6 本ずつ，壁式構
造の場合は布基礎下に連続的に配置されており，群杭効果の影響が考えられる．  
・杭の被害に関する詳細調査を行った建物の地盤は非液状化地盤であるが，砂層・砂礫層
と粘性土層の互層など層構成が複雑で，支持層の出現深さも平坦でない場合が多い．杭
頭付近は必ずしも軟弱地盤でなく，N 値が 10~30 と大きい場合もある．  
・同一形状の建物の中でも，水路を埋め立てた跡を含むなど平面的な地盤の不均質が考え
られる地盤において杭の被害が生じたことが予想される． 
・板状の建物で被害が長手方向の端部に集中するものが見られた．また，同じ建物内で杭
長が異なる場合，杭長の長い側で被害が大きくなる傾向が見られる． 
・同じ杭の仕様であっても被害が一様ではなく，杭頭のみあるいは地中部のみ，その両方
の被害が混在したり，同じパイルキャップ内でも被害状況が異なる場合がある． 
・被害を受けた後，余震により杭の被害が拡大した可能性が考えられる建物がある． 
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第 3 章 建築基礎の大地震時耐震性能評価の課題 
 
3.1 建築基礎の地震被害と耐震性能評価方法 
 建築基礎では，杭基礎の被害が顕在化した 1978 年宮城県沖地震を受けて 1984 年に建設
省住宅局建築指導課から「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」が示され，中小地震
に対する杭の耐震設計法（許容応力度計算）の普及がはかられた．さらに，1995 年兵庫県
南部地震以降は大地震時の評価法も提案されてきている．1964 年新潟地震以降の建築基礎
や地盤の地震被害とこれまでの耐震性評価手法の整備の時系列を表 3.1 に示す．また，以
下にこれまでに提案，整備されてきた耐震設計評価手法の特徴を示す．（式の記号は第 1
章参照）  
 
①1974 年「建築基礎構造設計規準」1) 
 許容応力度計算の方法法が示される  
 線型地盤反力法による応力変形計算の基本式が示される  
𝐸𝐼
𝑑4𝑦
𝑑𝑥4
+ 𝑘ℎ𝐵𝑦 = 0 (1) 
 単杭の設計用応力の計算法は Broms(1964)の方法が示される  
 弾性論に基づく水平地盤反力係数 kh の計算式が示される  
 
②1984 年「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」2) 
（建設省住宅局建築指導課長通達による推奨）  
 許容応力度計算の方法が示される  
 静的水平載荷試験に基づく水平地盤反力係数 kh の計算式が示される  
kh= 80･E0･B-3/4 (kN/m3，原式は kg/cm3 で係数は 0.8) (2) 
Chang の提案(1937)に基づく弾性解による応力・変形の算定式が示される  
 地下震度による基礎部分の慣性力の計算方法が示される．  
 
③1988 年「建築基礎構造設計指針」3) 
 許容応力度設計が標準(上部構造とのバランス）  
 水平地盤反力係数 kh の計算式は②と同じ  
  ＋非線形性について杭の水平変位 y-1/2 で考慮  
  ＋群杭効果の考え方が示される  
 
④1990 年「建築耐震設計における保有耐力と変形性能(1990)」4) 
 構成材料の応力－ひずみ関係に基づく杭体の強度・変形性能の評価方法が示される．  
 
⑤2000 年「新建築構造体系の開発 性能評価分科会 基礎 WG 最終報告書」5) 
 大地震時の設計法が示される．  
 地盤変位を考慮した設計法が示される．（慣性力との組み合わせ方法が示される．）  
 杭体（④にならう），杭頭接合部の終局強度，変形性能について示される．  
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 水平地盤反力は③にならう．群杭効果は考え方のみが示される．  
 
⑥2001 年「平成 13 年度国土交通省告示第 1113 号」6) 
 杭材の短期許容応力度を規定→耐震設計（許容応力度計算）が法的に義務化  
 
⑦2001 年「建築基礎構造設計指針」7) 
 限界状態を考慮した設計法が示される．  
水平地盤反力は③にならう．  
水平地盤反力係数・塑性地盤反力に対する群杭効果が定式化される．  
 地盤変位を考慮するための方法（応答変位法・荷重分布法）が示される．  
 
⑧2007 年「2007 年版建築物の構造関係技術基準解説書」8) 
 ②の方法を技術基準として示す．  
 
 ここで，現行の技術基準に従って杭の耐震設計を行う場合は②，③で示された方法が採
用されるのが一般的で，被害建物のうち杭の耐震設計を実施された建物でもこれが用いら
れている．この方法の概要を図 3.1 に示す．ここで，基礎部分の慣性力を地下震度から求
める方法は，②に示された考え方および建築基準法施行令第 88 条の規定に基づくもので，
「地上部分と地下部分とは振動性状が異なる」8)ことを考慮したとしている．  
 ⑤，⑦に示された大地震時の設計法も基本的な考え方はこの延長上にあり，図 3.1 に加
えて部材の非線形性や地盤変位の影響を考慮することを求めている．  
 
 
 
 
 
                         弾性解（いわゆる Chang の式）  
                          または，単杭モデル↓ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 一般的な杭の耐震設計方法の概要   
地震層せん断力の計算
（基礎固定モデル）
 
Q
分離 
地下震度 k による 
基礎階の水平力計算
杭の水平剛性により振分け 
（剛床仮定） 
杭径ごとにグルーピング
（一般に） 
 線型地盤反力法
 杭頭固定条件 
Q1 Q2 
Ci
k･W
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表 3.1 建築基礎の技術基準と地震被害  
年  地震，地震と基礎構造の技術基準類  基礎の被害，基礎構造に関する規定等  
1964 
昭 39 新潟地震 
液状化･側方流動による杭被害→継続使用
液状化による直接基礎の転倒他  
1974 
昭 49 
①日本建築学会  
「建築基礎構造設計規準」改定  
杭の耐震設計法の提案  
 
1978 
昭 53 宮城県沖地震 
杭の破損による建物傾斜  
宅地崩壊  
1979 
昭 54 
東京都建築士事務所協会  
建築構造設計指針 改訂 2 版  
基礎の耐震設計推奨（大規模建物対象．
2002 年版よりすべての建物が対象）  
1981 
昭 56 
建築基準法改正  
（新耐震設計法）  
上部構造 1 次設計，2 次設計の導入  
基礎構造の耐震設計の規定なし  
1982 
昭 57 浦河沖地震 杭の破損による建物傾斜  
1984
昭 59 
昭和 59 年住指発第 324 号  
（住宅局建築指導課長通達）  
②「地震力に対する建築物の基礎の設計
指針」による杭の耐震設計を推奨  
1985 
昭 60 メキシコ地震  杭の破損による建物の転倒・崩壊  
1988 
昭 63 
③日本建築学会  
「建築基礎構造設計指針」改定  
杭の耐震設計法の改定  
－非線形性や群杭効果の考え方を示す  
1990 
平 2 
④日本建築学会  
「保有耐力と変形性能(1990)」刊行  
2 次設計のための基礎構造の強度・変形
特性を提示  
1995 
平 7 兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）  
杭の破損による建物傾斜・層崩壊  
大規模な液状化・側方流動の発生  
1995 
平 7 
平 7 住指発第 176 号  
（住宅局建築指導課長通達）  
基礎の地震力に対する安全性について構
造計算による確認を要求  
1995 
平 7 建築物の耐震改修の促進に関する法律  
耐震診断・補強の促進  
基礎構造の具体的な規定はなし  
1999 
平 11 住宅の品質確保の促進等に関する法律  
耐震等級の設定（基礎も構造計算が必要．
ただし，安全限界は除外）  
2000 
平 12 建築基準法改正  
限界耐力計算，エネルギー法の導入  
構造計算審査の厳格化  
2000 
平 12 
⑤建設省総合技術開発プロジェクト「新
構造体系の開発」報告書  
安全限界状態の設計法を示す  
－地盤・杭の非線形性，応答変位法  
2001 
平 13 
⑥日本建築学会  
「建築基礎構造設計指針」改定  
限界状態表示型の設計方法  
－応答変位法の考え方を示す  
2001 
平 13 
⑦国土交通省告示第 1113 号/地盤の許容応力度及び 
基礎ぐいの許容支持力を求めるための方法等を定める件
基礎構造の短期許容応力度を規定  
→基礎の耐震設計を義務化  
2003 
平 13 十勝沖地震 杭の破損による建物傾斜  
2006 
平 18 
平 18 国交告第 184 号 /耐震診断及び耐震
改修の促進を図るための基本的な方針  
技術的指針として敷地の基準を規定  
（液状化・がけ崩れの防止）  
2007 
平 19 
平 19 国交告第 594 号 /保有水平耐力計算
及び許容応力度等計算の方法を定める件
保有水平耐力の計算において，塔状比 4
以上の場合は極限支持力の確認を要求  
2007 
平 19 
⑧「2007 年版 建築物の構造関係技術
基準解説書」刊行  
②，⑦を杭の耐震設計法のための技術基
準として示す  
2011 
平 23 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）
杭の破損による建物傾斜  
大規模な液状化・宅地崩壊  
2013 
平 25 
ベターリビング「基礎構造の耐震診断指
針（案）」刊行 
基礎構造の耐震診断（大地震時の耐震性
評価）手法の提案  
2014 
平 26 
住宅の品質確保の促進等に関する法律
施行規則の改正 
液状化に関する情報提供を規定  
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3.2 建築基礎の大地震時耐震性能評価に関する課題の整理 
 これまで，基礎の破壊は人命保護に直接影響しないと考えられており，前節の図 3.1 の
ような中小地震に対する耐震設計（許容応力度計算）以上の設計は義務化されていない．  
 しかしながら，第 2 章で示したように，2011 年東北地方太平洋沖地震に至るまで上部構
造の被害が軽微あるいは構造安全性に影響しない程度であるにもかかわらず建物が傾斜・
沈下して継続使用できなくなるという被害が繰り返されており，耐震設計が行われた建物
でも被害は生じている．一方，耐震設計がされていない杭でも建物の外観上は被害がない
（継続使用ができている）場合もあり，隣接した建物や同じ建物内でも杭の被害状況が違
っている場合もあった．これらからは，既往の耐震性評価手法（耐震設計法）では十分に
被害の発生要因が説明できず，被害を防ぐことはできないことが示唆される．  
 したがって，特に財産保護や建物の長寿命化の観点からは，単なる中小地震に対する設
計の延長にとどまらず，大地震時の諸条件を考慮した杭基礎の耐震性能評価手法を確立す
ることが必要であると判断される．  
 以下に，建築基礎の大地震時の耐震性能評価手法の確立にあたって検討が必要な課題の
要点を示す．  
 
(1)全体方針  
・大地震時の実際の地震被害との対応がとれること．  
・地盤工学および構造力学の既往の知見と整合する評価方法とする．確定できない設計定
数は安全側の仮定とするが，過剰に安全側となることは避ける．  
・実用性を考慮し，取り扱いやすさや理論としての明快さを確保する．  
・既往の知見では評価できないパラメータについては，新たにデータ分析，実験を実施し
て確認する．  
 
(2)解析モデル  
 現在，通常の耐震設計で用いられる単杭モデルでは，条件の異なる杭ごとに水平力を分
配する必要があるが，杭体や杭頭接合部，地盤の非線形化を考慮した場合には対応が難し
く，大地震時の評価手法としては適切ではない．  
 一方，動的解析や上部構造との一体解析では，杭の軸力や平面位置による地盤ばねの違
い（群杭効果）を考慮するためには評価手法としては複雑となりすぎると考えられる．  
 分離モデルにおいて群杭効果や非線形化を適切に考慮することで，解析精度と実用性の
両方が確保できる可能性が高い．  
 
(3)荷重および地盤変位（図 3.2）  
a.地震荷重  
 地盤増幅の影響を考慮した慣性力および地盤変位の評価のため，工学的基盤で入力地震
動を設定し，地震応答解析もしくは応答スペクトル法による解析を行うことが望ましい．  
b.慣性力  
 上部構造の慣性力については a.に基づく入力地震動を用いた建物の地震応答解析による
が，中小規模の建物で構造体が塑性化していなければ，地盤の応答値から地震層せん断力
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係数を設定した上で建築基準法施行令第 88 条の Ai 分布で評価することもできる．  
 地下（根入れ）部については，地盤の応答値に相互作用による入力損失の評価が必要で
ある．  
c.地盤変位  
一般に許容応力度計算では地盤変位を考慮していない．一方，「建築基礎構造設計指針」
(2001)7)では地盤変位を考慮することが望ましい地盤として，①軟弱地盤，②液状化地盤，
③地盤剛性が急変する地盤，が挙げられている．（①の目安は固有周期 (弾性周期 )Tg>0.75
秒または基礎底から N 値≦2 の粘性土層あるいは N 値≦5 の砂質土層が合わせて深さ 5m
以上存在する地盤，②の目安は地盤各層上下の Vs 値の比が 2 を超えるような地盤剛性が急
変する地盤）  
大地震時においては，地盤条件によらず地盤変位の影響は無視できないと考えられるが，
特に上記のような条件では，地盤変位の評価が重要である．  
 また，慣性力との同時性は評価が難しく，杭体や杭頭接合部，地盤の非線形化を考慮し
た場合には慣性力と同時入力するのが安全側の設定となる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2 荷重・外力の評価方法  
 
 
(4)地盤ばねの評価  
 地盤の非線形性（ひずみ依存性）は，地盤工学の基本であり地盤条件によらず必ず考慮
すべきである．さらに，杭の水平載荷試験との整合性がはかられている必要がある．ただ
し載荷速度の影響（動的効果）は知見がなく，無視することが安全側の設定と考えられる．  
 弾性解（いわゆる Chang の式）に基づく応力は，一様地盤としての仮定に基づくため地
 
支持層
建物応答解析 または Ai 分布に基づく地震層せん断力 
杭頭水平力 Q･軸力 N 
地盤応答解析 
工学的基盤 
地盤変位
入力損失の考慮
Q
N
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盤の変形係数を小さい値とすることで安全側の設定とできる．  
 また，過去の被害でも杭の平面位置による被害の違いが見られており，群杭効果の影響
について適切な評価を行う必要がある．  
 
(5)杭体および杭頭接合部の評価  
 杭体の強度特性，変形特性については上部構造部材と統一的な方法で評価すべきであり，
同時に実際の挙動（実験結果）との整合性がはかられている必要がある．また，杭は鉛直
荷重を支持することが主目的の構造部材であり，地震時に変動する軸力の影響を適切に評
価する必要がある．  
 杭頭接合部の回転剛性については，杭ごとの実際のデティルに応じた定量的な評価が必
要である．特に既製コンクリート杭の杭頭接合部には，図 3.3 に示すようなさまざまな方
式があることから，方式ごとに適切な評価方法を採用する必要がある．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3 既製コンクリート杭の杭頭接合部 7)に追加  
 
 
 
 
3.3 本論文の対象とする課題と検討方針 
(1)全体方針  
 本研究では，3.2 の整理結果を受けて，被害を再現可能でかつ実用的な杭の大地震時耐
震性評価手法について提案するため，第 2 章で示した 2011 年東北地方太平洋沖地震での杭
の被害が詳細調査された建物に対する被害シミュレーション解析を行う．杭種はすべて既
製コンクリート杭である．  
 検討は既往の手法の適用性を確認するとともに，より精度が高い評価手法の確立のため
被害シミュレーションでは以下の課題について検討する．  
 
(2)解析モデル  
 弾性解による応力計算や単杭モデルによる解析および，図 3.4 に示すような分離モデル
を用いた解析を行って，分離モデルの適用性について検討する．  
 分離モデルについては，先に杭長や軸力などの条件に応じたグルーピングを行った集約
(d)耐震設計普及前  
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型モデルによる解析を行う．さらに，被害シミュレーションとしては軸力の偏在，杭の平
面位置による水平地盤反力の違い，荷重の方向性や段階的に破壊していく可能性を考慮す
るため，検討対象となる範囲の杭をすべてモデル化する．  
 
(3)荷重・外力  
 地盤については，近隣での観測波から導いた工学的基盤の地震動を用いた地震応答解析
を行う．地盤定数は敷地での地盤調査に基づいて設定する．  
 上部構造の慣性力は，建物が低層で地震動による損傷がほとんど見られないことから Ai
分布を用いて求める．ただし，上部構造に損傷の見られた建物 A は塑性化の影響を考慮す
る．この時，基礎部の層せん断力係数は既往の提案に基づく入力損失(相互作用の影響）を
考慮して設定する．  
 
(4)地盤ばね  
 水平地盤反力係数微小変位から大変位まで一元的に評価できる理論に基づき，かつ載荷
試験との対応が確認されている手法を用いて，非線形性（ひずみ依存性）を考慮したモデ
ル化を行う．地盤定数は敷地内の地盤調査に基づいて設定する．  
 群杭効果については，「建築基礎構造設計指針」 (2001)7)に示された載荷試験や解析に基
づく評価式を用いる．  
 あわせて，現状の一般的な設計方法である本章(2)式の水平地盤反力係数との比較，群杭
効果の考慮の有無の影響について検討する．  
 
(5)杭体  
 杭の構成材料の応力-ひずみ関係を用いた評価手法 8)により計算した軸力に応じた M-関
係を用いる．この評価方法の検証のため，既製コンクリート杭の杭体の載荷試験データを
収集・分析するとともに，構造実験を実施して確認する．  
 軸力に応じた M-関係については，設計方法としての実用性を考慮して，逐次相関では
なく最大（最小）軸力一定での評価とする（杭頭接合部も同様）．  
 
(6)杭頭接合部  
 接合筋を用いた方式（図 3.3(b)）については，被害のあった建物の杭頭デティルを再現
した構造実験を実施して，軸力に応じた M-関係を定式化する．  
 接合筋のない方式（図 3.3(d)）の場合は，形状に応じた荷重－変位関係の評価式を用い
て算定する．  
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図 3.5 本研究で採用する杭の耐震性評価のための解析モデルの概念  
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第 4 章 杭体の構造性能に関する調査と分析 
 
4.1 調査目的 
 杭の大地震時耐震性評価手法の検討およびその検証のための被害シミュレーション解析
にあたっては，杭体の構造性能（強度特性，変形特性）を適切に評価することが重要であ
る．しかしながら，基礎構造は大地震時の性能確保を法的に義務付けられていないことも
あって，杭体の構造性能に関する研究は上部構造の柱や梁に比べて少ない．特に，過去の
地震において被害を受けた杭の多数を占める既製コンクリート杭は，上部構造にはない中
空円筒断面を有しており，上部構造の知見のみでは評価が難しい可能性がある．  
 そこで，本章では既製コンクリート杭を中心に，既往の杭体の構造実験データを収集・
分析して，杭体の強度特性，変形特性のモデル化方法について検討した 1),2)．  
 
 
4.2 調査方法 
(1)データ収集方法  
データの収集にあたって，既製コンクリート杭のうち PHC 杭，PRC 杭については，杭
メーカーにおいて性能試験や製品検査（JIS A 5373）として実施されている試験データを社
団法人コンクリートパイル建設技術協会（COPITA）から提供を受けた．SC 杭は杭体の構
造実験の報告書 3),4)から読み取った． 
 収集データ数（実験数）を以下に示す．  
 
既製コンクリート杭の曲げ試験  
 PHC 杭(遠心力高強度プレストレストコンクリート杭)           35 
 PRC 杭(PHC 杭に軸方向の補強筋（異形鉄筋）およびせん断補強筋を加えた杭）  82 
  PC 杭(プレストレストコンクリート杭) 25 
  SC 杭(外殻鋼管付コンクリート杭) 56 
 既製コンクリート杭のせん断試験  
  PHC 杭  121 
  PRC 杭  129 
 
その他の杭は，公開された文献 5)~12)に示された載荷試験結果を読み取った．試験はすべ
て曲げ（曲げせん断）試験であり，データ数は以下である．  
 
  場所打ちコンクリート杭    12 
  場所打ち鋼管コンクリート杭  6 
  鋼管杭            8 
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4.3 杭体の載荷試験（構造実験）データの収集と分析 
4.3.1 既製コンクリート杭の材料特性 
 既製コンクリート杭の収集データのうち，杭体に使用したコンクリートについて圧縮試
験により圧縮強度とヤング率の実測値が得られているデータから，公称値（設計に用いる
値）との比および標準偏差を求めた結果を表 4.1，4.2 に示す．なお，既製コンクリート杭
の圧縮試験では供試体は遠心成形した中空円筒形（JIS A 1136：外径 200 内径 120×高さ
300mm）のものが使われており，この形状ではヤング率に関する規定はないが，円柱供試
体(100×高さ 200mm)についての JIS A 1149 の方法を準用して測定されている．PC 杭は実
測値が得られていない．  
 これらのデータによれば，実測値と公称値（設計値）との比は，コンクリート強度が
1.10~1.24，ヤング係数が 1.07~1.14 で実測値はすべて公称値よりも大きい．また，SC 杭
/Fc80N/mm2 を除き，変動係数は圧縮強度 0.025~0.039，ヤング係数 0.055~0.078 とヤング率
の方がやや大きい．  
 既製コンクリート杭は型枠内に製造されるため，外径は一定であるが遠心力成形された
肉厚（壁厚）にはばらつきがあり，構造性能に影響する．そこで，実験に用いた杭につい
て肉厚についても実測値と公称値の比較を行った結果を図 4.1 に示す．ここで，すべての
杭種・杭径で実測値は公称値を上回り，全体での実測値と公称値との比の平均は 1.07，比
の標準偏差は 0.07 であった．  
 以上から，既製コンクリート杭では，圧縮強度，ヤング率，肉厚のいずれも実測値は設
計値よりも大きな値となることがわかる．したがって，既製コンクリート杭の構造性能の
評価では公称値を用いれば基本的に安全側となるが，精度確保のためには実測値を用いる
ことが望ましい．  
 
 
表 4.1 既製コンクリート杭のコンクリート強度の集計結果 
 
データ数  
公称値  
(N/mm2) 
実測値平均
(N/mm2) 
標準偏差
(N/mm2) 
変動係数  
実測値 
／公称値 
PHC 杭  34 105 116.1 4.53 0.039 1.11 
PRC 杭  5 85 95.6 2.36 0.025 1.12 
 33 105 116.2 3.78 0.033 1.11 
SC 杭  38 80 99.3 8.36 0.084 1.24 
 18 105 115.7 4.03 0.035 1.10 
 
表 4.2 既製コンクリート杭のヤング係数の集計結果 
 
データ数  
公称値  
(N/mm2) 
実測値平均
(N/mm2) 
標準偏差
(N/mm2) 
変動係数  
実測値 
／公称値 
PHC 杭  34 40,000 45,139 3,528 0.078 1.13 
PRC 杭  5 40,000 42,765 3,228 0.075 1.07 
 33 40,000 45,066 2,466 0.055 1.13 
SC 杭  38 40,000 41,676 1,480 0.036 1.04 
 18 40,000 45,409 2,999 0.066 1.14 
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 (実測値/公称値)
平均 
(実測値/公称値)
標準偏差 
PHC 杭  1.07 0.06
PRC 杭  1.10 0.07
SC 杭  1.05 0.08
 
図 4.1 壁厚(肉厚)の設計値と実測値の比較 
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4.3.2 既製コンクリート杭の曲げ強度 
 既製コンクリート杭では，製品検査（JIS A 5373）として中央 2 点載荷による曲げ試験が
行われており，COPITA よりその資料を入手あるいは文献調査を行ってデータを読み取っ
た．ここで，次節で示すようにこの調査は杭体の変形性能も評価することも目的であるこ
とから，杭体の破壊状態もしくはそれに近い状態まで載荷され，破壊モードが曲げとなる
実験で，荷重－変位関係が計測されているデータについて分析を実施した． 
 収集した実験はすべて杭単体で実施されたもので，中詰めコンクリートや継手はない．
なお，コンクリート強度が 85N/mm2 の PHC 杭体の強度データの収集・分析は過去に報告
がある 13)ことから，PHC 杭については 2000 年代以降実績の多くなっているコンクリート
強度 105N/mm2 の杭を主とした． 
分析対象とした曲げ実験のデータ数を杭種，杭径ごとに表 4.3 に示す．杭径としては
400mm が最も多く 81 体/198 体，600mm 以下が約 80% (157 体)である．このうち，軸力を
加えた実験は PHC 杭:6 体/35 体，PRC 杭 8 体/82 体，PC 杭 2 体/25 体，SC 杭 28 体/56 体で
ある．  
 
 表 4.3 分析対象とした既製コンクリート杭の曲げ載荷実験データ数  
 杭径 (m) 
杭種  0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2
PHC(A種) － － 3 1 － 5 5 3 － － － － 
PHC(B種) － － 1 － 1*1 4 2 1 － － 1 2 
PHC(C種) － － 1 － － 1 3 1 － － － － 
PRC(Ⅰ種) 2 － 5 － － 2 － － － － － － 
 － － 1 1 2 4 － － － － － － 
PRC(Ⅱ種) － － 13 － － － － － － － － － 
 － － 8 － － － － 1 － － － － 
PRC(Ⅲ種) － － 5 － － 1 1 1 － 3 － － 
 － － 3 － － 7  1 － 5 － － 
PRC(Ⅳ種) 2 － 12 － － 2 － － － － － － 
PC(A,B,C) － 21*2 － － 4  － － － － － － 
SC 4*3 － 27 － － 7 － － － － － － 
 － － 2 － 1 4 4 4 1 1 － 1 
 PRC 杭・SC 杭の上段はコンクリート強度 85N/mm2,下段は 105N/mm2 
 PHC 杭のコンクリート強度は 105N/mm2 で，*1 のみ 85N/mm2, 
 PC 杭の*2 は，B 種 7/C 種 4/他は A 種 , 
 SC 杭の*3 は，杭径 318.5mm 
 
 既製コンクリート杭の設計に用いる曲げ強度（耐力値：ひび割れモーメント Mcr，降伏
曲げモーメント My，破壊曲げモーメント Mu）は表 4.4 に示す状態で定義され，設計に用
いる耐力値は杭の仕様に応じて断面解析 14),15)により求められる．本研究でも，これになら
って，構成材料であるコンクリート，PC 鋼材，鋼管の応力－ひずみ関係を図 4.2 に示すモ
デルとして各耐力値を求めている．ここで，コンクリートの終局ひずみは，PHC 杭はコン
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クリートの一般的な値の下限値に近い 0.25%，PRC 杭は異形鉄筋を付加したことによる効
果，SC 杭では鋼管による拘束効果をそれぞれ考慮して，0.35%，0.5%に設定されている．
また解析上の仮定として，終局に至るまで断面のひずみが中立軸からの距離に比例（平面
保持），コンクリート断面の応力分布はひずみに応じて圧縮合力を台形分布としている．そ
の上で，コンクリート断面は水平方向に分割，鋼材は等価な鋼管に変換して円周方向に分
割して M-関係を算定している．  
 
表 4.4 既製コンクリート杭の設計用耐力値の評価方法 
 ひび割れ時  長期許容  短期許容  降伏（弾性限）  終局  
PHC 杭  
PC 杭  
引張側最外
縁コンクリ
ートが曲げ
引張り強度  
圧縮側最外縁も
しくは引張側最
外縁のコンクリ
ートが長期許容
応力度(Fc/3.5) 
圧縮側最外縁も
しくは引張側最
外縁のコンクリ
ートが短期許容
応力度(2Fc/3.5) 
圧縮側最外縁コン
クリートが設計基
準強度，  
または引張側最外
縁 PC 鋼材が降伏強
度  
圧縮側最外縁コン
クリートが終局ひ
ずみ(0.0025)，  
または引張側最外
縁 PC 鋼材が終局ひ
ずみ(0.05) 
PRC 杭  引張側最外
縁コンクリ
ートが曲げ
引張り強度  
圧縮側最外縁コ
ンクリートもし
くは引張側最外
縁鋼材が長期許
容応力度  
圧縮側最外縁コ
ンクリートもし
くは引張側最外
縁鋼材が短期許
容応力度  
圧縮側最外縁コン
クリートが設計基
準強度，  
または引張側最外
縁異形鉄筋が降伏
強度  
圧縮側最外縁コン
クリートが終局ひ
ずみ(0.0035)，  
または引張側最外
縁 PC 鋼材が終局ひ
ずみ(0.05) 
SC 杭  －  圧縮側最外縁の
コンクリートも
しくは鋼管の応
力度もしくは引
張側最外縁の鋼
管が長期許容応
力度  
圧縮側最外縁の
コンクリートも
しくは鋼管の応
力度もしくは引
張側最外縁の鋼
管が短期許容応
力度  
圧縮側最外縁コン
クリートが設計基
準強度，  
または圧縮側もし
くは引張側最外縁
鋼管が降伏強度  
圧縮側最外縁コン
クリートが終局ひ
ずみ(0.005) 
 
 
 
 
 
 
 
 
     コンクリート          PC 鋼材                鋼管 
図 4.1 既製コンクリート杭の構成材料の-関係  
 
表 4.5 既製コンクリート杭の耐力値を実験で確認する方法  
 ひび割れ時  長期・短期許容  降伏（弾性限）  終局  
PHC 杭
PC 杭  
コンクリート
のひび割れ  
または引張側
のひずみ  
圧縮側・引張側のコン
クリートのひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，引張側の PC
鋼材のひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，引張側の PC
鋼材のひずみ  
PRC 杭  コンクリート
のひび割れま
たは引張側の
ひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，引張側の鋼
材のひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，引張側の異
形鉄筋のひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，引張側の PC
鋼材のひずみ  
SC 杭  －  圧縮側のコンクリート
のひずみ，圧縮側・引
張側の鋼管のひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ，圧縮側・引
張側の鋼管のひずみ  
圧縮側のコンクリート
のひずみ  
pEs
pcm
ptm
pcmax
=0.05
pty
pc
pcy2
=0.01
ptmax 
=0.05 
pty2
=0.01 sE
sc
sty 
stmax
=0.1
scmax
=0.1 
ccmax 
=0.0025 
=0.0025 
=0.0025 
ccy 
Ec 
cty 
67 
 
 以下に，断面解析による曲げ強度の計算値と実験値との比較を行った結果を示す．実験
における耐力値の評価方法は表 4.5 に示す通りである．ただし，収集した PHC 杭，PRC 杭，
PC 杭の載荷実験データは，本来は製品検査としてに曲げ破壊強度の確認のために実施され
たもので，通常はひずみは測定されておらず降伏の判断ができない．そこで，これらの杭
では実験結果から直接得られる Mcr，Mu についてのみ比較を行った．ここで，実験データ
の Mu は圧縮側コンクリートが圧縮破壊した荷重と破壊に至る前の最終載荷荷重が混在し
ているが，差は小さいと判断し一律に Mu と表現した．一方，SC 杭は，収集したデータが
研究開発のために実施された実験であり，ひずみ測定が行われていることから My，Mu の
比較を行った．  
 比較にあたっては，前節に示したようにコンクリート強度やヤング係数，肉厚は公称値
より大きいことから，公称値と実測値の両方の計算値を示した．この時，厳密には肉厚が
公称値と異なると有効プレストレス量も変動するが影響は小さいと判断し，プレストレス
量の評価は公称値を用いた． 
 
 計算値と実験値の比の平均と標準偏差を表 4.6 に，計算値と実験値の各データの比較
を図 4.2~4.5 に示す．いずれの杭種でも SC 杭の My 値を除き，平均では実験値は計算値を
すべて上回っている．計算値と実験値の比のばらつきは，SC 杭を除くと+0.65~1.67の範
囲にあり平均でである． 
 また，材料定数として公称値を用いた計算値（通常，設計に用いる値）では， Mcr 値や
My 値では個々の値としてはやや実験値を下回るものがあるが，Mu の値は実験値を下回る
ものはない． 
 材料定数として実測値を用いた計算値では，個々の値としては Mu の値でも PHC 杭や
PRC 杭では 0.98~0.99 に，SC 杭では最小値は 0.87 と実験値を下回るものもある．また，平
均としては計算値と実験値の差（比）は小さくなるが，PHC 杭や PRC 杭では，ばらつき
を標準偏差で見ると公称値を用いた場合とそれほど変わらない． 
 それに対し SC 杭では，他の杭種より公称値による計算値との差が大きく，かつ公称値
と実測値を用いた場合の差も大きい．これは鋼管の降伏強度，破壊強度の実測値と公称値
との差や試験体ごとの材料強度の差が大きいためと考えられ，試験体ごとに鋼材の材料試
験が行われている SC杭(Fc80N/mm2)では公称値を用いた場合の標準偏差 0.23 (My)，0.20(Mu)
に対し，実測値を用いた場合には 0.06，0.08 と小さくなっている． 
 以上から，公称値を用いた断面解析による計算で曲げ強度は担保できるが，構成材料の
強度や杭の肉厚は公称値よりも大きく，材料定数として実測値を用いれば，計算値と実験
値の対応の精度は向上することが確認できた． 
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表 4.6 曲げ強度の計算値と実験値の比較 
杭種  Fc 
(N/mm2) 
試験  
体数  
  
 
実験値／
計算値:
標準偏差

-1)／ -1.3 
PHC 杭  105 34 Mcr 公称値 1.17 0.11 1.55 1.03 
実測値 1.14 0.10 1.40 1.02 
  34 Mu 公称値 1.14 0.09 1.56 1.03 
実測値 1.08 0.09 0.89 0.96 
PRC 杭  85 5 Mcr 公称値 1.21 0.17 1.24 1.00 
実測値 1.19 0.19 1.00 0.94 
  49 Mu 公称値 1.10 0.13 0.77 0.94 
実測値 1.09 0.14 0.64 0.91 
 105 13 Mcr 公称値 1.38 0.25 1.52 1.05 
実測値 1.37 0.27 1.37 1.01 
  32 Mu 公称値 1.14 0.05 2.80 1.07 
実測値 1.04 0.06 0.67 0.96 
PC 杭  60,65,80 24 Mcr 公称値 1.29 0.19 1.53 1.04 
実測値 1.15 0.23 0.65 0.85 
  25 Mu 公称値 1.19 0.12 1.58 1.03 
    実測値 1.15 0.09 1.67 1.04 
SC 杭  80 32 My 公称値 1.43 0.23 1.87 1.14 
実測値 0.95 0.08 0.63 0.85 
  37 Mu 公称値 1.56 0.20 2.80 1.31 
実測値 1.12 0.06 2.00 1.04 
 105 18 Mu 公称値 1.49 0.21 2.33 1.21 
実測値 1.24 0.27 0.89 0.89 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           Mcr                 Mu 
図 4.2 実験値と計算値の比較(PHC 杭) 
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           Mcr                 Mu 
図 4.3 実験値と計算値の比較(PRC 杭) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
           Mcr                 Mu 
図 4.4 実験値と計算値の比較(PC 杭)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           My                  Mu 
図 4.5 実験値と計算値の比較(SC 杭) 
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4.3.3 既製コンクリート杭の変形特性 
 大地震時における設計方針として杭は損傷させない（降伏曲げモーメント My 以下）と
する考え方もあるが，杭の要求性能を上部構造の転倒・崩壊防止とすれば，軸力の保持が
可能な損傷状態までは許容する設計も可能である．しかしながら，杭の破壊に至るまでの
損傷状態に関するデータは少なく，特に PHC 杭や PRC 杭は中空で鋼材量も少なく，通常
の鉄筋コンクリート構造の知見の延長では評価できない可能性もある．ここでは，破壊曲
げモーメント Mu に至った時点で軸力保持性能を失うものとして，My 時の変位y と Mu 時の
変位u の比：u/y で表される塑性率に関して既製コンクリート杭の変形性能に関する分析
を行った．ここで，塑性率の評価のためには表 4.4，4.5 に示す降伏点（弾性限）を把握す
る必要があるが，収集した既製コンクリート杭の載荷実験データのうち PHC 杭や PRC 杭
では，PC 鋼材のひずみは測定されておらず，鋼材の降伏は直接確認されていない．コンク
リートのひずみについても，測定されたとされる実験であってもデータとしては残されて
いないものが多い．  
 そこで，ひび割れ荷重時と最大荷重時に測定された軸直交方向の変位の測定値(cr，u)
を用いて，図 4.6 に示すトリリニア置換 16)（面積等置）の手法により求めた降伏時（弾性
限）の変位(y)とu の比(u/y)を塑性率と定義し，変形性能の評価を行った．  
一方，SC 杭では，鋼管のひずみが測定されており，かつそのデジタル値を含む実験結果
を収集できたことから，ひずみの測定値から降伏や破壊状態を判定した．ただし，他の杭
種とあわせて，Mu=最大モーメントとして整理した．  
なお以下では，軸方向力の影響を考慮するため，軸力を加えた実験結果を主な検討対象
とし，軸力比は載荷した軸力に有効プレストレスを加えた値をコンクリート強度の実測値
で除して求めた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 トリリニア置換 16)方法  
 
 図 4.6 に収集した実験結果から計算した塑性率(u/y)と軸力比の関係を，図 4.7 に断面解
析による M-関係を用いて求めた軸直交方向変位による計算値との関係を示す．なお，SC
杭は他の杭種よりも塑性率が大きいことから別の図（図 4.6,4.76 右）とした．  
 ここで，断面解析による計算値は，PHC 杭では実験値よりも低い値となっているが，PRC
杭ではほぼ一致しており，計算値により変形性能（塑性率）も概ね評価可能であることが
示唆される．また，PHC 杭と PRC 杭で差は小さく，塑性率は軸力比が小さい領域で 1.5～
Mu 
Mcr 
cr y u
面積が等しくなるようにy を決定  
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1.7 程度，軸力比 0.3 で 1.2～1.4 程度で，変形性能に対する PRC 杭の主筋．せん断補強筋
の影響はほとんど認められなかった．  
SC 杭では軸力比 0.3 でも 2.5 以上の塑性率が確保されており，実験より得られた塑性率
は計算による値よりも大きな値が確保されている．ここから，断面解析による評価は安全
側であると考えられるが，これらはすべて杭径 400mm の杭による一連の実験データであり，
異なる杭径や条件での適用性は今後の検討課題と思われる．  
一方，PC 杭は実験値のばらつきが大きく，かつ計算値の方が大きい値となっており，
計算値による評価は注意が必要である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 塑性率(u/y)と軸力比の関係（実験値） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.7 塑性率(u/y)と軸力比の関係（計算値） 
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4.3.4 既製コンクリート杭のせん断強度 
 せん断強度に関しては，曲げ強度と同様に性能試験（JIS A 5373）として行われている試
験データおよび PRC 杭の開発にあたって実施された実験データを COPITA より入手した．
収集したデータ数は PHC 杭 121，PRC 杭 129 である．杭種および杭径の内訳を表 4.7 に示
す．せん断試験の載荷方法には図 4.8 に示す中央 2 点載荷の単純梁方式または逆対称載荷
があるが，PHC 杭では 3 データのみ逆対称載荷で，載荷のシアスパン比 M/Qd（図 4.8 の
a/D）は 1.0~1.08，PRC 杭ではすべて逆対称載荷で M/Qd は 1.0~2.0 である．また，軸力は
すべて 0 である．  
 
表 4.7 分析対象とした既製コンクリート杭のせん断実験データ数  
 杭径 (m) 
杭種  0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 
PHC(A種) － － 2 － － 15 － 3 － 12 － － 
 － － － － 2 9 － 5 4 29 － 20 
PHC(B種) － － － － － 4 2 － － － － － 
 － － － － － － － － － － － － 
PHC(C種) 13 － － － － － － － － － － － 
 － － － － － － － － － － － － 
PRC(Ⅰ種) － － － － － 83 － － － － － － 
 － － 1 － － 32 － 1 － － － － 
PRC(Ⅳ種) － － － － － 10 － － － － － － 
 － － － － － － － 1 － 1 － － 
 
 
 
 
 
 
 
 
単純梁方式                 逆対称載荷 
図 4.8 せん断試験の載荷方法 
 
 既製コンクリート杭の設計においてせん断強度は，PHC 杭では以下の(1)17)，(2)18),19)式
のいずれか，PRC 杭では(2)式がつかわれることが多い．また，短期許容応力度設計につい
て示された「地震力に対する建築物の基礎の設計指針」17)では(1)式に対し 1.5 倍の安全余
裕を確保することを求めている．  
    (1) 
t：杭の肉厚(mm) 
I：杭の断面 2 次モーメント(mm4)  
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  ro：杭の外半径(mm)，ri：杭の内半径(mm) 
S0：断面１次モーメント(mm3)=
2
3
(𝑟𝑜
3 − 𝑟𝑖
3
) 
g：軸応力度(N/mm2)= 𝜎𝑒𝑐 +
𝑁
𝐴𝑒
 
  ce：有効プレストレス(N/mm2)，N：軸方向力(N)，Ae：換算断面積(mm2) 
：せん断破壊時の斜張応力とコンクリートの引張り強度の比 
  短期=1.0，終局=0.5
t：コンクリートの引張強度または許容斜引張応力度  
  短期t =1.8N/mm2 終局t =5.5N/mm2 
 Qu＝･be･j･max (2) 
：危険率 5％のときの低減係数 (＝0.80) 
be：有効断面幅(mm2)= α
𝐴𝑐
𝐷
, α = −1.24 𝑡
𝐷
+ 1.19 
  cA：杭の実断面積(mm2)＝･t(Dt)，D：杭直径(mm)，t：杭体の厚さ(mm) 
max：せん断終局強度(N/mm2)＝1＋2＋3 
1：コンクリート部分の終局せん断強度(N/mm2)=
0.115𝑘𝑢𝑘𝑝( 𝜎𝑐 𝑢 +17.7)
𝑀
𝑄𝑑
+1.15
 
  cu：コンクリートの圧縮強度  (N/mm2) 
2：杭体のらせん筋の終局せん断強度 (N/mm2) 
2＝0.657･Pw･wy （Pw･wy≦7.4 N/mm2）  
2＝4.87  （Pw･wy＞7.4 N/mm2）  
   Pw：らせん筋比， wy：らせん筋の規格降伏点(N/mm2) 
3：軸力による終局せん断強度 (N/mm2)  
3＝0.102(ce＋o’) （ce＋o’≦27.4 N/mm2）  
3＝2.79  （ce＋o’＞27.4 N/mm2）  
   ce＋o’：複合軸方向応力度(N/mm2)𝜎0
′
=
𝑁
𝑏𝑒𝑗
  
  ce：有効プレストレス量(N/mm2) ，N：軸方向力(N)  
 
 なお，SC 杭の終局せん断強度は以下の(3),(4)式のいずれかが用いられるが，いずれも曲
げ強度から決定される断面で計算すると設計用せん断力に対して充分余裕のある値となる．
土木構造物では検討を省略しても良いとされている技術基準もあることから，本研究では
分析対象外とした．  
Qu＝sQs･(Mu/sMu) (3) 
Qu＝As･fss/s+Ac･fsc/c (4) 
sQs ：鋼管部分のせん断耐力  
Mu/sMu ：鋼管コンクリート部の曲げ耐力鋼管の曲げ耐力の比  
Asfss ：鋼管断面積と鋼管の短期許容せん断力の積  
Acfsc ：コンクリートの断面積とコンクリートの短期許容せん断力の積  
s,c ：せん断応力度分布係数 2.0 
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 図 4.9 に PHC 杭，図 4.10 に PRC 杭のデータごとの比較を，実験値と計算値の比の最大，
最小および平均値を示す．材料強度は実測値を用いている．  
 ここで，PHC 杭のせん断強度については，軸力 0 の条件かつシアスパン比の範囲は限定
的であるが，(1)式では安全側の値が得られ，(2)式では平均的な値が得られると考えられる．
また PRC 杭については，(2)式で安全側の値が得られると考えられる．  
 既製コンクリート杭のせん断強度は設計上は (1)式において安全側の設定となっている
と考えられる．(2)式は軸力やシアスパン比の影響も考慮されており，より適用性が高いと
考えられるが元となる実験データ 17),18)は杭径の種類が 300mm のみ（壁(肉)厚を変えて縮
小模型とした試験体もある）で，PRC 杭では中詰めコンクリートがあるなど限定的な実験
条件である．(2)式の適用性についてはさらに実験データを蓄積することが必要と考えられ
る．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9 実験値と計算値の比較（PHC 杭）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.10 実験値と計算値の比較（PRC 杭）  
 
表 4.8 実験値と計算値の比較 
 最大  最小  平均  
PHC 杭 実験値 /計算式(1) 2.72 1.13 1.54 
PHC 杭 実験値 /計算式(2) 1.91 0.73 1.06 
PRC 杭 実験値 /計算式(2) 2.62 1.13 1.50 
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4.3.4 その他の杭 
 その他の杭については，文献 5)~12)に示された載荷試験結果を読み取った実験値と，既製
コンクリート杭と同様の断面解析により計算した値を比較した．  
 それぞれの耐力値の評価方法を表 4.9 に示す．このうち，材料定数として実測値を用い
て計算した Mu の値と実験データから読み取った値との関係を図 4.11 に示す．ここで，計
算値と実験値はほぼ対応しており，既製コンクリート杭と同様に，断面解析による耐力値
の評価が概ね妥当であることが確認された．  
 なお，本研究は 2011 年東北地方太平洋沖地震で主に被害を受けた既製コンクリート杭を
検討対象としており，その他の杭は以下の章では扱っていない．ここでは，耐力値の評価
方法の一般性，適用性を確認している．  
 
表 4.9 その他の杭の耐力値の評価方法  
 場所打ちコンクリート杭  場所打ち鋼管コンクリート杭  
Mc コンクリートのひび割れ  コンクリートのひび割れ  
My 
最外端鉄筋の降伏時  鋼管またはコンクリート最外端の降伏
時  
Mu 
圧縮側コンクリートの限界ひずみ
(0.35%)時  
鋼管の塑性局部座屈折時または圧縮側
コンクリートの限界ひずみ(0.5%)時  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  場所打ちコンクリート杭  場所打ち鋼管コンクリート杭       鋼管杭 
図 4.11 その他の杭の曲げ強度の実験値と計算値の比較  
 
  
 鋼管杭（中詰めなし）  鋼管杭（中詰めあり）  
My 鋼管最外端の降伏時  鋼管最外端の降伏時  
Mu 
鋼管の塑性局部座屈折時  
（限界ひずみ 0.22t/r×102％）  
cmax×85%時  
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4.4 まとめ 
 既製コンクリート杭の杭体の載荷実験データを収集し，大地震時の強度・変形特性を評
価するための分析を行った．以下にまとめを示す． 
 
① 曲げ強度の実験値は，平面保持を仮定して構成材料の応力－ひずみ関係を用いて断面
解析を行う方法により求めた計算値とほぼ対応しており，公称値を用いた場合はすべて
安全側の評価である．また，構成材料の強度や杭の肉厚は公称値よりも大きくなってお
り，材料定数として実測値を用いることで対応の精度は向上する．  
 
② 大地震時の変形性能として塑性率を降伏時（弾性限）の変位と破壊時の変位の比とし
て評価すると，軸力比が大きくなれば塑性率は低下する．軸力比 0~0.3 程度の範囲では，
PHC 杭および PRC 杭では 1.7~1.1 程度で，軸力比が同じであれば変形性能もほとんど差
はなかった．SC 杭では 4.2~2.5 である．PC 杭では軸力比と塑性率の関係はばらつきが大
きくなる．  
 
③ 高強度コンクリート製で中空形状である PC 杭，PHC 杭，PRC 杭であっても，一般の
構造部材と同様に軸力に依存した変形性能を有し，これらの変形性能（塑性率）は，断
面解析による計算値により概ね評価することが可能である．また，SC 杭についても同じ
方法で変形性能を評価することが可能であると考えられる． 
 
④ PHC 杭，PRC 杭のせん断強度については，軸力 0 の条件かつシアスパン比の範囲は限
定的であるが，実測値を用いた既往の評価式により，安全側または平均的な値が得られ
ると考えられる．ただし，シアスパン比の影響や軸力の影響の評価については今後のデ
ータの蓄積が必要と考えられる． 
 
⑤ その他の杭（場所打ちコンクリート杭，場所打ち鋼管コンクリート杭，鋼管杭）でも，
既製コンクリート杭と同様に，材料定数として実測値を用いた断面解析を行う方法によ
る曲げ強度の計算法の適用が可能と考えられる．  
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第 5 章 杭基礎の耐震性能評価のための構造実験 
 
5.1 実験目的 
 第 4 章では杭体の強度特性，変形性能を把握するため，既製コンクリート杭を中心に，
既往の杭体の構造実験データを収集・分析し，その評価方法について確認した．しかしな
がら，収集対象とした既往の PHC 杭や PRC 杭に対する構造実験データは製品検査のため
に行われたものが多かったことから，以下の点で大地震時耐震性評価のための資料として
は十分ではないと考えられる．  
・製品検査は設計耐力を確認することが目的であるので，杭体の破壊まで載荷していな
い例が多い  
 ・鋼材のひずみ測定により降伏（弾性限）曲げ強度を直接確認した例が少ない  
 ・軸力を加えた状態で載荷した例が少ない  
 ・杭頭接合部の性能についての実験データは集められなかった  
 
そこで，本章では第 4 章の分析データを補足するため，既製コンクリート杭のうち PHC
杭・PRC 杭を対象に，以下の 2 種類の載荷方法で実施した 1)~3)．  
 
①杭体の曲げ性能評価のための曲げせん断実験  
 本実験は，曲げ強度，変形性能を把握するため，軸力をパラメータとした曲げ載荷
実験を行った．載荷方法は，第 4 章で収集した製品検査のための曲げ強度実験と同じ
あるが，コンクリート表面だけでなく PC 鋼棒や異形鉄筋にもひずみゲージを貼付し，
杭体を構成する各要素のひずみや杭体の変形量を詳細に測定した．  
 
② 杭体および杭頭接合部の性能評価のための載荷実験  
 本実験は，杭頭部の杭体および杭頭接合部の構造性能の把握のために，パイルキャ
ップと杭体を接合した試験体に対して，軸力をパラメータとした載荷実験を行った．
試験体は，2011 年東北地方太平洋沖地震で杭の被害を受けた建物 A の杭頭接合部を再
現した形状とした．杭体を構成する各要素のひずみや杭体の変形量の測定については
①と同様である．  
 
これらの実験結果から既製コンクリート杭の水平力に対する構造性能の確認を行う．さ
らに，第 4 章に示した既往のデータ収集・分析結果とあわせて，次章以降の被害シミュレ
ーションに用いるための，杭体の強度特性，変形性能に関する既往の評価方法（断面解析
による評価方法と材料定数の設定方法）の適用性・妥当性を検証した．  
 さらに，杭頭接合部については，②の実験結果に基づいて軸力に応じた回転剛性の評価
方法を作成した．  
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5.2 実験方法 
5.2.1 杭体の曲げ性能評価のための曲げせん断実験  
 試験体の一覧を表 5.1 に示す．試験体は，PHC 杭・PRC 杭が各 2 体で，杭体は同じ仕様
で軸力を変えている．  
 載荷方法は，図 5.1 に示す中央 2 点載荷純曲げ試験である．PHC 杭は一方向単調載荷，
PRC 杭は一方向繰返し載荷であるが，この違いはパラメータとは考えていない．  
 No.1,2,4 では，センターホールジャッキにより軸力導入用ロッドを緊張し，両端部の反
力板を介して杭体に軸力を与えた．実験時にはロッドをナットで固定しジャッキは取り除
いた．軸力値はジャッキの油圧とともにひずみゲージの計測値により確認する．   
 
表 5.1 試験体一覧  
No. 杭種  
杭径  
(mm) 
杭長  
(m) 
載荷方式  
導入軸力  
(kN) 
軸力比  
(プレストレス量含む)
1 PHC(C) 600 8.0 軸力曲げ  1153 0.14 
2 PHC(C) 600 8.0 軸力曲げ  4565 0.32 
3 PRC(Ⅳ種) 600 8.0 曲げ* 0 0.05 
4 PRC(Ⅳ種) 600 8.0 軸力曲げ* 4956 0.28 
                    ＊一方向繰り返し  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 載荷方法  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 5.1 載荷状況  
500         3,000           1,000           3,000         500 
8,000 
杭体
ジャッキ
軸力導入用ロッド 
支点センターホール 
ジャッキ 
固定用ナット 
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  測定項目は，①載荷荷重，②PC 鋼棒・異形鉄筋（No.4,5）のひずみ（16 点），③コンク
リート表面のひずみ（上下 14 点），④杭体の軸直交方向の変位（7 点），⑤杭体の軸方向の
変位（上下 2 点），である．ひずみゲージ位置を図 5.2 に，変位計位置を図 5.3 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
（中央部分のゲージ配置）  
 
 
 
 
 
           No.1,2                     No.3,4 
PC 鋼棒用ゲージ， 異形棒鋼用ゲージ， コンクリート表面ゲージ  
図 5.2 計測方法（ひずみゲージ位置）  
 
（杭体軸直交方向）  
 
 
 
 
 
 （杭軸方向）  
 
 
 
                                  変位計  
図 5.3 計測方法（変位計位置）  
 
変位計 5 台@250 
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杭体
水平載荷用
ジャッキ 
パイルキャップ（スタブ）
軸力用 
ジャッキ 
5.2.2 杭体および杭頭接合部の性能評価のための載荷実験 
 試験体の一覧を表 5.2 に示す．試験体は，2011 年東北地方太平洋沖地震で杭の被害を受
けた建物 A の杭頭接合部を再現した形状とした．杭頭部の配筋を図 5.4 に示す．  
 載荷方法を図 5.5 に示す．当初は一定軸力を加えた状態で正負交番繰返し載荷により水
平荷重を与える計画であったが，実際の荷重ステップは表 5.3 に示すように，杭頭接合部
の応力状態を考慮して，軸力を切り替えた．  
  
表 5.2 試験体一覧  
No. 杭種  
杭径  
(mm) 
杭実長  
(m) 
軸力  
(kN) 
軸力比  杭頭接合部  
5 PHC 杭  
(C 種) 500 2.55 
600
1200 
2000
0.14
0.19 
0.26
中詰めコンクリート Fc21／
   中詰め長 750mm(1.5D)
かご筋 8-D13／〇-D13@1506 25003500
0.29
0.39
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.4 杭頭部配筋  
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
図 5.5 載荷方法 
 
〇D13@150
60
0 
10
0 
65
0 
中詰めコンクリート  
接合筋 :8-D13 
パイルキャップ
（スタブ）
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写真 5.2 載荷状況 
 
 
表 5.3 載荷ステップと軸力および変形角  
  No.5         ( )は軸力比，○数字は繰返し回数  
 600kN(0.14) 1200kN(0.19) 2000kN(0.26) 
1  1/2Mcr ①    
2  Mcr ①    
3 1/100 (23.0mm)③    
4  1/75 (30.6mm)③    
5  1/50 (46.0mm)③    
6  1/100 (23.0mm)①   
7   1/100 (23.0mm)①  
8    1/75 (30.6mm)②  
9    1/50 (46.0mm)②  
 
No.6    ( )は軸力比，○数字は繰返し回数  
 2500kN (0.29) 3500kN (0.39) 
1 1/800 (5.75mm)①  
2 1/400 (5.75mm)①  
3 1/200 (11.5mm)③   
4 1/100 (23.0mm)③  
5  1/100 (23.0mm)①  
6    1/75 (30.7mm)③  
7   1/67 (34.3mm)①  
8   1/50 (46.0mm)③  
 
 
 測定項目は， ①水平載荷荷重，軸方向荷重，②杭体およびパイルキャップのひび割れ状
況，③PC 鋼棒のひずみ，コンクリート表面のひずみ，接合筋（軸方向筋・帯筋）のひずみ，
④杭体の軸直交方向の変位，⑤杭体の軸方向の変位，⑥杭体の杭頭部抜出し量，である．
ひずみゲージ位置，変位計位置を図 5.6 に示す．  
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ひずみゲージ  
コンクリートゲージ  
変位計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.6 計測方法（ひずみゲージ位置，変位計位置）  
 
5.2.3 実験に使用した杭の諸元・材料定数 
実験に用いた杭の諸元，使用材料の設計値と材料試験による実測値の一覧を表 5.4,5.5 に
示す．以下の検討は，杭形状および材料定数はこれらの実測値を用いている．  
 
表 5.4 杭形状の設計値（上）・実測値（下）  
設計値  杭径  (mm) 
肉厚  
(mm) 
PC鋼棒 /
異形鉄筋 本数  配置半径
有効プレストレス
(N/mm2)
断面積  
×102 (mm2) 
換算断面積
×102 (mm2)
1,2 600 90 10 24 260 10 1442 1517 
3,4 600 90 10／D22 16／16 260／254 5.3 1442 1740 
5,6 500 80 10 18 230 10 1056 1112 
 
  
 
 
 
 
実測値  
杭径  
(mm) 
肉厚  
(mm) 
断面積  
×102 (mm2)
換算断面積
×102 (mm2)
1 600.5 99.8 1570 1637 
2 600.0 96.8 1530 1598 
3 601.5 95.3 1516 1779 
4 602.0 96.3 1530 1793 
5 502.7 90.7 1174 1224 
6 502.3 90.5 1171 1221 
50
0 
17
5 
25
0 
25
0 
25
0 
25
0 
40 
 
32 
42 
33 
 
44 
34 
 
48 
41
 
35
43
36
 
46
37
 
49
21 
23 
22 24 
25
0 
25
0 
25
0 
25
0 
25
0 
25
0 
25
0 
50
 
0 
1 
2 
3 
4 
5
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
19
16 
17 
18 
20
24
25
26
27
28
29
30
31
60
0 
10
0 
25
0 
38
0 
25
0 
25
0 
95
 
08
09
10
11
16
17
18
19
20
21
22
23
12
~15
00
01
02
03
04
05
06
07
45 
47 
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表 5.5 材料試験結果  
 コンクリート  鋼材（ゴシックは異形鉄筋）  ヤング係
数比n  圧縮強度  
(N/mm2) 
ヤング率
(N/mm2)
 降伏強度
(N/mm2)
引張強度
(N/mm2)
ヤング率  
(N/mm2) 
1 
2 
Fc 105 (40000) 規格値(設計値) 1275 1420 (200000) (5.0) 
7日強度  113.0 －  ミルシート 1414 1477 －  －  
試験日(15日) 119.3 47300 試験値  1423 1482 216267 4.57 
3 
4 
Fc 105 (40000) 規格値(設計値) 1275 1420 (200000) (5.0) 
   ミルシート 1531 1653 －  －  
試験日(7日) 116.5 44600 試験値  1510 1670 202167 4.53 
   規格値(設計値) 345 490 －  －  
   ミルシート 411 561 －  －  
   試験値 390 561 195200 4.38 
5 
6 
Fc 85 (40000) 規格値(設計値) 1275 1420 (200000) (5.0) 
7日強度  97.5 －  ミルシート 1439 1499 －  －  
試験日(26日) 105.2 42400 試験値  1389 1441 192533 4.54 
中  
詰  
Fc 21 －       
試験日(12日) 21.0 23900      
PC 鋼棒 SBPDL 1275/1420，異形棒鋼(3,4，中詰め) SD345 
らせん筋 1,2,4,5 鉄線 SMW-B，3,4 高強度線材（新日鉄住金）NHW685(y=685N/mm2) 
 
また，既製コンクリート杭のプレストレス力は設計値に対して導入されることから，実際
に有効プレストレス量は材料定数によって異なり，軸力比も異なる．表 5.6 に材料試験の
実測値から計算した，有効プレストレス量，軸力比を示す．  
 なお，  No.5,6 はで実現場における杭頭処理（カットオフ）を模擬して 1 本の杭を切断
して作成したが，  PC 鋼棒に貼付したひずみゲージの測定値では，切断後も製造時の緊張
力からほぼ変動がないことを確認した．  
 
表 5.6 実測値に基づいて計算した有効プレストレス量・軸力比  
No. 導入軸力  (kN) 
有効断面積  
×102 (mm2)
コンクリート強度
(N/mm2) 
有効プレストレス量  
(N/mm2) 軸力比  
1 1153 1598 119.3 10.0 0.14 
2 4565 1637 119.3 10.0 0.32 
3 0 1779 116.5 5.3 0.05 
4 4956 1793 116.5 5.3 0.28 
5 600 1224 97.5 9.0 0.14 
 1200    0.19 
 2000    0.26 
6 2500 1221 97.5 9.0 0.30 
 3500    0.39 
        *1~4 の導入軸力はひずみゲージの計測値による  
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5.3 実験結果 
5.3.1 杭体の曲げ性能評価のための曲げせん断実験 
(1)M-，M-関係およびひずみ測定結果  
a)No.1（PHC 杭 N=1153kN）  
 実験により得られた中央部分の曲げモーメント(M)と中央たわみ()および軸方向変位か
ら算定した曲率()関係を図 5.7 に示す．曲げモーメントには杭自重および軸力(N)を加えた
場合はたわみによる付加分(M=N×)を加えている．図 5.8 に中央部分で計測した PC 鋼棒
およびコンクリートの曲げモーメントとひずみの関係を示す．ひずみは引張側が＋，圧縮
側が－であり，軸力導入前を 0 としている（PC 鋼棒の値にはプレストレス分は含まれてい
ない）．以下，No.1~4 は同じ整理結果を示した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.7 M-関係および M-関係(No.1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.8 PC 鋼棒およびコンクリートのひずみ(No.1) 
 
b)No.2（PHC 杭 N=4565kN）  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.9 M-関係および M-関係(No.2) 
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図 5.10 PC 鋼棒およびコンクリートのひずみ(No.2) 
 
c)No.3(PRC 杭 N=0) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.11 M-関係および M-関係(No.3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.12 鋼材およびコンクリートのひずみ(No.3) 
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d)No.4（PRC 杭 N=4956kN）  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.13 M-関係および M-関係(No.4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.14 鋼材およびコンクリートのひずみ(No4) 
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(2)断面解析による M-関係の計算値と実験値との比較  
 実験結果と断面解析による計算値の比較を図 5.15 および表 5.7 に示す．それぞれの耐力
値の定義は第 4 章表 4.4,4.5 に示した．  
 ここで，PHC 杭の No.1,2 では実験結果と断面解析による計算値は概ね対応しているが，
PRC 杭の No.3,4 では，今回の実験では，破壊時の変形性能が計算値よりも低くなっている．
これが有意の差であるのかは今後の検討が必要である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      No.1（PHC 杭 N=1153kN）          No.2（PHC 杭 N=4565kN） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       No.3(PRC 杭 N=0)             No.4（PRC 杭 N=4956kN） 
 
図 5.15 M-関係の実験値と計算値の比較  
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表 5.7 試験結果一覧 
No.  M (kNm)    (mm)   (1/m)  u/y u/y 降伏判定 
 ひび割れ 降伏 破壊 ひび割れ 降伏 破壊 ひび割れ 降伏 破壊 破壊形式 
1 実験 455.8 808.6 971.5 9.39 28.49 45.92 0.001912 0.008396 0.014082 1.61 1.68 PC鋼棒引張ひずみ 
 計算 478.9 766.3 864.4 － － － 0.001908 0.008446 0.014666 － 1.74 圧縮側コンクリート圧壊 
 実験/計算 0.95 1.06 1.12 － － － 1.00 0.99 0.96 － －  
2 実験 898.7 1031.5 1179.4 21.47 26.55 35.59 0.004585 0.006327 0.009747 1.34 1.54 コンクリート圧縮ひずみ 
 計算 848.6 1115.2 1196.7 － － － 0.003431 0.005908 0.007155 － 1.21 圧縮側コンクリート圧壊 
 実験/計算 1.06 0.92 0.99 － － － 1.34 1.07 1.36 － －  
3 実験 250.1 878.6 1000.1 3.65 40.8 66.42 0.000853 0.011336 0.021014 1.63 1.85 PC鋼棒引張ひずみ 
 計算 257.5 653 1175.5 － － － 0.000994 0.005913 0.024299 － 4.11 圧縮側コンクリート圧壊 
 実験/計算 0.97 1.35 0.85 － － － 0.86 1.92 0.86 － －  
4 実験 789.5 1072.8 1232.4 15.55 27.75 32.98 0.003263 0.006829 0.008253 1.19 1.21 コンクリート圧縮ひずみ 
 計算 796.5 1165.6 1615 － － － 0.003078 0.005762 0.011525 － 2.00 圧縮側コンクリート圧壊 
 実験/計算 0.99 0.92 0.76 － － － 1.06 1.19 0.72 － －  
 
 
 
 
 
 
 
 
       No.1               No.2                No.3               No.4 
写真 5.3 破壊状況 
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5.3.2 杭体および杭頭接合部の性能評価のための載荷実験 
(1)実験結果  
a)No.5(N=600,1200,2000kN) 
 実験により得られた荷重(P)－載荷点の水平変位()の関係を図 5.16 に，杭頭部分の曲げ
モーメント(M)と杭頭接合部直近の測定値から算定した曲率()の関係を図 5.17 に示す．曲
げモーメントには水平変位による付加分(M=N×)を加えている．  
 図 5.18 に杭頭部で測定した抜出し量（杭頭部の変位計で測定したパイルキャップと杭の
相対鉛直変位），図 5.19 に抜け出し量から算定した杭頭回転角（載荷前後面の抜出し量の
差を杭径で除した値）と曲げモーメントとの関係を示す．  
 図 5.20 に杭頭接合部直近（試験ぐい下端部）のコンクリート，PC 鋼棒，接合鉄筋のひ
ずみの測定結果を示す．ここで，本実験では接合筋のみが降伏し，コンクリートや PC 鋼
棒は降伏に達していないことがわかる．  
 以上より，軸力 600~2500kN での載荷においては，図 5.20 に示すように最初に接合筋が
降伏し，そこからは水平変位により接合筋の抜け出し変形は大きくなるが，杭体のコンク
リートや PC 鋼棒のひずみは大きくならず，杭体の損傷はほとんど生じなかった．  
 ここから，このような杭頭接合部の形状の場合，軸力の小さい範囲では杭頭接合部に損
傷が集中し，杭体自体には損傷が生じにくいと考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 5.16 荷重－水平変位関係     図 5.17 M-関係（杭頭接合部直近の曲率）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.18 杭頭接合部抜出し量と水平変位の関係   図 5.19 杭頭接合部回転角  
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杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 48,48）の PC 鋼棒のひずみ  
 
 
 
 
 
 
 
 
杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 34,37）のコンクリートのひずみ  
 
 
 
 
 
 
 
 
杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 8･9,10･11）の接合鉄筋のひずみ  
図 5.20 鋼材およびコンクリートのひずみと曲げモーメントの関係  
 
 
b)No.6(N=2500,3500kN) 
 実験により得られた荷重(P)－載荷点の水平変位()の関係を図 5.21 に，杭頭部分の曲げ
モーメント(M)と杭頭接合部直近の測定値から算定した曲率()の関係を図 5.22 に示す．杭
頭部で測定した抜出し量を図 5.23 に，に抜け出し量から算定した杭頭回転角と曲げモー
メントとの関係を図 5.24 示す．また，荷重ステップごと水平変位における抜出し量とひず
み測定値から計算した曲げ変位量の割合を示す．残りがせん断変形と考えられる．  
 図 5.26 に杭頭接合部直近（試験ぐい下端部）のコンクリート，PC 鋼棒，接合鉄筋のひ
ずみの測定結果を示す．軸力を 3500kN まで加えた場合は，水平変形の増大に伴い杭体の
ひずみが進展しコンクリートの圧壊に至った．杭の破壊直前のパイルキャップのひびわれ
の発生状況を図 5.27 に，破壊状況を写真 5.4 に示す．  
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 以上から，本実験で用いた杭頭接合部では，軸力比が 0.39 と負担軸力としては過大な範
囲まで大きくなると接合部の回転剛性および曲げ耐力も大きくなり杭体の耐力を上回って
杭体の破壊が先行するが，これ以下の軸力の場合は，接合部の変形は進行するが杭体の損
傷には至らない可能性がある．  
 このような杭頭接合部を有していた建物 A では，同じ通り同じパイルキャップ内でも破
壊した杭と破壊していない杭があったが，本実験で確認したような軸力による杭頭接合部
の回転剛性の違いの影響も 1 つの要因であると推定される．   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 5.21 荷重－水平変位関係      図 5.22 M-関係（杭頭接合部直近の曲率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.23 杭頭接合部抜出し量と水平変位の関係    図 5.24 杭頭接合部回転角  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.25 水平変位の割合  
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杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 48,48）の PC 鋼棒のひずみ  
 
 
 
 
 
 
 
杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 34,37）のコンクリートのひずみ  
 
 
 
 
 
 
 
杭頭接合部直近（試験ぐい下端部 /図 5.6 8･9,10･11）の接合鉄筋のひずみ  
図 5.26 鋼材およびコンクリートのひずみと曲げモーメントの関係  
 
 
 
 
 
 
  
 載荷方向 
 
 
 
図 5.27 ひび割れ状況（破壊直前の状況）  
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写真 5.4 破壊状況（No.6) 
 
 
(2) 断面解析による M-関係の計算値と実験値との比較  
 杭体が破壊に至った No.6 の実験結果から，杭体の曲げ性能評価のための曲げせん断実験
結果 5.3.1(2)で示したのと同様に，杭頭接合部直近（試験ぐい下端部）の曲げモーメントと
曲率に関係について断面解析による計算値と比較した結果を図 5.28 に示す．  
 ここで，N=2500,3500kN いずれも最大載荷荷重はひび割れモーメントを超えているが，
実験では明確な曲げひび割れは見られなかった．また，いずれの軸力でも計算値は降伏と
破壊はほとんど同時に生じるが，実験では変形性能（塑性率 1.37）を有していた．ただし，
曲げモーメント・曲率ともに計算値を下回っている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=2500kN                N=3500kN 
図 5.28  M-関係の計算値と実験値との比較  
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5.4 変形特性の評価 
 以上の 2 種類の実験により得られた軸力比と塑性率（u/y またはu/y）の関係を，第 4
章で示した既往の載荷試験を収集したデータと比較して図 5.29 に示す．塑性率(u/y)評価
のための変位は，PC 鋼棒・異形鉄筋およびコンクリートのひずみ測定結果から，My,Mu 時
の軸直交方向変位で定義し第 4 章の表 4.5 に示した判断基準により判定した．曲率につい
てはこれに対応する値を測定結果から求めた．  
 ここから，PC 鋼棒・異形鉄筋およびコンクリートのひずみを実測した実験により，PHC
杭，PC 杭の変形性能を確認した結果，実験値は第 4 章との既往のデータの分析結果とほぼ
対応することが確認された．本実験からも，断面解析による計算値により杭の変形性能（塑
性率）を概ね評価することが可能であることが裏付けられる．  
 さらに，第 4 章の既往のデータの分析に用いたトリリニア置換 4)による評価を用いて，
を適用して求めたy'から塑性率を評価した結果も図 5.29 にあわせて示す．図 5.30 に M-
関係の比較を示すが，軸力が大きく変形性能がほとんどないために誤差が生じやすいと考
えられる実験 1,2（PHC 杭）では，トリリニア置換による塑性率の評価は実験結果から導
いた値と比べると小さい評価となった．一方，軸力が小さく変形性能を有している実験 3
（PRC 杭）では，実験値とほぼ整合した評価となった．ここから，第 4 章で用いたトリリ
ニア置換による評価は，既製コンクリート杭の変形性能の評価として概ね適用可能である
と判断される．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
PHC 杭               PRC 杭  
図 5.29 軸力比と塑性率の関係  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
PHC 杭              PRC 杭  
図 5.30 トリリニア置換による M-関係の評価  
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5.5 杭頭接合部の性能の評価方法 
 杭頭接合部の性能を評価するには，接合筋の抜出し量やコンクリートの支圧を直接王慮
する方法もあるが，今回実験を行った図 5.31 左に示す接合部では軸力の影響が顕著に現れ
た結果となった．そこで，この形状に関して軸力の影響や杭径，接合筋量・位置を総合的
に評価して実験結果と合うようなモデルを作成することとした．  
 ここで採用した評価方法は，接合部の耐力に関する既往の研究 5)を参考に，杭体と同様
な断面解析に基づく以下の手順により杭頭接合部の曲げモーメント M-杭頭回転角関係を
考慮する方法である．  
  
  ①パイルキャップ内に図 5.32 右に示す鉄筋コンクリート断面（仮想断面）を仮定する．
仮想断面の直径は杭径 B＋B/4＋100 とする 5)．  
  ②断面解析により仮想断面の鉄筋コンクリート断面としての耐力値および曲率を求める  
  ③最外端鉄筋の降伏時の My,y を求める．  
  ④曲率一定の長さを杭径 B と同じとして，回転角y=y×B を求める  
  ⑤点 (My,y)を折れ点とするバイリニア型にモデル化する．  
  
 図 5.32，3.33 に，No.5 および No.6 の本方法を用いた M-関係の計算値と実験値との比較
を，軸力ごとに示す．ここから，今回実験を行った形状の杭頭接合部の性能については，本
方法により概ね評価できると判断される．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.31 杭頭接合部の性能の評価方法  
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N=600kN             N=2000kN 
図 5.32 曲げモーメント M-杭頭回転角関係の実験値と計算値の比較(No.5)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=2500kN             N=3500kN 
図 5.33 曲げモーメント M-杭頭回転角関係の実験値と計算値の比較(No.6) 
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5.6 まとめ 
 第 4 章のデータ収集・分析に引き続き，既製コンクリート杭の杭体の強度特性および変
形性能の把握のため，実大の杭を用いた杭体の強度・変形特性評価のための杭体の曲げ実
験（4 体），および実際に被害を受けた杭体を模擬した試験体を用いた基礎部材の強度・変
形特性および被害再現のための基礎部材の載荷実験（2 体）を実施した．  
 
(1)杭体の構造性能  
・杭体の強度および変形性能は軸力の影響を大きく受け，特に軸力が大きくなると靭性の
ない破壊が生じることが確認された．特に，既製コンクリート杭の破壊は，圧縮側コン
クリートの圧壊により生じるため，その傾向が強い．  
 
・PHC 杭および PRC 杭の PC 鋼棒のひずみを直接測定した実験において確認された耐力値
は，平面保持を仮定して構成材料（コンクリート，鋼）の応力－ひずみ関係から断面解
析を行う方法により計算した値と概ね対応する．   
 
・第 4 章で用いたトリリニア置換による変形性能の評価は，変形性能がない場合にはやや
実験結果と差があったが，変形性能の評価として適用可能な手法であると考えられる． 
 
・本実験および第 4 章に示す既往の載荷試験のデータ分析結果から，被害が生じた要因分
析のための解析に用いる杭体の強度特性，変形性能は，断面解析を用いた既往の評価手
法を用いて評価できることが確認された．  
 
(2)杭頭接合部の構造性能  
・実際に被害を受けた杭体を模擬した杭頭接合部を有する試験体に対する水平載荷試験で
は，杭頭接合部の挙動は軸力に大きく影響されることが確認された．軸力が小さい場合
は杭頭接合部の接合筋が降伏し変形は進行するが杭体の損傷には至らず，軸力が過大な
値にならないと杭体は破壊に至らない．実際の建物の被害においても，負担軸力の違い
による杭頭接合部の回転剛性の差による水平力の集中が被害の要因の１つとなった可
能性がある．  
 
・杭頭接合部の曲げモーメント M-杭頭回転角関係をパイルキャップ内の仮想断面の仮定
により，考慮する方法を示した．この方法による計算値は今回実施した実験結果と概ね
対応することから，以下の被害シミュレーション解析においてはこの方法により杭頭接
合部の M-関係を評価する．  
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第 6 章 既往の杭基礎の耐震性能評価手法を用いた解析 
 
6.1 検討目的 
6.1.1 検討内容 
本章では，2011 年東北地方太平洋沖地震における杭基礎の被害調査を行った建物を対象
として，一般の設計で用いることの多い以下の 2 種類の杭基礎の耐震性能評価手法（耐震
設計法）を用いた解析を行い，実際の被害との対応について検討した．  
 
1) 現状の技術基準 1)に従った中小地震に対する基礎の設計（許容応力度設計）で用いられ
る一様地盤の仮定に基づく弾性地盤反力法（いわゆる Chang の式）を用いた解析．   
 
2) 耐震性評価手法として適用性が高いと考えられる杭をはり要素，地盤をばね要素とした
はり－ばねモデルを用いた静的応力解析．  
  ここで，モデル化にあたっては大地震に対する基礎構造の耐震性評価のために提案さ
れた方法 2),3)や基礎構造の詳細な耐震診断を行うために提案された手法 4)等にならって，
杭体および地盤の非線形性を考慮したモデルとするともに，外力として地盤変位を考慮
した．  
 
 ただし，杭頭接合部の回転剛性や群杭効果は実務レベルでの定量的な評価方法が確立さ
れておらず一般の設計では考慮することはまれである．そこで本解析では，群杭効果は考
慮せず，杭頭部の回転剛性については弾性解析において用いられる固定度（弾性状態で
杭頭に発生する曲げモーメント M と杭頭固定条件でのモーメント MF との比 M/MF）を準
用してその影響を考慮した．また，地震時軸力については押込み側，引抜き側で単純化し
たグルーピングにより考慮した．  
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6.1.2 検討対象建物 
 検討対象は表 6.1 に示す杭の被害の詳細調査が行われた 5 つの建物である．被害状況の
詳細は第 3 章で示したが，これらの被害との対応を検討した．  
  
表 6.1 検討建物の概要と杭の被害状況一覧  
 規模  建設年 杭の諸元  杭の被害状況  
A 
SRC 
8/0 
1987 
PHC 杭 C 種00/7m+A 種00/ 
 23~25m(=30~32m)/40 本  
長期許容支持力 98t/本  
杭頭破損   3 本  
地中部損傷 12 本  
 杭頭・地中  1 本  
B 
WRC 
5/0 
1973 
PC 杭300/22~23m/138 本  
長期許容支持力 35t/本(推定) 
（調査は 138 本中 50 本）  
杭頭破損  32 本(大破 15 本) 
地中部損傷 13 本  
 杭頭・地中 13 本(大破  2 本) 
C 
RC 
3/0 
1993 
PHC 杭 B 種400/13m/48 本，  
PHC 杭 B 種400/14m/69 本，  
PHC 杭 B 種400/7m+A 種400/ 
9m(=16m)/36 本 計 153 本  
長期許容支持力 60t/本  
（調査は 153 本中 40 本）  
杭頭破損  40 本  
地中部損傷 12 本  
 杭頭・地中 12 本  
Dc 
RC 
4/0 
1985 
PC 杭350/20m/74 本  
PC 杭350/30m/23 本 計 97 本  
長期許容支持力 45t/本(推定) 
杭頭破損  93 本  
地中部損傷  6 本  
 杭頭・地中 6 本  
E 
WRC 
5/0 
1977 
PC 杭300/24~26m/135 本  
長期許容支持力 40t/本(推定) 
杭頭破損  59 本  
地中部損傷 62 本  
 杭頭・地中 13 本  
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6.2 弾性地盤反力法（弾性解）による解析 
6.2.1 解析方法 
 一様地盤の仮定に基づく弾性地盤反力法（いわゆる Chang の式）については，「地震力
に対する建築物の基礎の設計指針」 1)に従って検討を行う．この方法では， (1)を基本方程
式として地盤反力弾性かつ一様として解いた (2)式により杭頭曲げモーメントを計算する． 
𝐸𝐼
𝑑4𝑦
𝑑𝑥4
+ 𝑘ℎ𝐵𝑦 = 0  (1) 
r
QM 
20
  (2) 
 4
4EI
Bkh  (3) 
kh0 = E0B-3/4 (4) 
    
 杭体の諸元を表 6.2 に示す．以下の検討ではここで示した公称値 5),6)を用いている．  
 杭頭接合部については耐震設計が行われる以前の年代の建物では構造計算の対象となっ
ておらず詳細は不明である．また，杭頭部の被害状況が一様でない建物もあり杭頭接合部
の構造性能は一様ではないと考えられる．また第 5 章の実験のように耐震設計が行われて
いる建物で用いる接合方法でも軸力が小さい場合は回転剛性は高くない．これらの状況を
考慮して固定度1.0（固定）と 0.5（半固定）の 2 種類で計算を行った．  
 
 地震荷重（杭の負担水平力）は，中小地震に対応する値としては一般の設計にならって
建築基準法・同施行令・関連告示に準拠 7)して，標準層せん断力係数 C0=0.2 として計算し
た．また，大地震に対応する値として近隣の観測波に基づいて地震応答解析に基づいて求
めた入力地震動から基礎階の層せん断力係数 CB（第 7 章参照）を求めた上で，中小地震時
の手法にならって層せん断力分布を Ai 分布として計算した．計算結果を表 6.3 に，杭１本
あたりの水平力を表 6.4 に示す．また，耐力評価のための軸力として中小地震時は長期許
容応力度±50%，大地震時は±100％とした．地震力算定に用いる建物重量は，建物 C は構
造計算書が残っており，建物 A，D，E は被災後に基礎構造の補修の検討に用いるための
構造計算が行われていることから，これらを参照した．また，B は設計図面に基づいて新
たに一貫構造計算プログラムを用いた上部構造の計算を行った．  
 
表 6.2 杭体の諸元（公称値）  
建物  杭種  杭径  B(mm)
Fc 
(N/mm2) 
E 
(N/mm2)
鋼材量  
(mm2) 
Ie 
(106mm4)
許容支持力 
(kN) 代表 N 値
A PHC(C) 500 85 40000 14.0 2,412 980 20 
B PC(A) 300 50 40000 2.3 346 350 3 
C PHC(B) 400 85 40000 6.4 996 600 17 
D PC(A) 350 50 40000 3.1 662 450 3 
E PC(A) 300 50 40000 2.3 346 400 10 
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表 6.3 地震荷重（杭の負担水平力）の算定結果  
 
 建物 A C0=0.2                 CB=0.54 
W(kN) W(kN)  i Ai Ci Q(kN)  i Ai Ci Q(kN) 
PH 2149 2149 0.073 2.401 0.480 1032 0.060 2.548 1.376 2956 
8 2838 4986 0.169 1.873 0.375 1868 0.140 1.977 1.068 5324 
7 3334 8320 0.282 1.617 0.323 2691 0.234 1.708 0.922 7675 
6 3348 11668 0.396 1.460 0.292 3408 0.328 1.548 0.836 9752 
5 3418 15086 0.512 1.342 0.268 4048 0.423 1.430 0.772 11645
4 3535 18621 0.632 1.242 0.248 4624 0.523 1.332 0.719 13393
3 3565 22186 0.753 1.154 0.231 5121 0.623 1.249 0.674 14959
2 3573 25759 0.874 1.075 0.215 5540 0.723 1.175 0.634 16340
1 3709 29467 1.000 1.000 0.200 5893 0.827 1.105 0.597 17584
B 6156 35623 6509 1.000 1.000 0.540 19237
  
 建物 B C0=0.2                 CB=0.25 
W(kN) W(kN)  i Ai Ci Q(kN)  i Ai Ci Q(kN)
5 4525 4525 0.159 1.716 0.343 1553 0.118 1.850 0.455 2059
4 5996 10521 0.369 1.389 0.278 2923 0.275 1.497 0.368 3875
3 6003 16524 0.579 1.224 0.245 4044 0.432 1.332 0.328 5414
2 6003 22527 0.790 1.102 0.220 4966 0.588 1.218 0.300 6748
1 6003 28530 1.000 1.000 0.200 5706 0.745 1.126 0.277 7901
B 9749 38279 6681 1.000 1.000 0.246 9417
 
建物 C C0=0.2                  CB=0.56 
W(kN) W(kN)  i Ai Ci Q(kN)  i Ai Ci Q(kN)
3 12110 12110 0.254 1.341 0.297 3597 0.191 1.414 0.792 9590 
2 17033 29143 0.611 1.132 0.237 6907 0.459 1.201 0.672 19597
1 18523 47666 1.000 1.000 0.200 9533 0.750 1.080 0.605 28823
B 15888 63554 11122 1.000 1.000 0.560 35590
  
 建物 D C0=0.2                 CB=0.38 
W(kN) W(kN)  i Ai Ci Q(kN)  i Ai Ci Q(kN)
4 5777 5777 0.223 1.655 0.331 1912 0.171 1.777 0.675 3900 
3 6612 12389 0.479 1.334 0.267 3306 0.368 1.444 0.549 6796 
2 6875 19264 0.745 1.143 0.229 4405 0.572 1.260 0.479 9223 
1 6606 25870 1.000 1.000 0.200 5174 0.768 1.129 0.429 11101
B 7825 33695 5956 1.000 1.000 0.380 12804
 
 建物 E C0=0.2                 CB=0.54 
W(kN) W(kN)  i Ai Ci Q(kN)  i Ai Ci Q(kN)
5 4183 4183 0.150 1.755 0.351 1468 0.115 1.880 1.015 4246 
4 5694 9877 0.353 1.412 0.282 2789 0.271 1.512 0.816 8062 
3 5989 15866 0.568 1.235 0.247 3921 0.435 1.335 0.721 11438
2 5989 21856 0.782 1.108 0.222 4844 0.600 1.214 0.656 14333
1 6087 27943 1.000 1.000 0.200 5589 0.767 1.116 0.603 16844
B 8492 36435 6438 1.000 1.000 0.540 17693
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表 6.4 杭の負担水平力および軸力  
建物  総重量  (kN) 
中小地震時・C0=0.2 大地震時  
総水平力  
(kN) 
杭１本あたり
Q(kN) 
軸力  
(kN) 
CB 
総水平力
(kN) 
杭１本あたり
Q(kN) 
軸力  
(kN) 
A 35623 6509 162.7 1470490 0.54 19237 480.9 
1960
0
B 38279 6681 48.4 525175 0.25 9417 68.2 
700
0
C 38279 11122 75.7 900300 0.56 35590 242.1 
1200
0
D 33695 5956 61.4 675225 0.38 12804 132.0 
900
0
E 36435 6438 47.7 600200 0.54 17693 131.1 
800
0
 
 
 
6.2.2 解析結果 
 表 6.5 に弾性地盤反力法（弾性解）による計算結果一覧を，図 6.1 に杭の曲げ耐力と計
算結果のモーメント，軸力との比較を示す．表 6.5 中の斜体で示した数字は固定度=0.5
の時の計算結果である．ここで，曲げ耐力は断面を構成する材料の応力－ひずみ関係を用
いた断面解析により計算した（第 4 章・表 4.4）．また，せん断耐力は以下の式 (5)1)：Qu1，
または式(6)8)：Qu2 により計算した．記号は第 4 章・4.3.4 参照．  
 
𝑄𝑢1 =
2𝑡𝑙
𝑆0
1
2 √
(𝜎𝑔 − 2𝜎𝑡)
2 − 𝜎𝑔
2 (5) 
 
  Qu2＝･be･j･(1+2+3) (6) 
 
 弾性地盤反力法（弾性解）による計算結果では，現行技術基準で規定される中小地震時
(C0=0.2)においては，現行の技術基準に従った設計（1 次設計）が行われている建物 A,C で
は，発生モーメントは杭体の短期許容応力度以下になっているが，その他の耐震設計が行
われていない建物ではいずれも短期許容応力度を超えている．  
 一方，大地震ではいずれも引抜き力が加わる側で終局耐力を超える計算結果となり，地
震荷重が大きくなると建物による差はほとんどなくなる．中小地震に対する許容応力度設
計の実施は大地震時の安全性確保にはつながらない可能性が示唆される．また，実際の被
害は建物 C は杭頭がすべて破壊，建物 B,C では長手方向の被害が生じており，この計算結
果で説明することは難しい．  
 以上から，弾性地盤反力法による計算は大地震時の安全性の目安となる可能性はあるも
のの，大地震時の被害の詳細との対応はあまり期待できないと考えられる．  
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表 6.5 弾性地盤反力法（弾性解）による計算結果  
 中小地震時(Cb=0.2) 
建物 
Q 
(kN) 
N 
(kN) 
Qa1 
(kN) Qa1/Q 
Qa2
(kN) Qa2/Q
y
(cm)
M0 
(kNm)
Mmax 
(kNm)
Ma 
(kNm) Ma/M0 Ma/Mmax
A 162.7 1470 456.6  2.81  472.8 2.91 0.29 154.3 32.1 251.9  1.63  4.42 
   490 371.2  2.28  565.0 3.47 0.43 77.2 57.0 197.3  1.28  3.46 
B 48.4 525 166.2  3.43  101.8 2.10 0.64 46.9 9.7 23.0  0.49  1.33 
   175 126.7  2.62  98.5 2.03 0.95 23.4 17.3 22.6  0.48  1.31 
C 75.7 900 281.3  3.72  272.6 3.60 0.20 60.8 12.6 127.2  2.09  5.66 
   300 224.9  2.97  333.9 4.41 0.30 30.4 22.5 83.6  1.38  3.72 
D 61.4 675 204.8  3.34  145.8 2.37 0.68 68.2 14.2 38.0  0.56  1.51 
   225 158.7  2.58  164.7 2.68 1.01 34.1 25.2 34.5  0.51  1.37 
E 47.7 600 180.4  3.78  112.9 2.37 0.25 34.2 7.1 24.3  0.71  1.92 
   200 133.1  2.79  95.5 2.00 0.38 17.1 12.6 18.8  0.55  1.49 
 大地震時  
建物 
Q 
(kN) 
N 
(kN) 
Qu1 
(kN) Qa1/Q 
Qa2
(kN) Qa2/Q
y
(cm)
M0 
(kNm)
Mmax 
(kNm)
Mu 
(kNm) Ma/M0 Ma/Mmax
A 480.9 1960 493.8  1.03  472.8 0.98 0.85 456.2 94.8 544.6  1.19  3.23 
   0 320.0  0.67  515.0 1.07 1.28 228.1 168.6 357.9  0.78  2.12 
B 68.2 700 182.7  2.68  119.7 1.76 0.90 66.1 13.7 87.1  1.32  3.57 
   0 101.4  1.49  80.6 1.18 1.34 33.0 24.4 38.8  0.59  1.59 
C 242.1 1200 305.6  1.26  288.2 1.19 0.63 194.4 40.4 261.3  1.34  3.64 
   0 190.6  0.79  303.3 1.25 0.94 97.2 71.8 140.3  0.72  1.95 
D 132 900 224.3  1.70  166.2 1.26 1.45 146.6 30.5 133.6  0.91  2.47 
   0 129.6  0.98  144.3 1.09 2.18 73.3 54.2 60.9  0.42  1.13 
E 131.1 800 200.0  1.53  124.0 0.95 0.70 94.0 19.5 89.0  0.95  2.56 
   0 101.4  0.77  72.6 0.55 1.05 47.0 34.7 38.8  0.41  1.12 
 *斜体は固定度=0.5 の場合  
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         ・建物 A                ・建物 B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         ・建物 C                ・建物 E 
 
 
 
 
 
 
                        大地震時  
                        中小地震時(C0=0.2)  
 
 
         ・建物 E 
 
図 6.1 弾性地盤反力法（弾性解）による計算結果  
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6.3 はり-ばねモデルによる解析 
6.3.1 解析方法 2) 
・分離モデルの解析は代表構面について基礎ばり下のみを取り出して杭体は線材，地盤は
ばねとした分離モデルによる静的増分解析とし，杭頭水平力と地盤変形を同時に与えた．
解析は図 6.2 に示すように杭長や負担軸力など条件ごとに杭をグルーピング化して実施
した．地震時負担軸力 NE については，本来は上部構造の解析を実施して算定する必要が
あるが，本検討では，対象建物は低層であり，長期支持力 Ra に対し NE=0～2×Ra の範囲
内で軸力の影響の上限と下限を考慮できると判断し， NE=0，Ra，2×Ra となる杭が各 1/3
ずつあると仮定して解析を実施した．  
・地盤ばねは，間瀬・中井の提案 9),10)を用いて算定した地盤反力－水平変位関係から多折
れ線にモデル化する．地盤定数は N 値から経験式を用いて設定し，非線形化の度合いを
表す定数 u は深さ（上載圧）と土質に応じて設定した．群杭効果は考慮しない．  
  解析に用いる各建物の地盤定数を表 6.6 に，設定した地盤ばねモデルを図 6.3 に示す．  
・杭体は，断面を構成する材料の応力－ひずみ関係を用いた断面解析により計算した M-
関係から図 6.4 に示すようにトリ－リニア型にモデル化した．杭体の軸力は上記のよう
に NE=0，Ra，2×Ra で一定として計算した．  
・応力解析は，ボーリンク位置ごとに地盤の地震応答解析を行って求めた図 6.5 に示す地
盤変形（杭先端からの相対変位）および杭 3 本分の杭頭水平力を同時に 30 ステップの
均等増分で与えた．杭頭水平力は表 6.4 に示す大地震時の値である．  
・被害の状況から，杭体弾性状態における剛接合(固定：=1.0)の場合の杭頭に発生する曲
げモーメントとの比によって，杭頭固定条件（杭頭回転剛性）を考慮した．なお，こ
の値は弾性設計における杭頭固定度と同じ定義であり，以下「杭頭固定度」ともいう． 
  また，建物 B,D に関しては同形状の建物で構成された団地の位置の建物のみが被害を
受けていることから，表層の軟弱地盤の不均質性が影響している可能性を考慮して，表
層地盤のせん断波速度 Vs を 1/2 に低減したケースも実施した．  
  以上を考慮して設定した解析ケースを表 6.6 に示す．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  
図 6.2 解析モデル  
 
N=0       N=Ra    N=2×Ra 
  (Ra:長期許容支持力 ) 
弾性状態の発生モーメント  
の比=M/M 固定で評価  
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表 6.6 解析に用いた地盤定数  
建物 A 
層 No. 下端深度(m) 土質  Vs(m/s)
平均
N 値 
c 
(kN/m2) u 
1 3.3 粘性土 78 4.5 0 30 20 
2 4.4 粘性土 67 25.0 0 156 20 
3 8.8 砂質土 116 27.0 40 0 50 
4 16.3 粘性土 167 18.1 0 113 50 
5 22.5 砂質土 173 26.8 36.7 0 50 
6 27.6 粘性土 216 16.8 0 105 100 
7 33.0 砂質土 166 45.0 0 281 100 
 
建物 B 
層 No. 下端深度(m) 
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2) u 
1 4.5 60* 0 20* 20 
2 8.5 150 0 20 20 
3 13.0 65 0 20 20 
4 17.5 65 0 20 20 
5 19.5 158 0 30 50 
6 21.5 222 32 0 150 
7 22.5 265 45 0 150 
  
 建物 C 
   No.1           No.2           No.3 
層 
No. 
下端  
深度  
(m) 
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2) u 
下端
深度
(m)
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2)
u 
下端
深度
(m)
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2)
u 
1 2.0 200 0 59  20 1.85 200 0 25 20 2.4 200 0  28 20
2 4.0 200 0 38  20 4.0 310 36 0 50 5.7 310 39  0 50
3 6.0 310 41 0  50 6.0 310 33 0 50 6.7 310 0  25 50
4 8.5 160 28 0  50 8.1 310 36 0 50 8.7 310 43  0 50
5 11.0 160 32 0  100 10.6 160 27 0 50 11.4 160 35  0 50
6 13.0 480 0 313  150 13.1 160 29 0 100 14.0 160 30  0 100
7      14.0 480 0 313 150 16.0 480 0  313 150
 
建物 D 
 No.1                 No.2 
層  
No. 
下端  
深度  
(m) 
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2) u 
層
No.
下端
深度
(m)
Vs 
(m/s) 
c 
(kN/m2) u 
1 2.0 70* 0 31* 20 1 2.0 70* 0 47* 20 
2 6.0 70* 0 20* 20 2 5.0 70* 0 20* 20 
3 8.0 70 0 20 20 3 8.0 70 0 23 20 
4 12.0 170 0 81 50 4 13.0 170 0 73 50 
5 16.0 170 0 59 100 5 18.0 170 0 91 100 
6 20.0 170 0 69 150 6 23.0 170 0 70 100 
      7 30.0 170 0 81 150 
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建物 A 
 
 
 
 
 
 
 
 
建物 B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       No.1            No.2            No.3 
建物 B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             No.1            No.2 
建物 B 
図 6.3 地盤ばねモデル  
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  建物 A・PHC 杭    建物 B・PC 杭    建物 C・PHC 杭   建物 D・PC 杭  
      C 種500       300         B 種400      350 
図 6.4 杭の M-関係  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
建物 A        建物 B       建物 C      建物 D 
 
図 6.5 地盤変形  
 
表 6.7 解析ケース  
建物  建物 A  建物 B 建物 C  建物 D 
ケース  A1 A2  B1 B2 B3 B4 B5 B6 C1 C2  D1 D2
杭頭固定度 1.0 0(pin)  1.0 0.5 0.05 1.0 0.5 0.05 1.0 0.3  1.0 1.0
表層地盤物性  －  －   －  － － 低減 低減 低減 － －   －  低減
 
 
  
N=0
N=Ra
N=2×Ra
MuMy 
Mc 
Mu
My
Mc
Mu My 
Mc 
N=0
N=Ra
N=2×Ra
N=0
N=Ra
N=2×Ra
N=0 
N=Ra 
N=2×Ra 
Mu 
My 
Mc 
0
50
100
150
0 0.02 0.04 0.06
M
(k
N
m
)
 (m-1)
0
100
200
300
0 0.02 0.04
M
(k
N
m
)
 (m-1)
0
50
100
150
200
0 0.02 0.04 0.06
M
(k
N
m
)
 (m-1)
0
200
400
600
0 0.01 0.02 0.03
M
(k
N
m
)
 (m-1)
0
5
10
15
20
0.00 0.05 0.10 
深
度
(m
)
地盤変形 (m)
0
5
10
15
0.00 0.02 0.04 
深
度
(m
)
地盤変形 (m)
No.1
No.2
No.3
0
5
10
15
20
25
30
0.00 0.05 0.10 
深
度
(m
)
地盤変形 (m)
No.1
No.2
0
5
10
15
20
25
30
0.00 0.05 0.10 
深
度
(m
)
地盤変形 (m)
111 
 
6.3.2 解析結果 
(1)建物 A 
 本建物では杭頭の被害と地中部の被害が混在しており，杭頭の固定条件の違いの影響が
その要因の一つとなっていること考えられるが，平面的な位置や上部構造との関係から杭
ごとの固定度の違いを評価することは難しい．そこで，杭頭接合部の固定条件として固定
(=1.0)およびピン(=0.0)とした解析をそれぞれ実施した．  
 解析結果（曲げモーメント分布）を図 6.6 に示す．ここで，負担軸力によらず杭頭が固
定ではすべて杭頭で，ピン条件ではすべて地中部で破壊する結果が得られた．ただし，地
中部の破壊位置は IT 試験による推定深さ(杭頭から 3.3~7.3m)に比べ浅い位置であった．  
 実際の杭の被害は一部のみであり無被害の杭が多く，本解析は被害シミュレーションと
しては建物への入力地震動の評価が過大である可能性がある．また，杭頭接合部の固定条
件についても負担軸力や施工条件に応じた精査が必要と考えられる．さらに，同一フーチ
ングでも被害の違いも見られており，これ以外の杭配置による地盤反力の違い（群杭効果）
などの影響も考慮する必要があると考えられる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
NE=0          NE=Ra        NE=Ra×2 
図 6.6 建物 A の杭の曲げモーメント分布（=1.0,0）  
 
(2)建物 B 
本建物では杭の被害形態はさまざまで，杭ごとに杭頭の固定条件や地盤条件の違いがあ
ることがその要因となっていることが推定される．  
杭頭固定条件については，上部構造の壁や基礎ばりの位置と被害状況の関係は明確でな
く，被害調査時には杭頭がパイルキャップにほとんど埋め込まれていない杭も認められ，
定量的に評価することは困難である．そこで，本解析では=1.0，0.5，0.05 の 3 種類の解
析をそれぞれ実施した．また，本敷地では造成時に盛土や水路の付け替えもあり，埋土層
や腐植土層は自然堆積地盤に比べより不均質である可能性が高いと考え，その影響を考慮
するため表 6.6 に*で示す層の Vs 値および強度を 1/2 と仮定した解析も行った．  
 解析結果（曲げモーメント分布）を図 6.7（表層地盤の低減なし），図 6.8（低減あり）
に示す．ここで，表層地盤の低減がないケースでは NE=0 では杭頭が破壊に至っているも
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のの，その他のケースでは一部がひび割れや降伏に至っており，被害が顕在化しなかった
部分の状況とは対応すると考えられるが，被害のあった部分の状況とは対応しない．固定
度の影響も顕著でなく，被害の違いを説明できない．一方，地盤の剛性や強度の低減を
考えたケースでは，NE=0 および NE=Ra×2 で杭頭固定(=1.0)の場合に杭頭が，ピンに近い
条件(=0.05)の場合に地中部が破壊または降伏する結果となった．=0.5 の場合は，低減の
ないケースとあまり差がなかった．  
この結果から，同一の解析条件では被害がさまざまであることの説明は難しいものの，
杭ごとの杭頭回転剛性の固定度や地盤反力の違いを適切に考慮することにより，それぞれ
の被害状況と対応する結果が得られる可能性があると考えられる．  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         NE=0         NE=Ra         NE=Ra×2 
図 6.7 建物 B の杭の曲げモーメント分布（表層地盤の低減なし）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    NE=0         NE=Ra         NE=Ra×2 
図 6.8 建物 B の杭の曲げモーメント分布（表層地盤 1/2 に低減）  
 
(3)建物 C 
 本建物では，3 つの調査位置によって地層構成が若干異なるため杭長は支持層深さに応
じ 3 種類としており，本解析でもボーリング孔ごとに，つまり杭長ごとに地盤の応答解析
や地盤ばねのモデル化を行い応力解析を行った．さらに被害部分の杭はすべて杭頭が破損
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しており固定度がある程度は確保されていたと考えられるが，一部の杭では地中部被害も
見られ，かつ他の部分では杭頭の被害はないことから，固定度の違いの可能性も考え，=1.0，
0.3 の解析を実施した．なお，杭長や地盤条件（主に表層の埋土層の厚さ）の違いを考慮
した杭の水平剛性の比は 1.0(No.1･杭長 13m)：0.88(No.2･杭長 14m)：0.78(No.3･杭長 16m)
となり，偏心の影響を上部構造と同様な手法で考慮して杭頭水平力をそれぞれ 232.1kN/本，
244.4kN/本，251.2kN/本とした．  
 図 6.7 に NE=0 の場合，図 6.8 に NE=Ra×2 の場合の曲げモーメント分布を示す．ここで，
=1.0 の場合はいずれも杭頭部は破壊に至っているが，これはほとんど杭頭水平力による
もので，建物への入力地震動の評価が過大である可能性がある．一方，杭頭固定度が 0.3
程度であれば No.1･杭長 13m や No.2･杭長 14m では破壊に達しておらず，実際の状況に近
い．また，地中部は No.2･杭長 14m や No.3･杭長 16m で杭頭から3m 付近で破壊に達する．
さらに，NE=0 の場合は No.3･杭長 16m で杭の先端より 1m 程度上の部分でも降伏モーメン
トを超えており，この部分の支持力低下につながった可能性がある．   
 以上から，杭頭固定度や負担軸力を適切に設定することで本建物の被害状況を説明でき
る可能性があるが，杭頭固定度の評価については精査が必要である．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
No.1         No.2          No.3 
図 6.9 杭の曲げモーメント分布(NE=0)（建物 C）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
No.1         No.2          No.3 
図 6.10 杭の曲げモーメント分布=0.5 (NE=Ra×2) （建物 C）  
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(4)建物 D 
 本建物は建物東西端で地層構成が異なっており，地盤ばねの評価や応答解析もボーリン
グ孔／杭長ごとに行うものとし，応力解析は建物 C と同じく長さの異なる杭ごとのモデル
を用いた．杭頭接合部の状況は不明であるが，2 章に示すように本建物ではすべての杭の
杭頭で破壊が見られたことから，ほぼ固定に近い状態であったと判断して=1.0 のケース
のみを実施した．なお，杭長は異なっても水平剛性はほぼ同じ(1:0.97)であることから，水
平力は均等に負担するものとした．また，本建物も建物 B と同様に腐植土層の上に盛土し
て造成されていることから，その不均質性を想定して*で示す層の地盤の剛性および強度を
1/2 とした場合の解析も実施した．  
図 6.11 に NE=0 および NE=Ra×2 の場合の曲げモーメント分布を示す．いずれのケースも
すべての杭頭部で破壊に至っており実際の被害と対応する．ただし，本建物で見られた
300mm を超える不同沈下（No.2･杭長 30m 側の沈下量が大）が生じるためには，被害調査
では確認できなかったが，地中部の破壊もあった可能性も考えられる．解析結果では，地
盤の剛性および強度を低減させない場合は，地中部の曲げモーメントは NE=0 でひび割れ，
NE=Ra×2 で降伏モーメント程度である．地盤を低減させた場合は，No.2･杭長 30m で N=Ra×2
の場合に地中部も破壊に達しており，不同沈下の要因を説明できる可能性がある．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     No.1       No.2         No.1        No.2 
         NE=0                  NE=Ra×2 
図 6.11 杭の曲げモーメント分布(建物 D)  
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6.4 まとめ 
 
①弾性地盤反力法による計算では，検討対象とした建物全てで大地震ではいずれも引抜き
力が加わる側で終局耐力を超える計算結果となり，中小地震に対する許容応力度設計の
実施は大地震時の安全性確保にはつながらない可能性が示唆される．  
  また実際には，建物 A では同じフーチングでの被害の違いが生じていること，建物 C
は圧縮側も含む杭頭がすべて破壊していること，建物 B,C では地震時変動軸力の大きい
短手方向でなく長手方向で被害が生じていることなど，この計算結果では説明できない
被害が生じている．弾性地盤反力法による計算は大地震時の安全性の目安とはなるが，
大地震時の被害の詳細との対応はあまり期待できないと考えられる．  
 
②基礎ばりから下をモデル化したはり－ばねモデルを用いて，杭体および地盤の非線形性
や外力として地盤変位を考慮して実施した静的応力解析では，杭の損傷の発生の可能性
についてはある程度まで把握可能と考えられる．  
  ただし，1 つ解析条件では建物内での被害の違いや一部の杭のみが破損して長手方向
に傾斜した要因を説明することは難しく，杭頭と地中の損傷が混在するような被害に対
しては，杭ごとに地盤の剛性（地盤反力）を低下させたり杭頭固定度を下げるなどの考
慮が必要である．  
 
③建物 A および B の被害状況が杭位置により異なるのは，杭頭回転剛性（杭頭固定度）の
影響が大きいと考えられるが，同一フーチングでも被害の違いが生じており，被害シミ
ュレーションのためには，さらに杭配置による地盤反力の違い（群杭効果）や施工時の
影響などの可能性も考慮する必要があると考えられる．  
 
④建物 B および D では，表層の埋土や腐食土層の地盤の平面的な不均質性が，特に地中部
の被害状況に影響していることが確認された．ただし，地盤調査では確認できておらず，
建物 B では被害のあった部分では造成時の地盤条件の違いなどで表層部の地盤の剛性が
他よりも低い可能性もある．   
 
⑤建物 C での杭の被害の違いは，杭長や地盤の違いだけでなく，杭頭回転剛性（杭頭固定
度）の影響も考えられ，上部構造の耐震壁との関係や施工状況，負担軸力の影響などの
精査が必要と考えられる．  
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第 7 章 被害シミュレーション解析に基づく杭基礎の耐震性能評価手法の検討 
 
7.1 検討目的 
本章では，前章までの検討を受けて，被害を再現可能でかつ実用的な杭の大地震時耐震
性評価手法について提案するため，2011 年東北地方太平洋沖地震での杭の被害が詳細調査
された 2 つの建物に対する被害シミュレーション解析を実施した．これらの建物（建物 A,B）
は，第 2 章で示すようにいずれも一部の杭基礎のみが破損することにより建物が傾斜する
という特徴的な被害を受けており，建物 A は現行の技術基準を満足する杭の耐震設計が行
われていることが確認されている．  
 
被害シミュレーション解析手法は，前章までの検討を受け，以下のような考え方により
設定した．この方法による解析結果と実際の杭の被害との比較や被害の再現性を通して大
地震時耐震性評価手法としての適用性，妥当性を検証した 1)．  
 
・解析モデルは，被害のあったフレーム全体の杭と地盤ばねからなるモデルとした．ここ
では，1 本ずつの杭の軸力の偏在や杭の平面位置の影響（群杭効果）による水平地盤反
力の違い，および方向の異なる地震力外力により杭が段階的に破壊していく過程を再現
することを考え，検討対象となる範囲の杭をすべてモデル化した．  
・杭種はいずれも既製コンクリート杭であり，第 4，5 章に示した考え方に基づいて負担軸
力に応じた杭体および杭頭接合部の非線形性を考慮した．地盤ばねは，既往の研究に基
づき土質や深さ（上載圧）を考慮した非線形モデルに加え，杭間距離に応じて群杭効果
を考慮した．  
・建物への地震入力や地盤変位は観測波を用いた地盤の地震応答解析に基づいて設定し，
上部構造から伝わる慣性力（杭頭水平力）および軸力は中小地震に対する設計で用いる
静的解析を拡張して求めた．  
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7.2 被害シミュレーションのための解析方法 
(1)解析モデル  
 基礎梁より下について杭を梁要素，地盤をばねとした図 7.1 に示すような分離モデルを
採用し，荷重の方向ごとの軸力の違いや群杭効果による水平地盤反力の違いを考慮するた
め，検討対象となる範囲の杭をすべてモデル化した．  
 荷重は，杭頭水平力と地盤変位を荷重増分法により同じステップで同時に与えた．  
 また，破壊状況からは，方向の異なる地震力を段階的に破壊していく可能性があると判
断し，荷重方向ごとに 2 段階で解析を行うこととした．図 7.2 に示すように，後段階の解
析では荷重方向による軸力の違い，群杭効果の違いを考慮するとともに，前段階での杭の
破壊状況も考慮したモデルとした．  
 杭および地盤ばねについては，前章までの検討に基づき，軸力に応じた M-または M-
関係あるいはひずみ依存性や群杭効果を考慮したモデル化を行う．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.1 被害シミュレーションのための解析モデル  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.2 被害過程を考慮したモデル化の考え方  
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(2)地盤のモデル化方法  
a. 地盤ばねの設定方法  
 地盤ばねに用いる水平地盤反力係は，(1)式の間瀬・中井の提案モデル 2)を用いて得られ
た荷重(P)-変位()関係に基づき多折れ線にモデル化した．  
𝑃 (𝑅)
𝑦(𝑅)
=
𝐾0
1+
𝐾0
𝑃𝑦𝑅
(1−𝑅𝑒)
𝑢
2
𝜋
𝑙𝑛{sec(
〈𝑅−𝑅𝑒〉
1−𝑅𝑒
𝜋
2)}
 (1) 
K0 ： (2)式により求めた初期剛性  
Py ：塑性地盤反力係数（ (4)~ 
R ：正規降伏比=P(R)/Py 
〈R〉  ：R≧0 のとき R，R<0 のとき 0 
Re ：弾性限の R 値(ここでは 0) 
u ：極限地盤反力に近づく度合いを表す定数  
 
初期剛性 K0 は Francis による提案式に群杭の影響を考慮した係数を乗じた(2)式により
求めた．地盤の変形係数 E0 は，当該敷地で推定した本震時の入力地震動を用いた地盤の 1
次元等価線形解析(SHAKE)により得られた剛性低下後のせん断波速度 Vs から設定した．こ
こで，初期せん断波速度は地震後に敷地内で実施した常時微動測定に基づき，同じく地震
後に実施した PS 検層結果を参考に設定し，地盤の剛性低下（G-,h-関係）は既往の提案
式を用いて評価した．  
ܭ଴ = 𝜉݇௛ܤ ൌ 1.3 ாబଵି𝜈మ ቀ
ாబ஻ర
ாூ ቁ
భ
భమ (2) 
  
 塑性地盤反力 Py は岸田，中井(1977)3)(1979)4)の提案式に群杭の影響を考慮した係数，，
を乗じた(3)～(6)式により求めた．算定は土質（層）ごと，Ⅰ，Ⅱ領域（第１章参照）ご
とに分けて行っているが，砂質土の内部摩擦角および粘性土の粘着力 Cu については，検
討対象とした建物では力学特性に関する試験は行われていないため，N 値から経験式 (7)，
(8)式 5)を用いて求めた．  
 砂質土  
Ⅰ領域 𝑃𝑦 =
𝜅
3
{
𝐾0 tan 𝜙 sin 𝛽
tan(𝛽−𝜙)
𝑧
𝐵
+ 𝐾0 tan 𝛽(tan 𝜙 sin 𝛽 − tan 𝛼)
𝑧
𝐵
− 𝐾𝐴 +
tan 𝛽
tan(𝛽−𝜙) (
1 +
𝑧
𝐵
tan 𝛼 tan 𝛽)} (3) 
Ⅱ領域 𝑃𝑦 =
𝜅
3 {
cos(
𝜋
4
−
𝜙
2)
cos(
𝜋
4
+
𝜙
2)
1−sin 𝜙
cos 𝜙
exp[(
3
2
𝜋 − 𝜙) tan 𝜙] − 𝐾𝐴}
𝛾𝑧 (4) 
 粘性土  
Ⅰ領域 𝑃𝑦 = 𝛾𝑧 + (2𝑐 + 2𝜇𝑐
𝑧
𝐵
) (5) 
Ⅱ領域 𝑃𝑦 = 𝜆𝑐 (6) 
 
𝜙 = √20𝑁1 + 20 (7) 
𝐶𝑢 = 12.5
𝑁
2
 (8) 
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 係数 u は水平載荷試験との対応に基づく経験値により設定した 1)．  
 
b.群杭効果  
 群杭効果については，「建築基礎構造設計指針」 (2001)6)に示された載荷試験や解析に基
づく評価式(9)~(12)を用いて求め， (1)式に考慮した．ただし，検討対象建物の杭は建物 A
ではパイルキャップに複数本数打設され，建物 B も壁下に不均等な配置であることから，
群杭効果は建物全体ではなく，それぞれの杭間距離に応じて考慮した．  
 つまり，建物内部にあっても隣接する杭までの距離が遠い場合は前方杭とした．また，
同指針 6)にならって，変形量の小さい初期剛性 K0（水平地盤反力 kh）の群杭効果は，前
方と後方で相互に影響するものとして考慮する範囲内にあるすべての杭で考慮し，塑性地
盤反力に関する群杭効果は後方へは影響しないとして後方杭のみに考慮した．  
 
 初期剛性 K0（水平地盤反力 kh）の群杭効果  
𝑅
𝐵
≤ 6.0 の場合 𝜉 = 0.15 𝑅
𝐵
+ 0.1 (9) 
𝑅
𝐵
> 6.0 の場合 𝜉 = 1.0 (10) 
 
 塑性地盤反力 Py の群杭効果  
砂質土 𝜅 = (0.55 − 0.007𝜙)[
𝑅
𝐵
− 1.0] + 0.4   𝜅 ≤ 3.0 とする  (11) 
粘性土 𝑅
𝐵
< 3.0 の場合 𝜇 = 0.6 𝑅
𝐵
− 0.4, 𝜆 = 3.0
𝑅
𝐵
 (12) 
𝑅
𝐵
≥ 3.0 の場合 𝜇 = 1.4, 𝜆 = 9.0 (13) 
   (記号は第 1 章参照）  
 
 
 (3)杭体のモデル化  
 杭体は，構成材料の応力-ひずみ関係を用いた断面解析 7)により得られた M-関係からト
リ・リニア型にモデル化した．折れ点は，ひび割れモーメント Mc，降伏曲げモーメント
My，終局曲げモーメント Mu で，以降は一定値とした．  
 断面解析の方法および構成材料の応力()-ひずみ()関係は，第 4 章の分析および第 5 章
の実験により適用性を確認した手法を用いた．計算に用いた PHC 杭のコンクリートおよび
PC 鋼材の関係 7)を図 7.3 に示す．  
 M-関係は軸力ごとに計算するが，設計方法としての実用性を考慮して，軸力を M-関
係に逐次相関させるのではなく１つの解析ケースでは最大（最小）軸力一定での評価とし
た（杭頭接合部も同様）．  
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            コンクリート             PC 鋼材 
図 7.3 杭材料の-関係 6) 
 
 
(4)杭頭接合部のモデル化方法  
 既製コンクリート杭では杭頭接合部の形状はさまざまあり，評価方法は確立されていな
い．今回対象とした建物も建設年代が違うため形状が異なっていることから，それぞれの
特徴に応じたモデル化を行った．  
 建物 A の接合筋を用いた方式については，建物 A の杭頭デティルを再現した構造実験を
実施して得た曲げモーメント(M)-回転角()関係に基づいて定式化した．（第 5 章参照）  
 建物 B のように杭体がパイルキャップにほとんど埋め込まれておらず，かつ接合筋のな
い方式の場合は単純化した理論的評価が可能と考え，既往の理論式から定式化した．  
 いずれも軸力の影響を考慮したモデル化であるが，杭体のモデルと同様にそれぞれの杭
の軸力は１つの解析ケースの中では一定とした．  
 
(5)荷重・外力の設定方法  
 解析モデルに外力として与える地盤変位および杭頭水平力は図 7.4 に示すように 2011 年
東北地方太平洋沖地震において近隣で観測された地震波を用いた地盤の地震応答解析に基
づいて求めた．地盤変位および杭頭水平力評価の元となる地表面応答加速度（図 7.4③）
は，近隣での観測波（①）を観測点の地盤増幅特性を考慮して工学的基盤に戻した上で，
検討建物の敷地でも工学的基盤の地震波（②）は同一と考え，これを入力地震動とした 1
次元等価線形解析(SHAKE8))により求めた．地盤の速度構造は敷地内で実施した PS 検層お
よび建物直近で実施した微動観測から推定した値を用いた．  
 
 杭頭水平力（慣性力）は，入力損失 9)~11)を評価した基礎階の層せん断力係数 C0 から静
的解析により算定する．根入れ深さを考慮した入力損失は地表面応答加速度スペクトルに
(14)~(16)式の低減係数を考慮し，時刻歴に戻して求められた応答加速度の最大値max2 を
重力加速度 g で除した値(max2/g)を C0 とした．上部構造のせん断力分布は，建物が中低層
で地震動による構造体の損傷がほとんど見られないことから Ai 分布とした．建物 A では，
さらに上部構造の偏心の影響を考慮するとともに，非構造壁（方立壁）に損傷の見られた
方向はその被害状況や架構の保有耐力を考慮して層せん断力係数 C0 の上限値を設定した． 
 
 
ccmax 
=0.0025 
ccy 
E
cty 
pEs
pcm
p tm
pcmax 
=0.05 
p t
pc
pcy2
=0.01
p tmax
=0.05
p ty2
=0.01
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ܨ஻ሺ߱ሻ ൌ ܪሺ߱ሻ ൈ ீܨ ሺ߱ሻ (14) 
ܪሺ߱ሻ ൌ
ۖە
۔
ۖۓ อୱ୧୬
ഘವ೑೐೜
ೇೞ
ഘವ೑೐೜
ೇೞ
อ
ଶ
ሺ߱ ൑ ߱௡ሻ
0.405															ሺ߱ ൐ ߱௡ሻ
 (15) 
߱௡ ൌ గ௏ೞଶ஽೑೐೜ (16) 
F() ：地表面応答加速度スペクトルの振動数ごとの応答値  
FB() ：入力損失 H()を考慮した振動数ごとの応答値  
Dfeq ：等価根入れ深さܦ௙௘௤ ൌ ܦ௙ ൅ ܮ௘௤ 
Df ：根入れ深さ  
Leq ：杭の等価根入れ深さ，ܮ௘௤ ൌ గସ ට
∑ா೛ூ೛
ீ
ర
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.4 荷重・外力の評価方法  
  
 
支持層
Ai 分布に基づく地震層せん断
杭頭水平力 Q･軸力
地盤応答解析 
工学的基盤 
地盤変位
入力損失
の考慮
Q
N①観測波 
②工学的基盤波
③地表面応答波
C0
敷地地盤
観測点 
の地盤 
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7.3 建物 A の杭の被害シミュレーション解析 
7.3.1 杭の被害の特徴 
 2011 年東北地方太平洋沖地震における建物 A の被害は図 7.5 に示すように，40 本の杭
（PHC 杭500・杭頭 C 種＋A 種の継杭）のうち，杭頭破損・地中部被害なし 3 本，杭頭破
損・地中部損傷 1 本，杭頭被害なし地中部損傷 11 本，被害なし 26 本であった（詳細は第
2 章参照）．杭頭が破損した杭はすべて西端の 1 通りにあり，1 通りの杭はすべて杭頭，地
中，その両方のいずれか被害があった．その結果，建物は北西方向に向かって不同沈下・
傾斜し，西北隅角部の相対沈下量は 89mm であった．  
 杭頭の被害の状況を詳細に見ると，No.1,2 は杭頭の圧縮破壊あるいは北西方向に向かう
せん断破壊と見られる破壊，No.6 はやや下がった位置から西北西方向にせん断破壊と考え
られる破壊面が見られた．地中部の損傷の可能性のある深さは，-3.3m~7.3m である．（第 2
章表 2.4）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.5 杭の被害調査結果  
 
  
  
 杭頭破損地中部被害なし (3)  杭頭被害なし地中部損傷 (11)
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7.3.2 解析方法 
(1) 解析ケース  
 解析ケース設定のため，被害調査で把握した杭の破壊部位や方向から，被害は以下のス
テップで発生したと想定した．  
 
①N→S 方向の載荷により軸力が大きくなる No.1,2 杭頭が曲げ圧縮破壊またはせん断破壊  
 （No.6 の杭頭は，このステップもしくは②ステップで破壊）  
②W→E 方向の載荷により軸力が小さくなる 1 通りの杭の地中部が破損  
 （No.1,2 は前ステップで杭頭破壊のため，水平力を負担しない）  
③1 通りが支持性能の喪失に至り，E→W 方向の地震動により沈下，傾斜  
 
        地震力の方向                 地震力の方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ステップ               ②ステップ  
図 7.6 被害過程の想定  
 
 この被害過程のシミュレーションのため実施した解析ケースを表 7.10 に示す．解析モデ
ルは(2)に示すように 1 通りの 8 本の杭からなるが，それぞれの杭の設定軸力および前方杭
か後方杭かの設定もあわせて示す．  
 N→S 方向の載荷を Case1，W→E 方向を Case2，E→W 方向を Case3 とした．また，Case1
では No.1 杭頭が破壊するまで (Case1-1)と，杭頭水平力が残りの杭に再配分された後
(Case1-2)の 2 段階とし，Case1-2 では，No.1 が水平抵抗を喪失した後は地盤と同等として
No.2 を前方杭としたケース(Case1-2A)と後方杭としたケース(Case1-2B)，さらに No.1 の軸
力もすべて No.2 で負担するとしたケース(Case1-2C)を実施した．さらに，Case2 では No.1,2
が水平力を負担しない場合(Case2A)と負担した場合の(Case2B)の比較も行った．  
 各ケースの負担軸力は(3)に示す手順により算定し，杭体や杭頭接合部の非線形性はこの
軸力により評価した．ここで，EW 方向載荷において同じ１通りでもパイルキャップごと
に軸力が違うのは，建物の不整形性によるものである．EW 方向はいずれの構面もラーメ
  杭頭破損   地中部損傷  
3 42 1 
C 
D 
E 
F 
3 4 21
C
D
E
F
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ン構造であるが，2 章図 2.7 に示すように，No.1,2 杭を含む南面 C 通りの架構は 2 スパン
で壁の開口間に方立て壁があり，No.3~6 杭を含む D 通りは 3 スパンで壁なし，No.6~8 を
含む E 通りは 3 スパンでドアや小窓のある非構造壁があり，それぞれ地震時の変動軸力も
異なる（図 7.16 参照）．  
 これらの解析ケースにおける各ケースの群杭効果の考慮は，表 7.1 のハッチングおよび
図 7.7 に示すものとした．  
 
表 7.1 解析ケース  
Case 載荷方向  
No.1 
 
No.2 
 
No.3 
各杭の設
No.4 
定軸力  
No.5 
(kN) 
No.6 
 
No.7 
 
No.8 
1-1 N→S 1300 1300 700 700 700 500 500 500 
1-2A N→S －  1300 700 700 700 500 500 500 
1-2B N→S －  1300 700 700 700 500 500 500 
1-2C N→S －  2600 700 700 700 500 500 500 
2A W→E －  －  350 350 350 100 100 100 
2B W→E 500 500 350 350 350 100 100 100 
3 E→W 1800 1800 1600 1600 1600 1600 1600 1600 
       群杭効果を考慮する後方杭  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  被害状況        CASE1-1  CASE1-2A,C CASE1-2B     CASE2A  CASE3 
 
  前方杭（群杭効果なし）   後方杭（群杭効果あり）  杭考慮せず(破壊） 
 
図 7.7 解析ケースごとの群杭効果  
  
3   4 
2 
 
1 
5 
6 
7   8 
No.2 杭に対して後方
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(2)解析モデル  
a.解析モデル  
 解析モデルは図 7.8 に示すように，顕著な被害を受けた 1 通りの基礎ばり下の杭 8 本（図
7.5 の点線部）をすべて含む分離モデルを用いた．  
 杭体は線材で杭長 30m，先端ピン支持とし，杭頭はバイリニア型の回転ばねとした．杭
は深さ方向に上杭分の 7m は杭径の 1/2(0.25m)で分割，以深は 0.5m×16 分割 ,1m×15 分割，
計 59 分割し，分割した節点ごとに地盤ばねを取り付けた．基礎梁は剛とし杭頭水平変位は
全て同じ（剛床仮定）とした．  
 解析は静的増分解析で，杭頭水平力と地盤変位を同時に最大値まで 30 ステップで等間隔
で加えた．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.8 解析モデル  
 
 
b.地盤のモデル化  
 地盤ばね値は，表 7.2 に示すように建物直近での地盤調査により得られた N 値および土
質から，(1)式~(8)式を用いた骨格曲線に(9)~(13)式により算定した表 7.3 に示す群杭効果を
考慮して算定した．群杭効果は建物全体ではなくフーチングごとに考慮しているが，NS
方向の載荷の場合のみ No.2 杭と No.3,4 杭間の群杭効果を考慮した．砂質土の群杭係数は
内部摩擦角の関数であるが，ここでは=40°の時の値を示した．  
 ここで，地層は土質ごと平均 N 値ごとに 7 層に分割した．定数 u は深さと N 値から経験
的な値 6)を用いた．初期剛性 K0 については，剛性低下を考慮したせん断波速度の収束値
Vs2 から計算した変形係数 E0 を用いて求めた．剛性低下は，(3)に示す PS 検層と微動観測
から設定した Vs に用いて行った地震応答解析により求めた．  
地盤変位  
杭頭水平力
杭 No.1   2       3    4 5   6  7    8
12 3
 
4
7
8
5 6
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 図 7.9 に，群杭効果を考慮した各層の地盤反力 P-水平変位関係について N→S 方向載荷
時（=0.475）の No.1（前方杭） ,No.2 杭（後方杭）の比較を示す．  
 解析に用いる地盤ばねモデルは，得られた曲線から水平変位が杭径の 1%(5mm)，
2%(10mm)，5%(25mm)，10%(50mm)，20%(100mm)の 5 点を折れ点とする多折れ線とした．
地盤反力は，100m 時の値を上限値とした．図 7.10 に解析に用いた地盤ばねモデルの P-
関係を示す．破線は群杭効果を考慮しない場合の値である．  
 
表 7.2 地盤定数  
 
下端深度
(m) 
土質  
初期値
Vs0(m/s)
収束値
Vs1(m/s)
平均
N 値

c 
(kN/m2)
u 
1 3.3 粘性土 120 77.8 4.5 0 30 20 
2 4.4 粘性土 120 66.8 25.0 0 156 20 
3 8.8 砂質土 220 116.4 27.0 40 0 50 
4 16.3 粘性土 220 167.2 18.1 0 113 50 
5 22.5 砂質土 280 173.4 26.8 36.7 0 50 
6 27.6 粘性土 280 216.2 16.8 0 105 100 
7 33.0 砂質土 280 165.7 45.0 0 281 100 
 
 
表 7.3 群杭の影響を考慮した係数  
N→S 方向載荷  
杭 No. R(m) B(m) R/B    
1 前方杭 1.25 0.5 2.50 0.48 3.0 1.4 9.0 
2 後方杭 1.25 0.5 2.50 0.48 0.27 1.10 7.50 
3 後方杭 2.59 0.5 5.19 0.43 0.51 1.4 9.0 
4 後方杭 2.59 0.5 5.19 0.43 0.51 1.4 9.0 
5 後方杭 1.08 0.5 2.17 0.43 0.24 0.90 6.50 
6 前方杭 1.08 0.5 2.17 0.43 3.0 1.4 9.0 
7 後方杭 1.08 0.5 2.17 0.43 0.24 0.90 6.50 
8 後方杭 1.08 0.5 2.17 0.43 0.24 0.90 6.50 
 
W→E 方向載荷  
杭 No.  R(m) B(m) R/B    
1 前方杭 1.25  0.5 2.50 0.48 3.0 1.4 9.0 
2 前方杭 1.25  0.5 2.50 0.48 3.0 1.4 9.0 
3 前方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 3.0 1.4 9.0 
4 前方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 3.0 1.4 9.0 
5 後方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 0.24 0.90 6.50 
6 前方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 3.0 1.4 9.0 
7 前方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 3.0 1.4 9.0 
8 後方杭 1.08  0.5 2.17 0.43 0.24 0.90 6.50 
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図 7.9 群杭効果を考慮した各層の P-関係(No.1,2 杭の N→S 方向載荷時の比較) 
No.1 層（GL-1.1~3.3m)            No.2 層（GL-3.3~4.4m) 
群杭効果なし 
No.1(前方杭 )
No.2(後方杭 ) 
群杭効果なし
No.1(前方杭 ) 
No.2(後方杭 ) 
No.3 層（GL-4.4~8.8m)           No.4 層（GL-8.8~16.3m) 
群杭効果なし 
No.1(前方杭 ) 
No.2(後方杭 ) 
群杭効果なし
No.1(前方杭 ) 
No.2(後方杭 )
No.5 層（GL-16.3~22.5m)           No.6 層（GL-22.5~27.6m) 
群杭効果なし 
No.1(前方杭 ) 
No.2(後方杭 ) 
群杭効果なし
No.1(前方杭 )
No.2(後方杭 )
No.7 層（GL-27.6~33.0m)
群杭効果なし 
No.1(前方杭 ) 
No.2(後方杭 ) 
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 No.1 杭(前方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.2 杭(後方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.3,4 杭(後方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
図 7.10(a) 地盤ばねモデル(N→S 方向) 
 
  
No.1(-1.1~3.3) 
No.2(-3.3~4.4) 
No.3(-4.4~8.8) 
No.4(-8.8~16.3)
No.5(-16.3~22.5)
No.6(-22.5~27.6)
No.7(-27.6~33.0)
破線：群杭効果なし
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 No.6 杭(前方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.5,7,8 杭(後方杭)／粘性土          ／砂質土  
 
 
 
図 7.10(b) 地盤ばねモデル(N→S 方向) 
  
No.1(-1.1~3.3) 
No.2(-3.3~4.4) 
No.3(-4.4~8.8) 
No.4(-8.8~16.3)
No.5(-16.3~22.5)
No.6(-22.5~27.6)
No.7(-27.6~33.0)
破線：群杭効果なし
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 No.1 杭(前方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.2 杭(前方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.4 杭(前方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
図 7.10(c) 地盤ばねモデル(W→E 方向) 
  
No.1(-1.1~3.3) 
No.2(-3.3~4.4) 
No.3(-4.4~8.8) 
No.4(-8.8~16.3)
No.5(-16.3~22.5)
No.6(-22.5~27.6)
No.7(-27.6~33.0)
破線：群杭効果なし
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 No.3 杭(後方杭)／粘性土            ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.5,6,8 杭(前方杭)／粘性土         ／砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 No.7 杭(後方杭)／粘性土           ／砂質土  
 
図 7.10(d) 地盤ばねモデル(W→E 方向) 
  
No.1(-1.1~3.3) 
No.2(-3.3~4.4) 
No.3(-4.4~8.8) 
No.4(-8.8~16.3)
No.5(-16.3~22.5)
No.6(-22.5~27.6)
No.7(-27.6~33.0)
破線：群杭効果なし
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c.杭体および杭頭接合部のモデル化  
 第 4,5 章の検討結果に基づき，構成材料の応力-ひずみ関係を用いた断面解析を用いて曲
げモーメント M曲率関係を求めた．得られた軸力ごとのひび割れモーメント Mc，降伏曲
げモーメント My，終局曲げモーメント Mu を表 7.4（PHC 杭 C 種500：上杭），表 7.5（PHC
杭 A 種500：下杭）に示す．  
 解析に用いた杭体のトリ・リニアモデルを図 7.11 に示す．  
 
表 7.4 軸力ごとの PHC 杭 C 種500（上杭）の Mc，My，Mc 
軸力 -500 -350 -100 500 
(kN) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) 
Mc 132.17  0.001300 145.89 0.001435 168.75 0.001660 223.63  0.002200 
My 209.03  0.007664 234.46 0.007903 276.06 0.008286 372.54  0.009151 
Mu 283.54  0.025856 306.36 0.023813 343.48 0.020899 425.20  0.015715 
軸力 700 1300 1600 1800 
(kN) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) 
Mc 241.92  0.002380 296.79 0.002920 324.22 0.003189 342.51  0.003369 
My 403.82  0.009428 460.41 0.008448 474.84 0.007553 482.62  0.007028 
Mu 449.31  0.014403 508.67 0.011346 527.86 0.010222 537.63  0.009571 
 
表 7.5 軸力ごとの PHC 杭 A 種500（下杭）の Mc，My，Mc 
軸力 -500 -350 -100 500 
(kN) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) 
Mc － 0.00001 － 0.00001 － 0.00001 158.84  0.001615 
My 21.1 0.005205 51.36 0.005723 98.77 0.006279 204.70  0.007335 
Mu 52.45 0.083691 85.01 0.059548 136.53 0.041636 246.74  0.025548 
軸力 700 1300 1600 1800 
(kN) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) M(kN･m) (1/m) 
Mc 177.12  0.001801 231.97 0.002358 259.40 0.002637 277.68  0.002823 
My 238.29  0.007650 335.36 0.008540 382.19 0.008963 412.89  0.009240 
Mu 280.31  0.022560 373.04 0.016180 413.67 0.013954 438.17  0.012717 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     PHC 杭 C 種500：上杭             PHC 杭 A 種500：下杭  
図 7.11 杭の M-関係  
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なお，PHC 杭のせん断耐力 Qu は設計式として一般的な(17)式を用いた．（記号は第 4 章  
4.3.4 参照）  
22
0
)2(
2
12
gtgu S
tIQ   ･  (17) 
 
建物 A の杭頭接合部は図 7.12 に示す形状である．ここから，第 5 章に示す実験結果で検
証した方法に従い図 7.12 に示す仮想半径（直径 1.25×杭径+100(mm)）の鉄筋コンクリート
断面の M-関係を軸力ごとに計算した．ここから，回転角は曲率×杭径 B とし，降伏曲
げモーメント My を折れ点とするバイリニア型の M-関係にモデル化した．軸力ごとの回転
剛性 Kr および My,y の値を表 7.6 に，解析に用いた杭頭接合部のモデルを図 7.13 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.12 建物 A の杭頭接合部の詳細  
 
表 7.6 軸力ごとの杭頭接合部のＭy，y 
軸力 (kN) -500 -350 -100 500 700 1300 1600 1800 
θy  0.117135 0.063095 0.027350 0.023635 0.017686 0.015854 0.013059 
My － 34.6  83.2  251.1 299.1 419.9  470.8  555.2 
Kr  2130  11809 41716 55659 109949  143548  217265 
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図 7.13 杭頭接合部Ｍ-関係  
 
(3)荷重・外力  
a.地表面応答加速度および地盤変位を求めるための地震応答解析  
 工学的基盤での露頭波を推定のための観測記録は建物 A から 2km 程度離れた K-NET 観
測点の地表での本震記録（最大加速度 EW746.1cm/s2，NS 1069.3cm/s2）とした．また，本
敷地での地表面応答加速度および地盤変位を求めるための１次元等価線形解析（SHAKE）
解析に用いた速度構造(Vs)は，近隣の PS 検層結果，直近の地盤の N 値分布および常時微動
観測に基づいて設定した．地盤の非線形性（ひずみ依存性）は土質ごとに既往の提案 12),12)
に基づいて評価した．微動観測は半径 50cm の円形アレイ（中央 1 点円周上 5 点）による
鉛直方向の観測と水平 2 成分の同時観測を行った．この観測記録から CCA 法により表面
波の分散曲線，3 成分の記録より H/V スペクトルを求め，これらがレイリー波の理論分散
曲線と鉛直水平振幅比と対応するように，層厚は固定して各層のせん断波速度を推定した． 
 図 7.14 に設定したせん断波速度および剛性低下後の地盤剛性収束値をせん断波速度に
換算した値，応答加速度，応答変位（地盤変位）の最大値分布を示す．  
 なお，解析に用いる地盤変位分布は杭先端からの相対値とした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.14 敷地地盤の地震応答解析結果  
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b.入力損失の評価 9)10)11) 
 上部構造の応答値は静的解析(Ai 分布）により求めるが，標準層せん断力係数に相当する
ベースシア係数(CB)は基礎階において，地表面応答加速度の最大値max に基礎部の根入れ
考慮した入力損失を評価して設定する．以下および図 7.15 に設定方法の考え方と手順を
EW 方向の例で示す．  
①地盤の地震応答解析による地表面応答加速度 AG(t)の算定(AG(t)max=1097.4cm/m2) 
②AG(t)のフーリエ変換 FG() 
③FG()に対する(14)~(16)式による入力損失を考慮した低減  
④AB(t):FB()の逆フーリエ変換による，入力損失を考慮した基礎階の入力地震動時刻歴
とその最大値 AB(t)max の算定(AB(t)max=538.4cm/m2）  
⑤AB(t)max から基礎階のベースシア係数 CB の算定 CB=AB(t)max/g=0.54 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.15 入力損失の評価方法  
 
 以上より，以下の解析に用いる EW 方向の基礎階のベースシア係数 CB の最大値（慣性力
の最大値に相当）を 0.54 とした．  
 また同様の計算により NS 方向の基礎階のベースシア係数 CB を 0.41 の最大値とした．  
  （AG(t)max=702.4cm/m2，AB(t)max=409.3cm/m2→CB=AB(t)max/g=0.41）  
 
c.杭頭水平力および軸力の算定  
 杭頭水平力および軸力は，b.に示した方法により求めた基礎階のベースシア係数 (CB= 
0.41(NS),0.54(EW))から，上部構造の層せん断力係数の分布形を Ai 分布として算定した．  
 ただし，NS 方向については耐震壁や荷重の偏在から偏心（ねじれ振動）が考えられ，
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その傾向を建物の常時微動解析により確認したことから，最大値を 1.1 倍した．一方，EW
方向はラーメン構造で，かつ実際の被害が非構造壁の剥離やひび割れ程度である．また，
本建物に対し弾塑性モデルを用いた上部構造の荷重増分解析による計算結果 14)では，1 階
の非構造壁の被害状況からは有効地震入力は応答解析による応答値の 0.3~0.5 倍程度とし
ている．これらを考慮して，EW 方向の最大入力は 1 階で 0.34 程度と判断した．  
 表 7.7 に Ai 分布による層せん断力分布と杭頭水平力の算定結果を示す．  
 また地震時の杭軸力は一貫計算プログラム Super Build/SS3(ユニオンシステム社製)を用
いた立体フレーム弾性解析(C0=0.18,Ai 分布)による上部構造の解析で得られた軸力に，今回
求めた CB から導かれる 1 階のベースシア係数 CB1 の比(CB1/C0)を乗じて求めた．  
 各パイルキャップの軸力の計算結果およびそれを杭本数で除した杭 1 本あたりの軸力を
図 7.16 に示す．なお，被害状況からは同じパイルキャップ内でも負担軸力が異なっていた
可能性も考えられるが，これを定量的に評価するのは困難であることから，以降の解析で
はパイルキャップ内では均等負担とし，図 7.16 の値を丸めた数字を検討用の軸力として用
いた．  
 
表 7.6 杭頭水平力の算定 
         C0=0.18(原設計) 
 Wi (kN) Wi(kN) i Ai Ci Qi(kN) Pi(kN) 
PH 2149 2149 0.073 2.401 0.432 929  
8 2838 4986 0.169 1.873 0.337 1681 752 
7 3334 8320 0.282 1.617 0.291 2422 741 
6 3348 11668 0.396 1.460 0.263 3067 645 
5 3418 15086 0.512 1.342 0.242 3643 576 
4 3535 18621 0.632 1.242 0.223 4161 518 
3 3565 22186 0.753 1.154 0.208 4609 448 
2 3573 25759 0.874 1.075 0.194 4986 377 
1 3709 29467 1.000 1.000 0.180 5304 318 
B 6156 35623 － k=0.09 0.164 5858 554 
杭 1 本当たりの Q=5858/40=146kN 
   C0=0.34                CB=0.41               CB=0.41×1.1 
 Ci Qi(kN) Pi(kN) Ci Qi(kN) Pi(kN) Ci Qi(kN) Pi(kN)
PH 0.785 1686   1.045 2245  1.149 2469  
8 0.609 3037 1351  0.811 4042 1798 0.892 4447 1978 
7 0.526 4377 1341 0.700 5827 1785 0.770 6410 1963 
6 0.477 5562 1185 0.635 7404 1577 0.698 8145 1735 
5 0.440 6642 1080 0.586 8842 1437 0.645 9726 1581 
4 0.410 7639 997 0.546 10169 1327 0.601 11186 1460 
3 0.385 8532 893 0.512 11358 1189 0.563 12493 1307 
2 0.362 9320 788 0.482 12407 1049 0.530 13647 1154 
1 0.340 10030 709 0.453 13351 944 0.498 14686 1039 
 0.308 11076 1047 0.410 14613 1262 0.451 16201 1514 
杭 1 本当たりの Q=277kN→250kN        365kN                 401kN→400kN 
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図 7.16 軸力の算定  
2 １本分 2 １本分 2 １本分 2 １本分
1695 848 1400 700 1695 848 1400 700
EW方向 -361 -180 593 297 NS方向 182 91 274 137
1335 667 1993 997 1878 939 1674 837
2056 1028 807 404 1513 757 1126 563
本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分
NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224 NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224
NE -1502 -501 -1185 -296 681 170 1622 541 NE 473 158 1681 420 3075 769 1664 555
NL+NE 1280 427 3077 769 4962 1241 5294 1765 NL+NE 3255 1085 5943 1486 7357 1839 5336 1779
NL-NE 4283 1428 5447 1362 3601 900 2051 684 NL-NE 2308 769 2581 645 1207 302 2009 670
本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分
NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068 NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068
NE -1742 -581 -256 -64 719 144 1975 658 NE -49 -16 -283 -71 -971 -194 -1963 -654
NL+NE 456 152 3001 750 5086 1017 5178 1726 NL+NE 2149 716 2974 744 3397 679 1240 413
NL-NE 3940 1313 3514 878 3649 730 1228 409 NL-NE 2247 749 3540 885 5338 1068 5166 1722
本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分 本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分
NL 1635 817 2640 880 1682 841 NL 1635 817 2640 880 1682 841
NE -1701 -851 -16 -5 1174 587 NE -470 -235 -1292 -431 -2321 -1161
NL+NE -67 -33 2623 874 2856 1428 NL+NE 1165 582 1348 449 -639 -320
NL-NE 3336 1668 2656 885 508 254 NL-NE 2105 1052 3931 1310 4004 2002
0.34
2 １本分 2 １本分 2 １本分 2 １本分
1695 848 1400 700 1695 848 1400 700
EW方向 -681 -340 1120 560 NS方向 344 172 517 259
1014 507 2520 1260 2040 1020 1918 959
2376 1188 280 140 1351 676 883 441
本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分
NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224 NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224
NE -2837 -946 -2238 -560 1286 321 3063 1021 NE 894 298 3175 794 5809 1452 3142 1047
NL+NE -55 -18 2024 506 5567 1392 6735 2245 NL+NE 3675 1225 7437 1859 10090 2523 6814 2271
NL-NE 5618 1873 6500 1625 2996 749 609 203 NL-NE 1888 629 1087 272 -1527 -382 530 177
本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分
NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068 NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068
NE -3290 -1097 -484 -121 1358 272 3731 1244 NE -92 -31 -534 -134 -1833 -367 -3708 -1236
NL+NE -1093 -364 2773 693 5725 1145 6934 2311 NL+NE 2105 702 2723 681 2534 507 -505 -168
NL-NE 5488 1829 3741 935 3010 602 -527 -176 NL-NE 2290 763 3792 948 6200 1240 6912 2304
本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分 本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分
NL 1635 817 2640 880 1682 841 NL 1635 817 2640 880 1682 841
NE -3214 -1607 -31 -10 2218 1109 NE -888 -444 -2440 -813 -4385 -2192
NL+NE -1579 -790 2609 870 3900 1950 NL+NE 747 373 200 67 -2702 -1351
NL-NE 4848 2424 2670 890 -536 -268 NL-NE 2523 1261 5079 1693 6067 3033
0.41
2 １本分 2 １本分 2 １本分 2 １本分
1695 848 1400 700 1695 848 1400 700
EW方向 -821 -411 1351 675 NS方向 415 208 624 312
874 437 2751 1376 2111 1055 2024 1012
2517 1258 50 25 1280 640 776 388
本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分
NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224 NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224
NE -3421 -1140 -2699 -675 1550 388 3693 1231 NE 1078 359 3828 957 7004 1751 3789 1263
NL+NE -639 -213 1563 391 5832 1458 7366 2455 NL+NE 3859 1286 8090 2023 11286 2821 7461 2487
NL-NE 6202 2067 6961 1740 2731 683 -21 -7 NL-NE 1704 568 433 108 -2723 -681 -117 -39
本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分
NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068 NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068
NE -3968 -1323 -584 -146 1637 327 4499 1500 NE -111 -37 -644 -161 -2211 -442 -4472 -1491
NL+NE -1770 -590 2673 668 6004 1201 7702 2567 NL+NE 2086 695 2613 653 2157 431 -1269 -423
NL-NE 6165 2055 3841 960 2730 546 -1296 -432 NL-NE 2309 770 3902 975 6578 1316 7675 2558
本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分 本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分
NL 1635 817 2640 880 1682 841 NL 1635 817 2640 880 1682 841
NE -3875 -1938 -37 -12 2675 1337 NE -1071 -535 -2942 -981 -5287 -2644
NL+NE -2241 -1120 2602 867 4357 2178 NL+NE 564 282 -303 -101 -3605 -1803
NL-NE 5510 2755 2677 892 -992 -496 NL-NE 2705 1353 5582 1861 6970 3485
0.498
2 １本分 2 １本分 2 １本分 2 １本分
1695 848 1400 700 1695 848 1400 700
EW方向 -997 -499 1641 820 NS方向 504 252 758 379
698 349 3041 1520 2200 1100 2158 1079
2693 1346 -240 -120 1191 596 643 321
本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 4 １本分 3 １本分
NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224 NL 2782 927 4262 1065 4282 1070 3672 1224
NE -4155 -1385 -3278 -820 1883 471 4486 1495 NE 1309 436 4650 1163 8508 2127 4603 1534
NL+NE -1373 -458 984 246 6165 1541 8158 2719 NL+NE 4090 1363 8912 2228 12789 3197 8275 2758
NL-NE 6936 2312 7540 1885 2399 600 -814 -271 NL-NE 1473 491 -388 -97 -4226 -1057 -931 -310
本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分 本数 3 １本分 4 １本分 5 １本分 3 １本分
NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068 NL 2198 733 3257 814 4367 873 3203 1068
NE -4820 -1607 -709 -177 1988 398 5464 1821 NE -135 -45 -783 -196 -2685 -537 -5432 -1811
NL+NE -2622 -874 2548 637 6356 1271 8667 2889 NL+NE 2062 687 2475 619 1682 336 -2229 -743
NL-NE 7017 2339 3966 992 2379 476 -2261 -754 NL-NE 2333 778 4040 1010 7052 1410 8635 2878
本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分 本数 2 １本分 3 １本分 2 １本分
NL 1635 817 2640 880 1682 841 NL 1635 817 2640 880 1682 841
NE -4707 -2354 -45 -15 3249 1624 NE -1301 -650 -3574 -1191 -6422 -3211
NL+NE -3073 -1536 2595 865 4931 2465 NL+NE 334 167 -934 -311 -4740 -2370
NL-NE 6342 3171 2685 895 -1566 -783 NL-NE 2935 1468 6213 2071 8104 4052
CB=0.41 
CB=0.41×1.1 
CB=0.34 
CB=0.18 
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7.3.3 解析結果 
(1)N→S 方向載荷(Case1-1,1-2)の解析結果  
表 7.7 に各ケースの解析ステップごとの応力状態を示す．Mc，0.8My，My はこれらを超
えた状態，Mu，Qu はこの状態に到達したことを表している．  
ここで，Case1-1 の 24 ステップ：CB=0.36 で No.1 杭がせん断耐力(Qu)に達したことから，
Case1-2A,B,C はそれぞれ No.1 杭を除いた杭 7 本のモデルで，CB=0.36 を初期状態として解
析を行っている．  
以下に，Case1-1 については CB=0.36 の時点，Case1-A,B,C については，Case1-2B におい
て No.2 杭が Qu に達した CB=0.36 の時点の曲げモーメント図およびせん断力図を示す．  
 
 図 7.17：Case1-1／CB=0.36 曲げモーメント図  
 図 7.18：Case1-1／CB =0.36 せん断力図  
 図 7.19：Case1-2A／CB =0.39 曲げモーメント図  
 図 7.20：Case1-2A／CB =0.39 せん断力図  
 図 7.21：Case1-2B／CB =0.39 曲げモーメント図  
 図 7.22：Case1-2B／CB =0.39 せん断力図  
 図 7.23：Case1-2C／CB =0.39 曲げモーメント図  
 図 7.24：Case1-2C／CB =0.39 せん断力図  
 
これらの図で破線で示した深さは IT 試験により地中部で損傷の可能性ありと判定され
た深さである(第 2 章表 2.5 参照）．また，杭頭4~7m の杭耐力を 2 重に示したのは，被害
調査時に杭 2 本について中空部から杭内部の観察を行ったところ，継手部深さが設計位置
より浅かい位置にあったことを考慮したことによる．この差は本建物の杭の打設方法がオ
ーガー併用打撃工法であり，支持層が浅い場合は杭先端深さが高くなって，結果的に継手
位置の深さが浅く（上杭が短く）なることによりに生じたものであると考えられるが，施
工記録が残っておらず，継手位置が特定できないため両方を示した．  
 
ここで，Case1-1 において CB=0.36 時に，押込み側前方杭の No.1 の杭頭が最初にせん断
破壊に至るが，その他の杭は押し込み側後方杭 No.2 および引抜き側前方杭の No.6 は曲げ
降伏モーメント My の 80%程度に達しているが，他の杭頭およびすべての杭の地中部はひ
び割れモーメント Mc を超えた程度の状態である．  
さらに，No.1 を解析モデルから除いて，残った 7 本の杭に再配分し CB=0.39 まで載荷し
た時点での状況は以下である．  
 
Case1-2A／No.2 が No.1 の影響を受けなくなり前方杭と考える  
杭頭：No.2 がせん断耐力に達するが，No.6 はせん断耐力に達する直前の状態  
地中：No.6 が降伏曲げモーメントの 80%，他はひび割れモーメント程度  
Case1-2B／No.2 杭は後方杭のまま  
杭頭：No.6 がせん断耐力に達するが，No.2 は終局曲げモーメントの 80%程度  
地中：No.6 が降伏曲げモーメントの 80%，他はひび割れモーメント程度  
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Case1-2C／軸力が No.2 に集中  
杭頭：No.2 は終局曲げモーメントかつせん断耐力に達し，No.6 もせん断耐力に達する  
地中：No.6 が降伏曲げモーメントの 80%，他はひび割れモーメント程度  
 
実際の破壊状況としては，No.1,2 は圧壊に近い崩壊状態であり，高い軸力下での破壊と
考えられる．それに対し No.6 は，せん断破壊の方向は東西寄りであることや破壊状況から
No.1,2 とは破壊メカニズムが異なっていると考えられ，Case1-2A の結果のように NS 方向
載荷では破壊には達しなかった可能性が高い．なお，NS 方向載荷時の損傷による耐力低
下が EW 方向載荷時の破壊につながった可能性も考えられる．  
 
以上の解析結果と実際の杭頭の被害状況を対応させると，Case1-1 と Case1-2A の条件設
定で，NS 方向の最大入力は CB=0.39 程度と考えることにより，杭頭部の被害過程をシミュ
レーション可能である．  
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表 7.7 各解析ケースのステップごとの状況(Case1-1,1-2) 
 Case1-1（N→S 載荷）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Case1-2A（N→S 載荷／No.2 杭 :前方杭）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Case1-2B（N→S 載荷／No.2 杭 :後方杭）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Case1-2C（N→S 載荷／高軸力），  
 
 
 
 
 
 
 
  
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Qu Qu Qu Qu Qu
2 Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Mc
6 Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My Qu Qu Qu Qu
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My
2 Mc Mc Mc Mc
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
6 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc
地中部
杭No.
STEP
STEP
杭No.
杭頭部
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Qu 0.8My Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
6 Mc Mc Mc Mc Mc Qu Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
6 Mc Mc Mc 0.8My 0.8My Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
杭No.
地中部 STEP
杭No.
杭頭部 STEP
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc My My Mu Mu Mu Mu Mu Qu Mu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
6 Mc Mc Mc Mc Qu Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu Qu
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Mc Mc Mc Mc Mc My
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Mc Mc Mc Mc Mc My
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My Mc Mc Mc Mc Mc Mc
6 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Mc Mc Mc Mc Mc Mc
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Mc Mc Mc Mc Mc Mc
地中部 STEP
杭No.
杭頭部 STEP
杭No.
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My Qu
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu
6 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu Qu Qu Qu Qu Qu
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Qu
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2 Mc Mc Mc Mc Mc
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My
4 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My
5 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
6 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My
7 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
8 Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc Mc
杭No.
地中部
杭No.
杭頭部 STEP
STEP
CB=0.36
CB=0.39
CB=0.39
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             No.1                     No.2 
図 7.17 曲げモーメント分布(Case1-1・CB=0.36) 
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              No.1                    No.2 
図 7.18 せん断力分布(Case1-1・CB=0.36) 
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          （杭頭破壊後）  
             No.1                    No.2 
図 7.19 曲げモーメント分布(Case1-2A・CB=0.39) 
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          （杭頭破壊後）  
            No.1                      No.2 
図 7.20 せん断力分布(Case1-2A・CB=0.39) 
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         （杭頭破壊後）  
             No.1                   No.2 
図 7.21 曲げモーメント分布(Case1-2B・CB=0.39) 
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          （杭頭破壊後）  
             No.1                    No.2 
図 7.22 せん断力分布(Case1-2B・CB=0.39) 
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         （杭頭破壊後）  
             No.1                   No.2 
図 7.23 曲げモーメント分布(Case1-2C・CB=0.39) 
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          （杭頭破壊後）  
             No.1                   No.2 
図 7.24 せん断力分布(Case1-2C・CB=0.39) 
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(2)W→E 方向載荷(Case2)，E→W 載荷(Case3)の解析結果  
 Case2A では No.1,2 が破壊して水平力負担 0 となったと考え，解析モデルから取り除き
杭 6 本のモデルで W→E 方向に載荷した．  
 CB=0.27 時の各杭の曲げモーメントを図 7.25 にせん断力を図 7.26 に示す．引抜き力が小
さい（変動軸力が小さい）杭で前方杭の No.6 と No.8 が同時にせん断耐力に達し，曲げモ
ーメントは 6 本ともほぼ降伏曲げモーメントに達している．  
 杭頭部については，No.8 は実際には外観上は健全な状態である．一方，No.6 が NS 方向
載荷で損傷を受けていた可能性を考えると，CB=0.27 よりも小さい入力で破壊した可能性
もある．  
 また CB=0.27 以降の解析結果は実被害より杭頭の被害が大きく，CB=0.34 ではすべての
杭がせん断破壊，地中部が曲げ破壊に至っており，実際の被害状況に比べると，入力はこ
れより低いと考えられる．  
 また，No.1,2 も負担ができるものとして残して解析を行った Case2B でも全体の傾向は
ほとんど同じであり，No.6,8 に水平力負担が集まる  
 一方，建物が傾斜した方向の E→W 方向載荷(Case3)では図 7.29,30 に示すように，CB=0.34
でも杭の曲げモーメントは杭頭でひび割れ程度，せん断力も耐力には全く達していない状
況である．これは，1 通りが押し込み側となる場合は軸力に応じて杭体の耐力も高くなる
ためで，本建物の沈下・傾斜は，杭の破壊後の再載荷で生じたと推定される．  
 
 以上から，入力は  CB=0.27 程度かそれ以下で，No.6 の杭頭がせん断耐力に達すると同時
に地中部が降伏曲げモーメントを超え，損傷が生じたと考えれば，概ね実被害をシミュレ
ーションできている．入力のレベルは上部構造の損傷（方立壁のひび割れ・剥落程度）と
も対応する 13)と考えられる．  
 ただし，曲げモーメントが降伏モーメントを超えた深さは IT 試験の損傷判定深さとは一
致せず，杭頭近くの地盤ばねの評価方法や IT 試験結果の評価について今後の検討が必要で
ある．また，入力が CB=0.27 より小さい場合には地中部は降伏曲げモーメントには達して
いない．この場合に考えられる地中部被害の原因として，軸力負担できない No.1,2 位置の
基礎の支点がないモデルで上部構造を再解析して軸力を求めると，CB=0.22 程度で引抜き
力は中杭の引張方向軸耐力(PHC 杭 500A 種：727kN)を超える結果が得られており，引抜
き力による破断の可能性もある．  
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表 7.8 各解析ケースのステップごとの状況(Case2,3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Case3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 Mc Mc
2 Mc Mc
3 Mc
4 Mc
5 Mc Mc
6 Mc Mc
7 Mc Mc
8 Mc
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1
2
3
4
5
6
7
8
杭No.
地中部 STEP
杭No.
杭頭部 STEP
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1
2
3
4
5
6 Qu Qu Qu
7
8 Qu Qu Qu
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1 Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My My My My My My My My My
2 Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My My My My My My My My My
3 Mc Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My
4 Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My My
5 Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My My My My My My My My My
6 Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My
7 Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My
8 Mc Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My
杭No.
地中部 STEP
杭No.
杭頭部 STEP
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1
2
3
4 Qu Qu Qu
5 Qu Qu Qu Qu
6 Qu Qu Qu Qu Qu Qu
7 Qu Qu Qu Qu
8 Qu Qu Qu Qu Qu Qu
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
1
2
3 Mc Mc Mc 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My My
4 Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My My My Mu
5 Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My My My Mu
6 Mc Mc 0.8My 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My Mu Mu
7 Mc Mc Mc Mc Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My
8 Mc Mc 0.8My 0.8My Mc 0.8My 0.8My 0.8My 0.8My My My My My My My Mu Mu
STEP
杭No.
杭No.
地中部 STEP
杭頭部
CB=0.27 
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          （杭頭破壊後）      （杭頭破壊後）  
             No.1                   No.2 
図 7.25 曲げモーメント分布(Case2A・CB=0.27) 
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（杭頭破壊後）      （杭頭破壊後）  
             No.1                   No.2 
図 7.26 せん断力分布(Case2A・CB=0.27) 
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             No.1                   No.2 
図 7.27 曲げモーメント分布(Case2B・CB=0.27) 
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             No.1                   No.2 
図 7.28 せん断力分布(Case2B・CB=0.27) 
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図 7.29 曲げモーメント分布(Case3・CB=0.34) 
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図 7.30 せん断力分布(Case3・CB=0.34) 
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7.3.5 被害との比較 
 以上，2 段階の破壊・損傷を想定して解析を行った結果，水平力（ベースシア係数）は
応答解析により推定したよりは小さい入力レベルであるが，実際に生じた No.1,2,6 杭の杭
頭の破壊（N→S 方向載荷時），No.3～8 杭の地中部の損傷（W→E 方向載荷時）と概ね対応
する結果を得ることができた．  
 解析により推定した本建物の杭の破壊メカニズムは以下である．  
  
 ①N→S 方向載荷 CB=0.36 時に，押込み側前方杭の No.1 の杭頭が最初にせん断破壊に至
る(Case1-1) 
②No.1 の破壊により群杭効果がなくなり No.2 が前方杭となった状態で，N→S 方向載荷
CB=0.36 時に，No.2 杭頭がせん断耐力に達する．この時，No.6 杭頭はせん断耐力に達
する直前，地中が降伏曲げモーメントの 80%程度に至っており，耐力が低下した可能
性がある．その他の杭は杭頭，地中ともにひび割れモーメント程度の状態(Case1-2A) 
 ③W→E 方向載荷 CB=0.27 で，No.6(および No.8)の杭頭がほぼせん断耐力に達すると同
時に地中部が降伏曲げモーメントを超える(Case2A)，  
   なお，No.6 杭が NS 方向の載荷時に耐力低下につながる損傷を受けていて，CB=0.27
以前で破壊したことも想定可能である．その場合は，No.8 はせん断破壊には達せず，
地中部の破壊は引き抜きにより破断であった可能性も考えられる．  
 
 
  実際の被害     ①↓CB=0.36     ②↓CB=0.39     ③→CB<0.27 
  杭頭  地中部     杭頭  地中部   杭頭  地中部    杭頭  地中部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.31 被害と解析結果の比較  
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 以上，今回用いた手法により実際の被害状況をシミュレーション可能であることを確認
したが，発生応力は軸力および地盤ばね（群杭の影響）の杭ごとの違いに大きく依存して
いる．破壊に至る現象を確実に推定するためにはこれらの設定が重要であることが確認さ
れた．  
 なお，今回の解析では杭の軸力は最大値で一定としているが，実現象としては水平力と
軸力は連動している．その影響は今後の検討課題であるが，逐次相関させることは基礎構
造の設計手法としては煩雑であり，最大軸力を想定した手法が実用的と考えられる．  
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7.4 建物 B の杭の被害シミュレーション解析 
7.4.1 杭の被害の特徴 
 建物 B では 2011 年東北地方太平洋沖地震により，図 7.32 に示すように板状の建物の西
側 1/4 が沈下・傾斜し，プレキャスト構造の壁接合部が破断した．杭は PC 杭300・138 本
が荷重に応じて壁下に配置されているが，図 7.33 に示すように沈下・傾斜した側の杭 50
本の調査結果では，杭頭破損 32 本(大破 15 本)，地中部のみ損傷 13 本，杭頭・地中 13 本(大
破  2 本)であった．これらの杭の被害傾向は以下である．  
・杭頭の大破は隅角部を除く西端 1/8 の部分に集中している．その中でも，南側と中通り
の被害が甚大で，北側はやや被害の程度が軽い．  
・隅角部の杭は杭頭被害がほとんどなく傾いてもいないにもかかわらず建物の沈下量は
20cm を超えている  
・地中部の被害は建物の内側部分が多い．  
 
 そこで，本研究では被害の甚大であった西端 1/8 の部分に杭 20 本をモデル化し，被害過
程のシミュレーション解析を実施した．ただし，図 7.34 に示すように被害の状況は非常に
複雑で，施工時のカットオフや打撃による打設の影響も含まれていると思われ，ここでは
エリアごとの被害の傾向と解析結果との対応を確認した． 
 
 
 
 
 
 
図 7.32 建物の沈下量  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.33 杭の被害状況  
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図 7.34 杭の被害の詳細  
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7.4.2 解析方法 
(1)解析ケース  
 解析ケース設定のため，被害調査で把握した杭の破壊部位や方向から，被害は以下のス
テップで発生したと想定した．  
 
〇0 西端の隅角部の 2 本の杭が，施工不良・経時変化・過去の地震の被害など，何らかの理
由で鉛直支持力を喪失し，軸力を負担していない状態になっている． 
①N→S 方向の載荷により軸力が大きくなる南側の杭のうち，隅角部の杭の分の軸力も負担
している杭に負担が集中して破損に至る．  
 （No.2 は隅角の杭に一番近く，かつ NS 方向の壁の下にあり変動軸力が大きい）  
②E→W 方向の載荷により軸力が大きくなる西側の杭のうち，隅角および①ステップで破
壊した杭の分の軸力も負担する杭が破損する．この時，軸力が小さい杭など杭頭固定度
の低い杭は杭頭より地中部の破損が先行する．  
③地震継続時間中に①，②が繰り返されることにより，西側の杭が段階的に破壊して，支
持力の喪失に至る．  
 
   地震前の状態           地震力の方向            地震力の方向  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0 ステップ（地震前）     ①ステップ(Case1)       ②ステップ(Case2) 
 
図 7.35 被害過程の想定  
 
 そこで，この被害過程のシミュレーションのために実施した解析ケースを表 7.9 に示す．
ここで，Case1 では隅角の杭の軸力 0 として隣接の杭で負担させ，さらに Case2 では Case1
で破損した杭を除いて杭は 18 本とした解析を行った．A,B は，杭頭接合部の評価手法の条
件と実際の形状が異なることや本建物は建設年代が古く詳細が不明であることを考慮して，
杭頭接合部の回転剛性を変動（(2)c.)参照）させたケースである．また，CaseS はすべての
杭で地震力を負担できるとした場合の確認を行うために実施した．  
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表 7.9 解析ケース  
 載荷方向  想定した状態  
1-A N→S 隅角の杭(No.1,39 杭)が軸力を喪失  
1-B N→S 同上で，杭頭回転剛性を低減した場合  
2-A E→W 南側の杭 2 本(No.2,4 杭)の杭頭破壊後  
2-B E→W 同上で，杭頭回転剛性を低減した場合  
S-1 N→S すべての杭が軸力，地震力を負担  
S-2 E→W すべての杭が軸力，地震力を負担  
 
 
 
(2)解析モデル  
a.解析モデル  
 解析モデルは図 7.36 に示すように，被害の大きい 20 本の杭（図 7.の点線部）を剛な基
礎梁でつないで並べた分離モデルとした．モデル化の方法は建物 A と同じで，杭体は線材
で杭長 22.5m，杭は深さ方向に 19m まで 0.25m で分割，19~22.5m まで 0.5m の 83 分割とし
た．解析方法は建物 A と同じく静的増分解析で，杭頭水平力と地盤変位を同時に最大値ま
で 30 ステップで等間隔で加えた．  
 
 
 
 
 
                 ･･･････････ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.36 解析モデル  
 
 
 
 
 
 
地盤変形  
慣性力（杭頭水平力） 
杭 No.1   2     4   ････････････    40     41       42    計20本 
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b.地盤のモデル化  
 地層は土質ごと平均 N 値ごとに表 7.10 に示すように 6 層に分割した．地盤ばね値は，建
物 A と同じく建物直近での地盤調査により得られた N 値および土質から，(1)式~(8)式を用
いた骨格曲線に(9)~(13)式により算定した群杭効果を考慮して算定した．載荷方向ごとの各
杭で考慮した群杭効果について表 7.11 および図 7.37 に示す．砂質土の群杭係数は内部摩
擦角の関数であるが，表中は=40°の時の値を示した．  
 解析に用いたトリ・リニア化した地盤ばねモデルを図 7.38,39 に示す．地盤定数の設定
方法や多折れ線モデルの折れ点の設定は建物 A と同じである．  
 
 
     表 7.10 地盤定数  
 
下端深度
(m) 
土質  
初期値
Vs0(m/s)
収束値
Vs1(m/s)
平均
N 値

c 
(kN/m2)
u 
1 4.2 粘性土 120 119.3 2.4 0 30 20 
2 9.2 粘性土 120 99.5 1.3 0 30 20 
3 17.4 粘性土 220 64.4 0.1 0 30 20 
4 19.5 粘性土 220 62.6 9.0 0 56 50 
5 22.1 砂質土 280 126.2 28.3 38 0 100 
6 25.0 砂質土 280 124.1 58.0 40 0 100 
 
 
表 7.11 群杭の影響を考慮した係数  
N→S 方向載荷  
グループ 杭 No. R(m) B(m) R/B    
a 
1,2,4,18,20,22, 
29,40 
前方杭  >1.8 0.3 >6.0 1.0 3.0 1.4 9.0 
b 5,16 前方杭  0.6 0.3 2.0 0.4 3.0 1.4 9.0 
c 6,17 後方杭  0.6 0.3 2.0 0.4 0.67 0.8 6.0 
d 3,7,19,24, 後方杭  2.3 0.3 7.7 1.0 2.20 1.4 9.0 
e 21,23 後方杭  1.8 0.3 6.0 1.0 1.75 1.4 9.0 
f 41,42 後方杭  2.8 0.3 9.3 1.0 2.65 1.4 9.0 
E→W 方向載荷  
グループ 杭 No.  R(m) B(m) R/B    
a 1,3,7,21,39, 前方杭  >1.8 0.3 >6.0 1.0 3.0 1.4 9.0 
b 5,6,16,17 前方杭  0.6 0.3 2.0 0.4 3.0 1.4 9.0 
c 4,20,41 後方杭  2.35 0.3 7.8 1.0 2.25 1.4 9.0 
d 2,40 後方杭  2.78 0.3 9.3 1.0 2.63 1.4 9.0 
e 22,23,42 後方杭  2.10 0.3 7.0 1.0 2.02 1.4 9.0 
f 18,19 後方杭  1.39 0.3 4.6 0.83 1.38 1.4 9.0 
g 24 後方杭  1.18 0.3 3.9 0.74 1.19 1.4 9.0 
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図 7.37 群杭効果を考慮する杭  
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図 7.38(a) 地盤ばねモデル  NS 方向載荷①  
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     c グループ 粘性土        c グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     d グループ 粘性土        d グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     e グループ 粘性土        e グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     f グループ 粘性土        f グループ 砂質土  
 
図 7.38(b) 地盤ばねモデル  NS 方向載荷②  
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     a グループ 粘性土        a グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     b グループ 粘性土        b グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     c グループ 粘性土        c グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     d グループ 粘性土        d グループ 砂質土  
図 7.39(a) 地盤ばねモデル  EW 方向載荷①  
 
 
 
 No.1~3(~-17.4)
 No.4(~-19.5) 
 No.5(~-22.1) 
 No.6(~25.0) 
破線：群杭効果なし 
168 
 
0
50
100
150
200
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位  (m)
0
1000
2000
3000
4000
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位 d (m)
0
50
100
150
200
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位  (m)
0
1000
2000
3000
4000
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位 d (m)
0
50
100
150
200
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位  (m)
0
1000
2000
3000
4000
0 0.02 0.04 0.06 0.08
地
盤
反
力
P (
kN
/m
)
水平変位 d (m)
 
 
 
 
 
 
 
 
     e グループ 粘性土        e グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     f グループ 粘性土        f グループ 砂質土  
 
 
 
 
 
 
 
 
     g グループ 粘性土        g グループ 砂質土  
 
図 7.39(b) 地盤ばねモデル  EW 方向載荷②  
 
 
 
  
 No.1~3(~-17.4)
 No.4(~-19.5) 
 No.5(~-22.1) 
 No.6(~25.0) 
破線：群杭効果なし 
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c.杭体および杭頭接合部のモデル化  
 建物 A と同様に第 4,5 章の検討結果に基づき，構成材料の応力-ひずみ関係を用いた断面
解析を用いて曲げモーメント M曲率関係を求めた．得られた軸力ごとの Mc，My，Mu を
表 7.12 に，解析に用いた杭体のトリ・リニアモデルを図 7.40 に示す．  
 せん断耐力は，建物 A と同様に(17)式により評価した．  
 
表 7.12 軸力ごとの Mc，My，Mc 
  N=100            200            400           600           1000    (kN) 
 M(kNm) (1/m) M(kNm) (1/m) M(kNm) (1/m) M(kNm) (1/m) M(kNm) (1/m)
Mc 32.1 0.0023 37.2 0.0026 47.4 0.0034 57.6 0.0041 56.2 0.0040 
My 41.2 0.0131 49.1 0.0120 60.2 0.0083 66.6 0.0061 57.2 0.0041 
Mu 48.4 0.0399 57.3 0.0338 73.0 0.0251 84.0 0.0190 89.0 0.0121 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.40 杭の M-関係  
 
 杭頭接合部は，設計図書によれば接合筋がなく杭とパイルキャップが接した図 7.41 のよ
うな形状である．そこで，半無限地盤円形基礎の回転方向の地盤ばねに用いられる (18)式
を用いて杭断面を載荷面として回転剛性を評価した（Case1A,Case2A）．ただし，実際の施
工状況が不詳であることやパイルキャップは半無限ではないことを考慮して，比較のため
基礎梁で接続された方向（面内方向）の載荷の場合は 1/2 に，面外方向の場合は 1/10 とし
た場合の解析も実施した（Case1B, Case2B）．   
 降伏曲げモーメントは端部が浮き上がった時のモーメントとして(19)式で評価し，これ
を折れ点とするバイリニア型の M-関係にモデル化した．解析に用いた杭頭接合部のモデ
ルを図 7.42 に示す．  
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図 7.41 杭頭接合部の形状  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.42 杭頭接合部の M-関係(Case1A,2A) 
 
 
(3)荷重・外力  
 本敷地での地表面応答加速度および地盤変位を求めるための地震応答解析の入力地震動
に関して，近隣に 2011 年東北地方太平洋沖地震の観測波は少なく，比較的近い観測点は地
形や地盤構成が異なり本研究での手法に用いることは難しい．そのため，距離はやや離れ
ているが地形や地盤構成が類似した地点の観測波から工学的基盤波を求めた．  
 図 7.43 に PS 検層に基づくせん断波速度および地盤の地震の応答解析により得られた剛
性低下後の地盤剛性収束値をせん断波速度に換算した値，応答加速度，応答変位（地盤変
位）の最大値分布を示す．  
 続いて，上部構造からの慣性力算定では，本建物は根入れが 1m と浅く表層地盤も軟弱
であることから，入力損失は考慮せず，地表面最大応答加速度max(=0.246m/s2)をそのまま
基礎階のベースシア係数 CB(=max/g)とした  
 
 
0
20
40
60
80
100
120
140
0 0.0005 0.001 0.0015 0.002
曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
(k
N
m
)
回転角
             N=1000kN 
 
 
 
          600 
 
       400 
 
    200 
  100 
B1 
800 
60
0 
B2 
500
800
面内
1/2
面外 
1/10 
171 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.43 敷地地盤の地震応答解析結果  
 
 
 杭頭水平力および軸力は，基礎階のベースシア係数 (CB=0.246)から，上部構造の層せん
断力係数の分布形を Ai 分布として算定した．方向性は考えずこれを最大値とした．表 7.12
に Ai 分布による層せん断力分布と杭頭水平力の算定結果を示す．  
 また地震時の杭軸力は設計図面を元に壁式構造用一貫構造計算プログラム Super 
Build/WRC(ユニオンシステム社製)を用いて再計算した．各杭の軸力を図 7.44 に示す．解
析はここから丸めた数字を用いた（図 7.44 の「採用値」）．  
 
表 7.13 杭頭水平力の算定  
 Wi (kN) Wi(kN) i Ai Ci Qi(kN) Pi(kN) 
5 4525 4525 0.118 1.850 0.512 2318 2318 
4 5996 10521 0.275 1.497 0.415 4362 4362 
3 6003 16525 0.432 1.332 0.369 6095 6095 
2 6003 22528 0.589 1.218 0.337 7597 7597 
1 6003 28532 0.745 1.126 0.277 7901 7901 
B 9749 38281 1.000 1.000 0.246 9417 9417 
杭 1 本当たりの Q=9417/138=68kN 
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(1)すべての杭が軸力支持可能  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)隅角の杭が軸力支持できなくなった場合  
 
図 7.44 杭軸力分布  
  
杭No. 39 40 41 42 43 44 45 46,47 48 49
常時(L) 0 697 104 270 268 356 261 249 260 356
L+Ex 0 926 -25 197 356 408 284 249 237 304
L+Ey 0 154 110 103 109 143 149 121 149 142
採用値EW 0 700 100 200
採用値NS 0 100 100 100
杭No. 21 23 26 28 36
常時(L) 263 266 269 267 267
L+Ex 267 249 296 284 251
L+Ey 235 234 236 241 240
採用値EW 250 250
採用値NS 230 230
杭No. 16,17 18 19 20 22 24 25 27 29 30 31,32 33 34 35
常時(L) 393 156 330 347 275 248 277 352 335 157 348 157 335 352
L+Ex 524 179 395 362 263 254 304 365 314 162 347 151 356 339
L+Ey 388 155 296 401 330 224 331 404 297 156 345 156 297 403
採用値EW 700 200 -300 400 250 250
採用値NS 350 100 350 350 350
杭No. 3 7 10 14
常時(L) 278 284 282 282
L+Ex 314 290 282 281
L+Ey 334 339 330 330
採用値EW 700 300
採用値NS 350 350
杭No. 1 2 4 5,6 8 9 11,12 13 15
常時(L) 0 935 29 247 324 411 289 412 327
L+Ex 0 1182 -39 256 316 416 288 407 336
L+Ey 0 1555 -75 360 435 607 418 609 439
採用値EW 0 - - 400
採用値NS 0 750 750 350
杭No. 39 40 41 42 43 44 45 46,47 48 49 50
常時(L) 334 255 343 263 268 356 261 249 261 356 268
L+Ex 483 279 325 186 355 408 284 249 238 305 182
L+Ey 118 129 123 102 109 143 149 122 149 143 109
採用値EW 500 300 300 200
採用値NS 100 100 100 100
杭No. 21 23 26 28 36 38
常時(L) 261 266 269 267 267 270
L+Ex 263 249 295 284 251 245
L+Ey 233 233 236 241 241 236
採用値EW 300 200
採用値NS 200 200
杭No. 16,17 18 19 20 22 24 25 27 29 30 31,32 33 34 35 37
常時(L) 278 151 323 344 274 248 277 351 335 157 348 157 335 352 278
L+Ex 363 173 386 357 262 254 304 365 314 162 347 151 356 339 254
L+Ey 275 151 289 398 329 224 331 403 297 156 345 156 297 403 331
採用値EW 400 200 400 400 300 200
採用値NS 300 200 300 400 300 200
杭No. 3 7 10 14
常時(L) 272 283 282 282
L+Ex 305 289 282 281
L+Ey 325 338 330 330
採用値EW 300 300
採用値NS 300 300
杭No. 1 2 4 5,6 8 9 11,12 13 15
常時(L) 385 399 317 243 324 411 289 412 327
L+Ex 528 454 352 250 317 416 288 407 336
L+Ey 597 609 432 352 436 607 417 608 439
採用値EW 500 500 300 200
採用値NS 600 600 400 300
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7.4.3 解析結果 
 解析結果の出力は，代表位置として図 7.45 に示す 8 本（No.2，5，16，19，39，41）に
ついて示した．また，せん断力はすべてのケースでせん断耐力以下であったため，結果の
表示は割愛する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.45 曲げモーメント図出力位置  
 
 図 7.46 に CB=0.246 時の杭の状況のまとめを，図 7.47~7.52 に各ケースの曲げモーメント
を示す．  
 ここで，Case1 で隅角の杭の軸力 0 として隣接の杭で負担させ，次段階の Case2 は Case1
で破損した杭を除いた解析を実施した結果，実際の被害に比べると被害箇所は局所的であ
るが，杭頭接合部の回転剛性を低減しないケース（Case1A，Case2A）では杭頭の被害が，
杭頭接合部の回転剛性を低減した（Case1B，Case2B）では地中部の被害が再現された．  
 一方，すべての杭で地震力を負担できるとした CaseS-1,S-2 では，いずれも地中部の曲
げモーメントがひび割れモーメント程度であり，今回のような沈下・傾斜につながるよう
な被害とは対応しない．  
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        CaseS-1                 CaseS-2 
 
図 7.46 解析結果のまとめ（CB=0.246 時の杭の状況）  
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図 7.47 曲げモーメント図(Case1A／CB=0.246）  
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図 7.48 曲げモーメント図(Case1B／CB=0.246）  
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図 7.49 曲げモーメント図(Case2A／CB=0.246）  
曲げモーメント M (kNm)
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
曲げモーメント M (kNm) 
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
曲げモーメント M (kNm)
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
曲げモーメント M (kNm)
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
曲げモーメント M (kNm)
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
曲げモーメント M (kNm) 
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
5
7
16
19 
39 41 
3 
曲げモーメント M (kNm) 
杭
頭
か
ら
の
深
度
  
(m
) 
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
0
5
10
15
20
25
-100 -50 0 50 100
178 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ひび割れ  
降伏  
終局  
      No.39          No.41 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      No.16          No.19 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      No.3            No.5            No.7 
図 7.50 曲げモーメント図(Case2B／CB=0.246）  
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図 7.51 曲げモーメント図(CaseS1／CB=0.246）  
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図 7.52 曲げモーメント図(CaseS2／CB=0.246）  
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7.4.4 被害との比較 
 
 被害シミュレーション解析の結果，CB=0.246 時において，すべての杭が軸力および地震
力を負担できるとした場合は，いずれも杭頭および地中部ともに曲げモーメントはひび割
れモーメント程度またはそれ以下であり，今回のような沈下・傾斜につながるような被害
とは対応しなかった．  
 一方，隅角の杭の支持性能がなく負担軸力 0 としてその分を隣接の杭で負担させ，さら
に前段階で破損した杭を除いた解析では，図 7.53 に〇で示した西側の一部の杭頭や地中部
の被害を部分的に再現できた．ただし，この解析結果では実際の被害よりも破損に至った
杭は少なく，沈下・傾斜が生じるほどの被害とはなっていない．実際の現象としては，2011
年東北地方太平洋沖地震本震は継続時間が長く，本解析と同等の振幅の地震動が多数回入
力し，ここで想定したようなステップが繰り返され，被害が東側に進行した可能性が考え
られる．  
 
 解析と実被害の差の要因としては，継続時間の影響以外にも，本敷地は水田を盛り土し
て造成した敷地で，かつ特に被害のあった付近は水路跡にあることから表層地盤も不均質
で，地盤増幅が大きくなる軟弱な層が被害箇所付近に局所的にあって，入力地震動や地盤
変形が設定よりも大きかったことも考えられる．  
 また，隅角部の杭が支持性能がないという仮定については，支持層の不陸もしくは中間
部に硬質な層があるために支持層に十分根入れされていないか，打撃工法による杭の施工
時に何らかのトラブルがあったことが考えられる．   
 ただし，いずれにしても可能性として考えられる要因であるので，詳細な地盤調査や杭
の調査，あるいは隣接する建物の地盤や杭の被害についても調査した上で比較検討を行っ
て検証することが必要である．  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ステップ（N→S 載荷）      ②ステップ（E→W 載荷）  
図 7.53 被害と解析結果の対応  
 杭頭破損  地中部損傷軸力喪失状態  
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 また，本解析では杭頭と地中部の被害は杭頭部の回転剛性の評価が異なるケースでそれ
ぞれ生じており，同一の評価では杭頭と地中部の被害を同時に説明することはできなかっ
た．本建物は杭の耐震性に期待していなかった年代に建設されており，カットオフの影響
や埋込み長さの違いなど杭頭接合部の施工状況にばらつきがあることが予想され，実際に
も杭頭接合部の性能は同一でない可能性が高いが，確認はできておらず詳細は不明である． 
 杭頭接合部の回転剛性が解析結果に大きな影響を及ぼすことは建物 A での被害シミュレ
ーション結果でも確認されている．建物 A では軸力を変動させた構造実験により確認した
結果に基づいているが，本建物では接合の形状から弾性解を適用して評価している．この
評価方法と実際の挙動との対応，特に軸力の影響について実験により検証することが必要
である．さらに，杭頭接合部の構造性能（回転剛性）に影響する施工上の要因について考
慮したパラメータスタディによる追加検討も必要と思われる．  
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7.5 まとめ 
 
 2011 年東北地方太平洋沖地震において特徴的な被害を受けた建物 A，建物 B について杭
体の荷重－変位関係や杭頭接合部の回転剛性に関して負担軸力に応じた非線形性を考慮し，
かつ地盤ばねは群杭の影響による前方杭と後方杭の違いを明確に評価した解析モデル（分
離モデル）を用いた被害シミュレーション解析を実施し，実際の被害との対応を確認した．  
 
①同じフレーム内でも杭位置によって損傷程度が異なる特徴的な被害を受けた杭基礎につ
いて，2 段階の破壊・損傷を想定してシミュレーション解析を行った結果，第 1 段階（N→S
方向載荷時）で杭頭の破壊，第 2 段階で（W→E 方向載荷時）地中部の損傷と，実際の
被害を概ね再現する結果が得られた．  
 第 1 段階では前方杭の破壊により群杭効果がなくなり，後方にあった杭が前方杭とな
ったとしたケースで実際の被害状況と対応する結果が得られた  
 ただし，第 1 段階で載荷時に耐力低下につながる損傷を受けていて第 2 段階ではより
低いレベルで破壊した可能性や地中部の破壊が引き抜きによる破断で生じた可能性な
ど，より厳密なシミュレーションのための課題が残されている．  
 
②板状の平面形状で長手方向端部の約 1/4 の部分が沈下し，その部分の杭の損傷が調査，
確認された建物に対して被害シミュレーション解析を実施した．杭の被害状況や位置
（杭頭・地中部）はさまざまであったが，隅角の杭の軸力 0 と仮定して隣接の杭で負担
させ，さらに前段階で破損した杭を除いた解析結果では，杭頭や地中部の被害を部分的
に再現できた．ただし，被害と合わせるためには杭頭接合部の回転剛性の評価を荷重方
向ごとに変える必要があり，評価方法自体を見直す必要があると考えられる．また，解
析で想定した荷重レベルでは，沈下・傾斜が生じるほどの被害にはならないが，大地震
の長時間の繰り返しの効果の考慮や入力地震動，地盤増幅の見直しも考えられる．  
  それに対し，すべての杭で地震力を負担できるとした場合は，いずれも地中部の曲げ
モーメントがひび割れモーメント程度であり，今回のような沈下・傾斜につながるよう
な被害とは対応しなかった．  
 
③以上の被害シミュレーションにより，変動軸力の違いおよび群杭効果による水平地盤反
力の違いによって地震力負担が集中した一部の杭が破壊した後，群杭効果がなくなり地
盤反力が変動することや軸力の再配分によって，他の杭への段階的，連鎖的な被害の進
行がありえることが確認された．  
 
④一般の杭の設計で現在多く用いられている杭体は弾性，杭頭固定，かつ地盤を同一条件
とした解析方法では，杭基礎の破壊メカニズムの評価には不十分である．特に軸力の影
響が大きくなる大地震時の杭基礎の設計では，本研究で採用したような杭体および杭頭
接合部の軸力に依存した非線形特性の考慮や，群杭の影響など実際の地盤条件に対応し
た地盤ばねの考慮の必要性がより高まる．  
 なお，今回の解析では杭の軸力は最大値で一定としているが，実現象としては水平力
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と軸力は連動している．その影響は今後の検討課題であるが，逐次相関させることは基
礎構造の設計手法としては煩雑であり，最大軸力を想定した手法が実用的と考えられる． 
 
⑤本研究では建物への地震入力や地震時の負担軸力の算定において仮定に基づいて設定
しており，これらの精度の向上が今後の課題である．また，本手法は設計手法としては
やや複雑であるため，実用化のためには，今後はパラメータスタディの蓄積を通じた，
精度確保が可能なグルーピング方法により解析条件を絞り込むなどの単純化・標準化が
必要と考えられる．  
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第 8 章 結 論 
 
8.1 本研究で得られた結論 
 本研究は，2011 年東北地方太平洋沖地震において杭に被害を受けた建物のシミュレーシ
ョン解析に基づき，精度の確保と同時に実務に用いる設計方法として一般性や実用性を有
する杭基礎の大地震時耐震性評価手法確立のための検討を実施した．  
 以下に，本研究により得られた結論を示す．  
 
(1)過去の地震における杭の被害（第 2 章）  
a. 過去の地震において杭の被害は繰り返されているが，2011 年東北地方太平洋沖地震も含
め被害状況は以下に示すような類似した傾向を示す．  
b. 杭の被害が発生した建物では，上部構造の被害は非構造壁のひび割れ程度であるが，杭
の破損による沈下・傾斜により継続使用が困難となったものが多い．建設年代は杭の耐
震設計普及以前の古いのものが多いが，杭の耐震設計（中小地震に対する設計）が実施
された建物でも被害は発生している．  
c. 建築物の規模や建設年代によらず既製コンクリート杭の被害がほとんどであり，柱や壁
下に群杭として狭い間隔で打設されるケースが多い．  
また，同じ杭の仕様であっても建物内の被害は一様ではなく，被害が長手方向の端部
に集中する場合や，同じパイルキャップ内で複数本打設された杭の被害状況が異なる場
合もある．  
d. 被害の生じる地盤条件としては，液状化地盤以外にも盛土上や低地等で地層構成が複雑
で，砂層・砂礫層と粘性土層の互層，支持層の出現深さが平坦でない地盤が多い．また，
水路を埋め立てた跡があるなど平面的な不均質な場合もある．  
 
 
(2)杭の大地震時耐震性評価手法において特に考慮すべき課題（第 3 章） 
a. 過去の地震における杭の被害状況を整理，分析した結果，大地震時耐震性評価に用いる解
析モデルにおいて特に，以下の 3 点が考慮すべき課題として重要であることが確認された． 
 
①杭体および杭頭接合部の軸力に依存した荷重－変形特性 
 特に，被害の多い既製コンクリート杭の強度特性・変形性能 
②杭の配置を考慮した群杭効果の評価を含む地盤ばねの非線形性 
③地盤変位の影響の適切な考慮 
 
図 8.1 に，これら課題を考慮した大地震時耐震性評価のための解析モデルの概念図を示す． 
 
 
 
 
 
186 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.1 本研究で採用する杭の耐震性評価のための解析モデル  
 
(3)杭体および杭頭接合部の杭の大地震時耐震性評価手法および変形性能（第 4 章，第 5 章）  
a. 既製コンクリート杭について約 200 件の載荷実験(曲げ試験）データを収集し，分析を
行った結果，曲げ強度の実験値は平面保持を仮定して構成材料（コンクリート，鋼材）
の応力－ひずみ関係を用いて断面解析を行う方法により求めた計算値とほぼ対応して
いた．ただし，精度確保のためには材料定数は実測値を用いる必要がある． 
  収集したデータ数は少ないが，場所打ちコンクリート杭，場所打ち鋼管コンクリート
杭や鋼管杭でも同様な評価が可能であると判断される．  
b. PC 鋼棒やコンクリートのひずみを直接測定して各構成材料の応力状態を確認できる曲
げ実験を実施し，軸力をパラメータとした載荷によって，断面解析による耐力値や変形
量の計算結果と実験結果が対応することを確認した．  
c. 既製コンクリート杭も一般の構造部材と同様に軸力に依存した変形性能を有し，収集し
た載荷試験データの分析では，PHC 杭および PRC 杭の塑性率（降伏時と破壊時のひずみ
または変位の比）は軸力比 0~0.3 程度の範囲では 1.7~1.1 程度，SC 杭では 4.2~2.5 である．
構造実験により把握した変形性能（塑性率）はこれらの値と概ね対応していた．  
d. PHC 杭，PRC 杭のせん断強度については，収集したデータは限定的な実験条件であった
が，既往の評価式により安全側または平均的な値が得られることを確認した． 
e. 接合筋を用いた杭頭接合部を含む試験体に対する水平載荷試験を行い，これまで一般的
に使用されてきた形状では軸力の大小により杭頭接合部の回転剛性が異なることを確
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認した．実際の建物の被害においても，負担軸力による杭頭接合部の回転剛性の違いが，
同じ建物内で杭の被害の差が生じる要因の１つとなった可能性がある．  
f. 構造実験に基づき，杭頭接合部の曲げモーメント M-杭頭回転角関係について，パイル
キャップ内の仮想断面の仮定に基づく定式化を行った．この方法による計算結果と構造
実験結果は概ね対応しており，軸力を考慮した杭頭接合部の回転剛性の評価方法として
適用できることを確認した．  
 
(4)既往の杭基礎の耐震性能評価手法（第 6 章）  
a. 弾性地盤反力法による計算は大地震時の安全性の目安となる可能性はあるが，大地震時
の被害の詳細を再現することはできない．また，中小地震に対する許容応力度設計の実
施は大地震時の安全性確保にはつながらない可能性が示唆される．  
b. 重要構造物などで大地震に対する設計を行う場合に用いられる基礎梁から下をモデル
化した分離モデルを用いて，杭体や地盤の非線形を考慮した静的応力解析を行った．杭
の条件に応じてグルーピングを行った解析では，解析条件によっては被害状況と対応し
た結果が得られる．ただし，同じ建物内でも被害が局所的であることや，同じパイルキ
ャップ内で被害が異なるような現象まで 1 つの解析で説明することは難しく，杭頭固定
度や地盤の剛性を精査したグルーピングを行ったモデル化が必要である．  
 
(5)被害シミュレーション解析（第 7 章）  
a. 一部の架構の杭のみが深刻な被害を受け，かつその架構内でも杭位置によって損傷程度
が異なる特徴的な被害を受けた建物について，１本ずつ個別に杭体および杭頭接合部の
軸力に依存した非線形特性や群杭の影響を考慮してモデル化した上で，2 段階の破壊・
損傷を想定してシミュレーション解析を行った．解析では，前方杭の破壊による影響の
解除など群杭効果を厳密に評価することで，第 1 段階（N→S 方向載荷時）で被害箇所
と同じ杭頭の破壊，第 2 段階で（W→E 方向載荷時）地中部の損傷と，実際の被害を概
ね再現する結果が得られた．  
b. 長手方向の端部 1/4 程度の杭の被害により部分的な沈下・傾斜が生じた建物について，
同じく 2 段階の破壊を想定してシミュレーション解析を行った．課題である杭体・杭頭
接合部の非線形特性や群杭効果については同様に評価し，さらに被害状況を考慮して軸
力を負担できない杭があるなどの仮定を設けた上で，杭頭や地中部の被害を部分的に再
現できた．ただし，回転剛性の評価を荷重方向ごとに変える必要があったり，設定した
荷重レベルでは被害は部分的で沈下・傾斜が生じるほどにはならないなどの不一致点も
あり，大地震の長時間の繰り返しの効果の考慮や入力地震動，地盤増幅の見直しも含め，
精度向上が必要である考えられる．  
c. 今回実施したシミュレーション解析では，最初に破壊した杭の負担していた軸力の再配
分とそれに伴う水平力負担の増加や群杭の影響が解除される効果によって，はじめは被
害レベルに達していなかった杭も連鎖的に被害の進行が生じることが被害過程として
把握された．軸力の影響が大きく継続時間が長い大地震時には，繰返しによる効果で被
害の拡大につながる可能性もあり，大地震時の耐震性評価のためには段階的な破壊現象
についても考慮しておくことが必要である．  
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8.2 杭基礎の耐震設計への展開 
 
(1)大地震に対する杭基礎の設計の必要性  
 建築物の杭基礎では同じ建物内でも，配置される位置や本数により負担軸力や地盤反
力がさまざまであるが，杭基礎の実被害のシミュレーションにおいては，これらの異な
る条件を厳密に評価することが必要であることが確認された．   
 中小地震に対する許容応力度設計では，建物全体としての崩壊や転倒の防止はできて
いたと考えられるが，地震後の継続使用のための傾斜や沈下を防ぐことを目標とした設
計を行うためには，各杭の負担軸力に応じた杭および杭頭接合部の荷重 -変形関係や終
局耐力，群杭効果を含む地盤反力の非線形性の評価が重要である．  
 また，建物全体としての崩壊や転倒の防止のみが要求されていて部分的に杭の損傷が
許容される場合であれば，これらの設計条件を適切に考慮した設計により経済性を確保
できる可能性がある．  
  
(2)破壊過程を考慮した杭基礎の耐震設計 
 地震動の継続時間が長く，杭基礎を損傷させるような大きさの入力が複数回繰り返さ
れる場合には，一部の杭の破壊に伴い負担荷重（水平力・軸力）が再配分されたり群杭
効果が変わり，破壊が広がる過程を段階的に考慮して設計することが考えられる． 
 同様に，過去の地震において一部の杭が損傷した可能性のある建物では，損傷を受け
る以前とは軸力や地盤反力が異なる条件となっている可能性にも留意する必要がある． 
  
(3)大地震に対する杭の耐震設計のための設計条件  
a. 荷重・外力の評価および応力解析モデル  
 地盤および上部構造の振動特性を考慮した地盤変形および杭頭水平力・変動軸力それ
ぞれの最大値を組み合わせた静的荷重を，基礎ばりから下の杭および地盤からなる分離
モデルを用いて，いわゆる応答変位法あるいは荷重分布法により与えることで，実際の
被害と概ね対応した結果が得られた．この方法を設計のための応力解析方法として用い
てよいと考えられる  
b. 杭および杭頭接合部の非線形性  
 断面解析に基づく手法により計算した軸力に依存した杭体および杭頭接合部の荷重
－変位関係は，部材の実験結果と概ね整合するとともに，計算結果を用いて実際の被害
と概ね対応する結果が得られた．本手法は設計のための杭および杭体の強度・変形特性
の評価方法として有用である．ただし，実験データの蓄積による精度向上は必要である． 
c. 地盤反力の群杭効果  
 杭配置（前方杭・後方杭）や杭間隔による地盤反力の違い（群杭効果）の影響が実際
の杭の被害の違いと関連することが確認された．特に複数本が近接して配置される場合
に(2)のような連鎖的な破壊の要因となる可能性があり，設計においても考慮が必要であ
る．  
 ただし，群杭効果に関する実証データは少なく，異なる群杭効果の提案手法を用いた
パラメータスタディや実際の被害事例との比較による検証が必要である． 
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8.3 今後の課題 
 
(1) 今回の解析では杭の軸力は最大値で一定としているが，実現象としては水平力と軸力
は連動している．その影響は今後の検討課題であるが，逐次相関させることは基礎構造
の設計手法としては煩雑であり，最大軸力を想定した手法が実用的と考えられる．パラ
メータスタディの充実等により，杭や杭頭接合部に対する軸力の影響について取扱いが
しやすく適切で精度の確保も可能な評価方法の確立が望まれる．  
 
(2) 本研究では建物への地震入力については既往の研究成果に基づいて評価し，入力後の
上部構造の慣性力や地震時の負担軸力の算定においては一般的な設計手法の延長で評
価している．これらの考え方は，被害シミュレーションとしては概ね適切な解析結果を
与えるが，解析精度や取り扱いの難易度にやや差があり，統一的に考慮して地盤変位を
含む荷重・外力の評価方法の適用が望ましい．  
  また，本研究では地盤変位と上部構造からの慣性力は同時に最大値に達するとしてい
るが，それぞれの振動特性を適切に考慮した設定方法とすることも考慮すべきである． 
 
(3) 群杭効果は，杭間距離や杭配置だけでなく，地盤や杭体の剛性およびその非線形化の
状態に依存する現象である．第１章に示す静的応力解析および動的解析での評価方法や
パイルド・ラフト基礎における杭-杭間の相互作用としての評価は，異なる観点の解析
や実験結果に基づいて提案されており，それぞれの適用性を理解する必要がある．  
  一方，建築物の杭の耐震性能には群杭効果の影響が必ずあるにもかかわらず，実際の
設計では考慮していないケースも多い．これは，群杭効果の扱いが難しいことと同時に，
各種の設計条件に対する群杭効果の影響が十分に検証されておらず，さまざまな提案の
中から適切な評価方法を選定するための判断材料が得られていないことも一因となっ
ている．地盤工学の原理に沿った統一的な考え方に基づく検討結果の蓄積により，実用
的な群杭効果の評価方法を確立することが必要である．  
 
(4) 本研究で検討対象とした建物は，建物 A,C,D は地層構成が複雑であることにより，建
物 B,D,E では水路跡の埋め立てを含む造成や盛土が行われたことがわかっており，いず
れも局所的な地盤の不均質性，つまり杭ごとの杭周地盤や支持地盤の違いがあった可能
性がある．ただし今回の調査ではそれが確認できず定量的な評価ができなかった，被害
シミュレーションにおいては地盤の違いは考慮しなかったが，実際の被害発生の要因の
1 つとなっている可能性は否定できない．このような複雑な構成となっている地盤にお
いて，その特性を適切に評価できる調査方法の発展が望まれる．  
 
(5) 本研究では，実際に被害のあった建物を対象に被害発生のシミュレーションを行った
が，これらに隣接する形状が同じまたはほとんど同じ建物では被害が表面化しなかった．
これらの被害が発生しなかった建物に対しても同じ方法でシミュレーションをおこな
うことで，耐震性評価手法の精度向上につながる可能性がある．  
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(6) 基礎構造の耐震設計の義務化以前の耐震性が考慮されていない杭は多く残されており，
また現行の技術基準に従った耐震設計が行われている基礎構造であっても，大地震後の
継続使用確保の目標に対しては耐震性が不足する場合があることが考えられる．基礎構
造では耐震補強はほとんど行われないが，既存の耐震性の低い杭基礎の補強技術および
補強に対する耐震性評価手法の確立，普及が望まれる．  
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